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日本的社会福祉理論の起源と成立過程― 

Social Welfare，日本国憲法第25条　厚生

経済学

イギリス経済学のWelfare

　社会福祉という言葉が日本にはじめて突然の

ように出現したのは，1946年に公布された日

本国憲法第25条において国民の生存権を保障

する政策用語として明記されてからであったこ

とはあらためていうまでもないのであるが，た

だこの社会福祉なる憲法第25条にはじまる言

葉・用語をつぶさに検討するならば，憲法制定

から60年以上もたった現在でも合意された厳

密な定義ができていないという，ほとんど指摘

されたことのない大問題を抱えているタームな

のである。

　さらにもう少し社会福祉とか福祉という言葉

にかかわる論理的起源をみてゆくと，社会福祉

の原語がSocial Welfareであるとすれば，時も

所も遠く第2次世界大戦前の1920年にケンブ

リッジ大学の2代目経済学教授のピグーが刊行

した“The Economics of Welfare”が，経済学

の分野ではじめてWelfareという言葉を中核的

理論的なターム（学術専門用語）として，社会

から貧困を解消のために社会のWelfareを増大

させるならば可能だとする規範的理論を提起し

たことが，Welfareという言葉を有名にしてい

たのであった。

　もともとWelfareというタームは経済学にお

いては，人が資源・商品を購入し消費して得ら

れる効用・満足の意味なのであるが，ピグー

はこの効用・満足を意味するWelfareを基数的

尺度で計量可能なものとして数値指標にもし

て，① .政府が市場を活用して所得分配分の拡

大，② .限界効用逓減の法則に即して富裕者か

ら貧困者への所得移転，③ .政府活動で経済の

安定化（恐慌や変動をなくす）をさせるとする

3命題を満たす政策をとるならば，社会全体の

Welfare（：Utility）の総計が拡大でき，さら

に諸個人の得られるWelfare・所得も平等に増

大することができるようになるので，その結果

社会から貧困を解消することができるという貧

困解消とWelfareをはじめて関連付けた規範的

理論を発表して，当時大きな反響を呼んだ史的

経過があったことに思いを致すべきことが必要

であろう。

　こののちピグーの理論はWelfareが客観的

に計量できるという論理的使用法が批判を浴

びて一時期後景に退くが，貧困解消や救済に

Welfareという概念が重要な役割を果たすとい

う論理的提起は経済学の分野に活かされ，ピ

グーの理論と異なる論理も包含されるようにな

るものの，Welfare Economicsという領域が成

立していくことになる。（ただ，ピグーのThe 

Economics of Welfare には“Social Welfare”

というタームは使われていないことを断わって

おきたい。世界的にみてSocial Welfare という

熟語がでてくるのはもう少し後になる。）

社会福祉という虚構理論を是正する試み

―現代経済学とキリスト教倫理に無知な日本の貧困救済の理論は虚妄である―
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　もう一つ，Welfareという言葉が冠された

Welfare State という語が世界的に有名になる

のは，第2次世界大戦が終ってからであった。

大戦が終結して戦勝国になったイギリスが果

たした偉業は，のちに詳述するが，イギリス

国民の社会的権利を全面的に保障するWelfare 

Stateと呼ばれる政治・経済体制を形成させた

ことであるが，ここでもWelfareという語が付

けられているのはピグーの“The Economics of 

Welfare”の名声が下敷きにあったからだといっ

てよいであろう。

　このWelfare Stateという造語は，第2次世界

大戦に際しイギリスの敵であったドイツに対す

る戦意高揚を図るため，カンタベリー教会のテ

ンプル大僧正がその著作『市民と信仰』におい

て，敵国ドイツはWarfare State（戦争国家）

であるのに対しイギリスはWelfare State〈福祉

国家〉であるという語呂合わせ的比較をして，

戦いの正義はWelfareを護る側にあるという論

理を提起していたものが有名になった名称で

あったが，その命名にあたってはピグーの貧困

解決を目指すWelfare理論が念頭にあったとい

うことができよう。

　さらにこの名称が有名になるのは，その大戦

中にときのイギリス政府が戦争を完遂した後に

は国民により良い生活のできる国をつくるこ

とを約束し，そのためにもとLondon School of 

Economicsの学長だったベヴァリッジを委員長

に任命して答申を創る委員会を設置させ，国民

生活をいかに護り向上させるかという提案を求

めていたものが，1942年にほぼベヴァリッジ

一人の手によって『社会保険と関連サービス〈通

称べヴァリッジ・レポート〉』という大部な答

申があり，イギリス国民を苦しめる巨悪に対し

て社会政策・社会保障・社会保険を創って攻撃

しようと提起するレポートを，大戦後になって

労働党政権が現実化・制度化する際に，この体

制づくりをWelfare Stateの構築といっていた

ので，ピグー以来のWelfareの付された名称が，

政策的に高水準になっていく貧困・失業救済の

施策の進展と並行しながら定着していっていた

のであった。

日本のWelfareと社会政策

　ところが，このようなピグーの“The Econ-

omics of Welfare”を源流とする経済学理論の

展開や，政策理論の提起，体制名称の定着がイ

ギリスで進行していた同じ時期に，そこから遠

く離れた日本でも1920年代からすでにピグー

理論を学んだ当時の東京商科大学の教授だった

福田徳三氏が『厚生経済学研究（1930年）』を

著わして，ピグーの理論を解明し紹介をしてい

たのであるが，そこでWelfareに「厚生」とい

う訳語が当てられていたことがそれ以後の経済

学の理論領域で定着し，いまだに日本の経済学

ではWelfare Economicsには厚生経済学という

訳語が使われている起源をつくっていたのであ

り，ピグー以降さまざまに論争されながら社会

全体と諸個人それぞれのWelfareをいかに均衡

的に大きくするかという論理的追求を「厚生」，

「厚生経済学」の名称のもとに，社会福祉理論

が知らなければならないWant，Needを充足さ

せるWelfareの拡大の理論が，厳密に詳細に展

開されてきているのであるが，第2次世界大戦

後になって制定された日本国憲法が国民の生

存権を保障する政府の活動・政策の一つとして

Social Welfareが社会福祉という訳語で規定さ

れていたので，厚生と福祉が無関係のまま並列

されるようになっているのである。

　こうして現在でもWelfareという重要なター

ムに経済学では厚生を，生存権保障の理論では

福祉をと異なった訳語が充てられ，役割分担の
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ように使い分けをしているが，じつは厚生経済

学と生存権保障としての社会福祉とは密接な関

係があり，厚生経済学は社会福祉・生存権保障

政策の財政的水準の決定をする論理を提供する

機能をもっているので，いままでのように社会

福祉なる領域で使われている「福祉」と，経済

学の「厚生」とは明確な理論的区分はされてい

ないまま，それぞれ異なった意味・用語法で併

行して使われているという日本的事情を克服し

なければならないという潜在的課題をもってい

るので，ますますSocial Welfareの概念規定を

することを困難にしていることも指摘しておき

たい。

　さらに第2次世界大戦前からWelfareにかか

わる用語が日常的に日本で使われていた例とし

て，1938年に旧内務省の社会局と衛生局を母

体に設立された役所を「厚生省」という名称が

つけられていたのであるが，その名称が名づけ

られた理由は福田徳三氏が紹介した国民諸個人

のWelfareを増進させることを任務とする厚生

経済学に因んだものであったとみてもよいであ

ろう。

　ところでじつは，厚生経済学と訳されてい

るWelfare Economicsは，ピグーの創設以来と

くにイギリスとアメリカの経済学理論家の間

で市場に対して政府がどのようにかかわるか

をめぐって論争が繰り返され，政府の政策が

Welfareをどう変化させるかという計量を根拠

に政策決定理論がさまざまに論究されている理

論領域は先進的市場経済体制の国の間では共通

する理論なのであるが，日本国憲法第25条に

規定された国民の生存権保障を任務と負わせら

れた社会福祉という政策はWelfareが同じであ

りながら，日本だけにしか通用しない論理なの

で，今度は日本にはじめて社会福祉という熟語

を出現させた日本国憲法の第25条の方にもど

ると，第25条は国民の生存権を保障する国家

義務を規定しているものであり，そのためもっ

とも基本となる貧困救済を社会福祉が担当する

というWelfareがかかわる論理づけをされてき

たのであるが，この第25条の条項の論理の意

味するものは，第2次世界大戦前の日本の経済

学の領域では貧困や失業の救済を目指す社会政

策論がきわめて重要な位置を占め，一方には福

田徳三氏のようなピグーの厚生経済学とドイツ

の歴史学派のブレンターノやメンガ―の経済

学とを融合させて，資本主義の政府による生存

権保障政策の構築を主張する近代経済学の立場

の理論と，もう一方には大河内一男氏に代表さ

れる資本主義社会においては個別資本に厳しく

搾取されて窮乏化を極め，肉体の磨滅と精神の

退廃にさらされて再生産不可能にまでなった労

働力を，総資本としての政府が次の生産の必要

のために保全する政策だとするマルクス主義

の立場の理論とが並立していたなかに，憲法第

25条というアメリカ経済学に依拠する社会政

策論が憲法草案を通して日本の近代経済学理論

とマルクス主義理論の間に割って入ってきてい

たのであった。このような欧米先進国の諸理論

が日本に移入されて，もとの欧米とは異なる理

論的状況をつくりだして混乱をくりかえしてい

る理論関係を理解する人は少ない。

　つまり，社会福祉というタームが日本にはじ

めて出現する日本国憲法の第25条は生存権規

定といわれ，日本史上はじめて国民は健康で文

化的な生活をする権利をもつことが宣せられ，

そのような生存権を保障するために国・政府は

社会福祉・社会保障・公衆衛生を向上させる義

務があると規定されるという画期的な条文で

あったことは確かであるが，もともと日本国憲

法の草案は第2次世界大戦に敗北した日本を占

領していた連合国軍に指名された25人のアメ
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リカ人によって9日間で書かれたという経過が

あったもので，とくに社会福祉と社会保障とい

う用語は1930年代のアメリカのニューディー

ル時代に世界ではじめて創られた理論（厚生経

済学）と法制（社会保障法：いずれも後述）に

つけられていた名称がもち込まれたものなの

で，上述のアメリカ経済学と無縁な理論学派や，

戦時中の言論統制や情報封鎖をされてきていた

当時の日本の理論家にも，まして国民にも直ち

に理解できるはずのないものだったのである。

憲法第25条

　そこでもう少し日本国憲法第25条の成立事

情にこだわってみると，占領軍の委託を受け

た25人のアメリカ人が起草した憲法草案は占

領軍総司令部指令として日本の国会の憲法改正

案特別委員会に渡されて最終調整を命じられ

たのであり，委員会の討議・改定のあと占領軍

総司令部の認可を受けてほぼ現行の憲法条文に

仕上げられて公布されたのである。その過程で

とくに生存権保障の条項は現行の条文にいたる

までに何度か書きなおされたといわれている

が，詳しくは別稿に譲るとして，現条項確定直

前の草案と現行の条項とを比較すると，起草委

員総がかりで直したとされる最終草案の生存権

条項は，「第24条　法律は生活のすべての面に

つき，社会の福祉（原文はsocial welfare）並

びに自由，正義および民主主義の増進と伸長を

目指すべきである。／無償の義務教育を設けな

ければならない。／児童の搾取は，これを禁止

する。／公衆衛生は，改善されなければならな

い。／社会保障を設けなければならない。／勤

労条件，賃金および就労時間について基準を定

めなければならない。」というものであったと

いうが，この条文を現行の第25条と比較する

ならば，「第25条　すべて国民は，健康で文化

的な最低限度の生活を営む権利を有する。／② 

国は，すべての生活部面について，社会福祉，

社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めな

ければならない。」という条項は，生存権保障

規定としては理路が明解で優れたものになって

いるということができるであろう。

　この現行第25条の最終的起草者が当時の社

会党の代議士として憲法案改正特別委員会に参

加していた森戸辰男氏であり，第2次世界大戦

前に無政府主義者クロポトキンの論文を翻訳・

紹介して治安維持法に触れ東京大学の教授の職

から追放されるという経歴を持つ社会科学者で

もあったから，社会政策理論や生存権保障につ

いても造詣が深かったと考えられるので，アメ

リカ人の書いたかなり粗雑な草案を超えて，憲

法第25条のモデルを1919年に制定され世界で

もっとも自由で民主的で，しかもはじめて国が

国民の生存権を保障する義務を負うことが明記

したワイマール憲法に求めた節がみえるのであ

る。というのは，ワイマール憲法の第151条は

「経済政策の秩序は，各人をして人間に値すべ

き生存を得せしめることを目的として，正義に

原則に適合することを要する。／第2項　法的

強制は，脅かされた諸権利の実現のためにのみ

許され，あるいは，公共の福祉の卓越した要求

にのみ奉仕する。」という条文であったことを

知ると，森戸辰男氏が第25条の生存権保障規

定を起草するにあたってモデルにしたのはアメ

リカ人の書いた草案だけではなく，第2次世界

大戦前に日本の社会政策理論家が研究したに相

違ないワイマール憲法であったということもみ

えてくるのであり，こうして制定当時「世界一

の人権条項」ともいわれた第25条が成立した

のであったということができよう。



社会福祉という虚構理論を是正する試み

― 95 ―

ワイマール憲法とニューディールの融合

　こうして占領軍の指示でアメリカ人の起草し

た憲法草案は最終的に日本側の議会の「憲法案

改正特別委員会」に託されたのであるが，そこ

で第25条に関する限り現行の憲法の生存権保

障の条文を最終的に書いたのは森戸辰男氏だっ

たのであるが，大戦前からドイツの社会政策論

から深い影響を受けていた日本の社会政策論に

造詣のあった森戸辰男氏は，ドイツのワイマー

ル憲法の生存権保障の条項の理論的文脈の方を

参考にして継承し書き換えをしたため，完成し

た現行の第25条はじつにすっきりした論理構

成をもっているにもかかわらず，知られざる大

問題を抱えることになっていたのである。

　くりかえすならば憲法第25条の骨子は，日

本国民は生存権を保持していること，その権利

を保障するために国は社会福祉・社会保障・公

衆衛生を充実させる義務があると規定している

が，ワイマール憲法は政府の保障義務として経

済政策と法的強制という一見抽象的ではあるが

じつは経済・政治，強いては社会をも含む全領

域までも覆う広大で強固な政府による人権保

障活動をあげているのに対し，第25条の方は

3つもの政策をあげているのでこちらの方が具

体的に生存権を保障をする政策のようにみえる

ものの，これらがアメリカ製の政策名称なので

日本では理解しにくいものだったのであるが，

じつは条文作成のためにはアメリカ人の草案を

生かさなければならないという事情があったた

め，換骨奪胎した条文をつくっておきながら，

草案から政策の名称だけをもってきていたから

だったのであり，詳しい検討は省略するとし

て，アメリカ人の書いた草案には実際に彼らが

体験し支持した大恐慌を限定的ながら実際に克

服していったニューディールの理念と政策とが

書きこまれていたという事情をみることができ

るのに対し，第25条はもう一方では世界では

じめて国家義務による生存権保障が明記されて

いたワイマール憲法の理路文脈を継承する条文

であったから，それにもニューディールの理念

がこめられているという単純ではない政策用語

が使われていたのである。

　なぜこのような解釈ができるのかというなら

ば，アメリカ人が起草した草案にみられる社会

福祉という造語はハーバード大学の経済学者ア

ブラム・バーグソンが1938年に発表した『厚

生経済学の再構成』という論文で，アメリカで

進行していたニューディール政策の正当性を理

論的に支援するため，貧困解消理論の元祖で

あったピグー理論の復活を求めて創った厚生経

済学の論理で，要旨は「政府がある政策を実施

した結果，社会全体の経済が変化し利益が得ら

れた人びとの所得と，損失を受けた人びとの所

得のすべてを合計したものが，プラスになって

いるならば政府のその政策決定は肯定される」

とし，政府の実施する政策が経済成長につなが

るような政策決定（のち社会的選択ともいう）

を厚生経済学が理論提起することを「社会福祉

関数“Social Welfare Function”」と名付けてい

たもので，盟友のサムエルソンが支持したこと

もあって反響を呼んだ理論であり，その理論は

当時のハーバード大学で熱狂的に研究されてい

たケインズの『雇用・利子および貨幣の一般理

論（1936年）』が恐慌対策に有効な理論である

と論証されると同時に，ニューディールはケイ

ンズ理論そのものを現実化していると確証され

ていた時期だったので，ごくごく簡単にいっ

て，ある政策が経済成長につながれば成功とい

う社会福祉関数という政策決定理論は，じつは

ニューディールがケインズ理論を選択している

ことの意義を正当化していたのであり，憲法草

案を起草したアメリカ人たちはニューディール
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が現実的に成果をあげていたことを実際にみて

いて支持していたニューディーラーであったと

いうから，国民の生存権保障はなによりも正義

を求める自由な民主的政府による経済政策の実

施で失業と貧困を解消して国民生活を安定させ

ることを最優先にすべきだと考えていたので，

何度か書きなおされたいずれの草案でも社会福

祉を真っ先にもってきていたとみてよいだろ

う。

　そして草案は無償の教育，児童保護，公衆衛

生，労働者保護などの一般的保障の政策の提起

とともに，なによりも個別的な失業・貧困対策

のための政策としては1935年にニューディー

ルの一環として政府の手によるはじめての直接

的な経済的な救済が制定され，世界的に注目さ

れていた『社会保障法“Social Security Act”』

からの名称も記入されていたので，草案の生存

権保障の条項は乱雑にみえるが，森戸辰男氏

がモデルにした1919年に制定されていたワイ

マール憲法の抽象的な対応策を超えて，政府

がSocial Welfare Functionの論理に即してケイ

ンズ政策を選択して経済回復・経済拡大をさせ

る一方，Social Securityにより窮民の保護・援

助諸施策も施行しながら最終的には貧困救済の

所得再分配政策をするという，経済政策と社会

政策とが複合されたニューディール理論がワイ

マール憲法の論理と重層化されて書かれていた

のであった。だから，単純にみると社会福祉・

社会保障・公衆衛生の3政策を並べているだけ

の単線型にみえる第25条の根底には，国民の

社会的諸権利を保障するために質の異なった経

済政策（社会福祉関数），所得再分配政策（社

会保障法），保健・医療保障〈公衆衛生〉の諸

政策が重層化された規定だったのである。

政策選択理論への無理解

　このように憲法の条文を歪曲的に深読みして

みると，森戸辰男氏の起草された憲法第25条

は単に救貧施策と保障政策とが社会福祉・社会

保障・公衆衛生という名称で並べられた複数の

線的な施策も超えて，モデルとしたワイマール

憲法の第151条の第1項が「経済政策の秩序は

……人間に値する生存」の保障を規定し，第2

項が「法的強制は，脅かされた諸権利の実現」

のためにのみ行使されるとあるとおり，生存

権あるいは社会権は経済政策と社会政策とが組

み合わされた複合政策を必要としていたので，

森戸辰男氏が認識されていたかどうかはとも

かく，第25条に転書されたSocial Welfare（社

会福祉とは外務省の訳である）というニュー

ディール時代に生まれた論理は，なにがあって

も経済政策に近い政策名称でなければならない

のであるが，もともと生存権・社会権の保障に

かかわる政策・施策の実施には，いまみたよう

に救済や保障という活動は経済なもの（財と

サービス）を提供・供給することなので，いう

ならば社会資源・財源は必須なのであるから，

生存権保障という政府義務である救済・保障に

は必要な財源・社会資源まで造り出す総合的な

政策的理論をも包含していなければ実行能力を

もてないのであるため，第25条の社会福祉は

バーグソンの原義どおりケインズ政策の選択の

意味でなければならないのである。

　ところが，いまだに日本での憲法第25条の

解釈は資本主義の構造的欠陥が生み出す社会問

題・生活問題に対応する貧困救済・ニード支援

という水準の政策の意味にしか社会福祉・社会

保障・公衆衛生の位置づけていないのである

が，通念を超えてもう一度見直してみれば，憲

法第25条そのものは単に人権を3つの政策が

単線的に保障すると規定しているのではなく，
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憲法草案の起草者が草稿を何度か書き換えな

がらもつねに生存権保障の条項の冒頭にSocial 

Welfare（Function）という熟語を記入しつづ

けたのは，起草者たちが実際にみていたニュー

ディール時代の政府の活動が大恐慌のような消

費需要が底をつくという深刻な経済危機に際し

て，赤字国債の発行と富裕者への課税をしてそ

れを財源にして政策的に市場に介入し公共投資

をして有効需要を造り出して，経済の回復・活

性化をさせ，失業の解消をさせて完全雇用まで

達成させ，連動して社会全体の所得分配分を増

大させて国民の生存権を護っていったニュー

ディールやケインズ政策が，バーグソンのいう

社会福祉の実施として理解し3者一体のものと

みてきていたに相違なく，生存権保障には失

業・貧困の救済を必須条件とすることも起草者

たちは体験的に認識していたので，そのために

はニューディールという総合政策がもっとも有

効であり，それを表現するため憲法草案に直接

ニューディールを記入することが最上としただ

ろうが，しかし日本国の憲法にニューディール

やケインス経済学という名称を記入できるはず

のものでなかったので，代わりにバーグソン流

のSocial Welfareとしていたとみることができ

ないだろうか。

　だからもう一つの読み方は，第25条の条

文の順序で素直にみていくと，国はSocial 

Welfare Functionという厚生経済学の政策選択

理論に従って政府はまず（ケインズ）経済政策

を施行して（経済成長をさせ）所得分配分の

増大を図って，政策推進のための財源を確保，

そのあと成長にともなう格差に対してはSocial 

Security （Act）という所得再分配政策によって

貧困・失業救済を含む不時の事態への所得保障

をし，さらにPublic Healthという医療・健康

保障としての公衆衛生を制定・整備させて，こ

れら3者の組み合わせた政策群により国民の生

存権保障を万全にすべきであるという理路にお

いて，政府の政策選択としての社会福祉＝経済

政策＋社会政策という総合政策の実施義務と読

むことができるので，（当時の社会政策論や社

会福祉理論が想定していたマルクス主義的政府

を超えて，もし社会民主主義政府が存在したな

らば）さらに大きく国民全体の生存権・生活

権・社会権等を保障する福祉国家構築に通じる

ものさえ保持していたのである。

　ただ，日本では社会福祉という用語について

まだ合意された正確な規定ができていないの

で，経済政策の成果が社会福祉政策実施に必須

であること，とくにレポート作成に関してべ

ヴァリッジに助言し協力したケインズの経済政

策が社会政策の確立のために絶対に必要なこと

には日本では論理がおよんでいないようである

が，社会政策や社会福祉政策なるものが財源の

裏付け問題を考えもせずに，ただ政府義務とし

て国民全般の生存権〈貧困・医療・教育・労働・

住宅等〉を保障する総合政策が広義の社会福祉

だとか，おそらく範囲を福祉六法に限定した狭

い意味のニードを救済するのが社会福祉だとか

いわれていて，定義が定まらないのは，救済・

保障政策が役割を担当する範囲が広いのか狭い

のか，その政策の機能する水準が高いのか低い

のかという計量的決定は，当該政策を裏付ける

財源の大きさによるのだということとをいわれ

たことはないのである。だから日本の理論家が

社会福祉の中核に経済政策を置かなければなら

ないこと，および財源や社会資源をどのように

造り出さなければならないかという論理が社会

政策・社会福祉理論のなかに包含されなければ

ならないことに無関心であることが，第25条

が規定している政策の重要性を把握できなかっ

たといえようが，この問題は後述する。
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日本に成立した生存権保障の理論が世界的

に異質であった理由

第25条という条文の特徴

　先ほど日本国憲法の第25条に関しては，第

2次世界大戦後日本を占領していた連合国軍の

司令部〈GHQ〉から委嘱を受けた25人のアメ

リカ人が起草した憲法草案を基盤に，最終稿を

森戸辰男氏がワイマール憲法第151条をモデル

にして完成させたといったのであるが，このた

めアメリカ人の草案はいまみたように失業・貧

困救済を含むいわゆる生存権の保障とは，時期

が時期だけに1929年突如史上空前の失業と貧

困を現出させた大恐慌を，アメリカ政府の市場

介入によって克服したニューディールこそが理

想の政策だと考えて起草したのは当然だったか

ら，草案はニューディールの理念が語られてい

たのであったため，ドイツ流社会権保障理論と

アメリカ型の失業・貧困救済的生存権保障理論

とを日本の社会政策の理論の立場で森戸辰男氏

が統合されたということでもあるので，論理内

容や理論の名称，用語法が無国籍になっている

のである。

　さらに憲法の条文には直接表現されていない

が，社会福祉というハーバード大学製の論理を

通じて，イギリスのケンブリッジ学派の経済学

理論（失業・貧困救済という規範的理論性）の

影響もみえていることも指摘しておかねばなら

ないであろう。先に裏目読みしたとおり，森戸

辰雄氏が草案から選んだ社会福祉は経済政策の

意味だったので，ケインズ政策の施行が義務づ

けられていたのである。森戸辰雄氏は草案に記

草されていた「社会福祉並びに自由，正義およ

び民主主義の増進と伸長……」という文から抽

象的理念はすべて切り捨てられていたことも

あって，もともと無理念の日本の政府は，おそ

らく無自覚でしかなかったであろうが，失業・

貧困救済にはもっとも重要な経済成長・所得分

配分の拡大を，ケインズもどきの政策を推進し

て達成していたことも，占領政策・憲法制定の

成果として数えてもよいのではないだろうか。

日本の社会政策理論

　第2次世界大戦後制定された憲法で日本国民

の生存権保障をする政策は社会福祉・社会保

障・公衆衛生ときていされたのであるが，大戦

前から理論だけは労働者保護の社会政策，貧困

者救済の社会事業という政策理論が確立してい

たことが，大戦後憲法に規定された社会福祉・

社会保障というアメリカ製の名称の政策と混同

現象が起こすことになっているのである。大戦

前隆盛な勢力をもっていた社会政策は，1873

年にドイツで結成された社会政策学会を真似て

すでに日本でも1897年に同じ名称の学会がで

き，第2次世界大戦前にはその社会政策学会の

会員が経済学者のほとんど全部が参するように

なって，理論活動が隆盛となると同時に順次マ

ルクス主義化し，まだ前近代的な体制であった

当時の社会において支配階級に搾取されて窮乏

化する労働者や困窮する一般貧困者への救済保

護が社会政策・社会事業という名称で論争され

ながら精緻な理論が構築されていく過程に参加

されていたからに相違なく，第25条の成立に

は大戦前の社会政策学会の理論的活動が大きく

貢献していたのであった。

　19世紀末に輸入されだした日本の社会政策

の理論研究の動向は，当初は社会政策の理論と

実際が創設されたドイツの歴史学派の経済学

や，その規範理論的主張をする講壇社会主義者

と呼ばれる社会改良主義者の理論家とそれを現

実化したビスマルク社会政策との研究からはじ

められたのであるが，第2次世界大戦直前に大



社会福祉という虚構理論を是正する試み

― 99 ―

河内一男氏は「社会政策が，国民経済における

生産者としての資格における要救護性（あるい

は要保護性）にその課題を見出すのに対して，

社会事業は一般消費者としての資格において要

救護性が存在するか，あるいはその肉体的生活

ないし保健衛生的生活において，あるいは道徳

的，教育的生活において，要救護性が見出され

た場合に，社会事業の広範な領域がそこにひら

かれるのである。」と，社会政策＝社会事業の

関係構造理論を創られ，いまにも通用している

この領域の規定を決定されていたのであった。

（ただ，大河内一男氏が社会政策を「労働力保

全策」という決定的な定義を創った1940年は

太平洋戦争の1年前で，対中国戦争を進めてい

た政府が労働者や貧困者の生活を実際に救済・

保護することなどしていなかったので，この定

義も社会政策の理論もただ欧米の理論をみなが

ら観念のなかだけでつくった空論だったという

ことができよう。）

社会政策の誤解

　このような大河内一男氏の理論はドイツの社

会政策理論をマルクス主義理論に依拠して解釈

しなおして創られていたため，日本のほかの社

会政策や社会事業，あるいは社会福祉の理論家

と同様に，その理論は資本主義経済機構の構造

的欠陥・根源的矛盾により，労働者階級を中心

に国民一般が窮乏化し生活苦のあまり革命に連

なる騒動に参加し体制をゆらがしそうな不穏な

風潮につながる社会問題と化すので，政府は革

命を避け体制の延命を図るため国民の慰撫工作

としての生活保護施策を実施せざるを得ないと

いう暗黙の論理を根底に置いた貧困救済的対策

理論をつくっていたのであったが，ほぼ同じ時

期の英米ではマルクス主義理論とは系列をまっ

たく異にするケインズ理論が確立し，経済危機

に際しては資本主義の政府が市場介入政策を選

択して有効需要を造り出し経済を拡大させなが

ら，失業と貧困を救済・保護できるようになる

という主張が現実化されていたのであるが（く

りかえして念をおすと憲法草案の起草者が見聞

し経験していたニューディールはケインズ的政

策だった），日本の社会科学の理論家はまさか

ケインズ経済学を選択した政府が資本主義体制

を根本的に変質させ，マルクス主義革命をしの

ぐケインズ革命という現実が実現しつつあると

いうことはまったく想定外であったろうから，

確かに労働者救済をする社会政策が資本主義の

政府が体制延命のためその場しのぎの労働者保

護政策をつくるというくらいにはみえたとして

も，その政策推進のために大きな財源の裏付け

が不可欠だということに無関心のまま，大河内

一男氏をはじめとする理論家は社会政策と社会

事業の関連理論を創られていたところへ，縷々

述べてきたように森戸辰男氏により憲法第25

条の社会福祉・社会保障という政策タームが多

数出現してきていたということになるのであ

る。

　おそらく，森戸辰男氏は草案から選び出した

社会福祉と社会保障とは，大戦前は準禁止用語

であった社会が冠せられた社会政策と社会事業

と同類の政策と認識されたのであろうが，自ら

この政策内容について言及されたことはなかっ

た。（ただ憶測するに森戸辰男氏は東京大学で

教鞭をとっていたころ2年後輩であり，のち反

軍的自由主義思想で検挙されやはり東大を追放

された河合栄治郎氏が社会政策を講じていてそ

の学問は何であるかも，その弟子の大河内一男

氏の社会政策の理論が定義の決定論となってい

ることも熟知されていたに相違なく，本来なら

生存権保障には日本的に社会政策と社会事業が

対応すべきとするところを，条文作成はアメリ
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カ人の起草した草案に縛られていたので，もっ

とも類似する社会福祉・社会保障を選んだのだ

といっても間違いないであろう）。

　この状況は，上述のように第2次世界大戦の

直前の1940年に貧困救済・労働者保護政策を

社会事業を包含した社会政策として政府によっ

て実施せざるを得ないという論理が創られ社会

政策・社会事業の理論家たちのほとんどがこの

定義を受け入れたところに，太平洋戦争という

混乱の時期をはさんだだけの間隔をあけて，新

しい憲法が制定されてその第25条に政府は社

会福祉・社会保障という意味不明な政策を実施

せよと割り込んで来ていたのであったから，憲

法が公布・制定された1946 ～ 1947年ころは

第25条が生存権保障政策であるらしいことく

らいは解っても，実際の方でも占領軍民生部の

指導で制定された「生活保護法」が憲法条項と

はまったく異なる系列で成立しているので，第

25条の生存権は社会福祉などで保障すべしと

いう真の意味は何のことか誰もわかるはずはな

かったといってよいであろう。そこで，詳しい

経過は省略するが，占領軍の司令部から第25

条を現実に施行する指導理論を提案をするよう

指示されたので，（1948年ケンデル勧告なるも

のが提起されている），政府は大内兵衛氏を会

長に「社会保障制度審議会」が設置されたので

あるが，まさに同じ時期のイギリスではベヴァ

リッジ・レポートの提案に即して福祉国家を構

築しはじめていたので，審議会委員はレポート

を真剣に研究をし，その成果が1950年『社会

保障制度に関する勧告』となって，イギリスの

ベヴァリッジ・レポートのように日本政府に提

出されていたのであった。

　ただしかし，この勧告の提出を求めていた連

合国軍総司令部・民生局は1951年には条約が

成立して占領が終了して日本にはいなくなって

いたので，『50年勧告』とも呼ばれるようにな

る体系的で理論的な政策提案は日本政府に無視

され，勧告としては宙に浮くことになってし

まったのであったが，勧告を創るために委員が

研究・解明して第25条をいかに現実の政策・

制度にして実際に国民の生存権を保障するかと

い理論だけが残り，以後勧告が解明して意義づ

けられた論理によって社会保障・社会福祉関連

の領域の理論を決定・支配することになってい

るのである。

50年勧告による社会保障と社会福祉の解明

　そこで現在にいたるまで生存権保障の理論を

規定しているとされる『50年勧告』から社会

福祉関連の規定をみていくと，勧告はベヴァ

リッジ・レポートにならって，第25条の規定

する国民の生存権を保障する政策の総体を社会

保障とし，社会福祉・公衆衛生は社会保障の

各一部門という位置づけをしていたのである。

「社会保障制度とは，疾病，負傷，分娩，廃疾，

死亡，老齢，失業，多子その他の困難の原因に

対し，保険的方法または直接公の負担において

経済的保障に途を講じ，生活困窮に陥った者に

対しては，国家扶助によって最低限の生活を保

障するとともに，公衆衛生および社会福祉の向

上を図り，もってすべての国民が文化的社会の

成員たるに値する生活を営むことができるよう

にすることをいうのである。」という規定をし，

それまでの社会政策・社会事業が救済・解決の

対象にしていなかったニードが具体的に多数

加わったうえ，その救済・解消のため，まずそ

れまで論理化されず役割も明確に与えられてい

なかった諸部門について，まず所得保障は拠出

制の「1.社会保険」と，無拠出で公が負担する

「2.国家扶助」の二者を財源確保を指定しつつ

緊急な経済的救済や保障の重要な役割が与えら
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れ，さらに医療保障を含む「3.公衆衛生」が健

康保障の役割が規定されたあと，「4.社会福祉」

が付け加えられ「社会福祉とは国家扶助の適用

を受けている者，身体障害者，児童その他援護

育成を要する者が，自立してその能力を発揮で

きるよう，必要な生活指導，更生指導，その他

の援護育成を行うことをいう」という規定がさ

れ，当時成立していた福祉三法といわれていた

生活保護法・身体障害者福祉法・児童福祉法の

範囲を，社会保障制度のなかの一部門としての

社会福祉が担当する任務の範囲とし，のち福祉

六法といわれる法制が社会福祉とする定義の基

礎をつくり，こうしてそれまで日本にはなかっ

た第25条の社会福祉・社会保障・公衆衛生の

意味を解明した定義が創られていたのであった

が，このような50年勧告の理論がほぼ現在で

も日本の生存権保障の政策理論として通用して

いるのである。

社会保障の誤解

　いまになってみると，大戦前に確立していた

社会政策理論でなく，なぜ社会保障制度が世界

的通念をはずれて国民の生存権保障のための包

括的政策概念としてしまっていたのかという理

由は，いまでも日本ではベヴァリッジ・レポー

トとは社会保障制度の制定を提案していると解

釈した50年勧告の論理が信じ込まれているこ

とがその基底にあるということができよう。

　先にも述べたように，憲法第25条の社会福

祉も社会保障も憲法草案を起草したアメリカ人

が実際に経験し見聞したニューディール時代に

つくられた理論（厚生経済学のSocial Welfare 

Function）と法制（Social security Act）の名

称をもち込んできたものだったので，真の意味

は最終的起草者の森戸辰男氏をはじめ当時の日

本人には理解を超える概念だったのであるが，

ただ1935年にアメリカで成立した失業者，貧

困者，高齢者の三者を公的に経済的な救済・援

助する「社会保障法」の方は成立当初から先進

諸国の間で注目され，さらに1941年の『大西

洋憲章』で英米両国の首脳が枢軸国に勝利した

ならば構築しようとした世界秩序の宣言の一項

目として社会保障の設立が構想されていたの

で，さらにその名称は高名となり，同じ年ＩＬ

Ｏが『社会保障への道』を宣言しているので世

界的（実質的には連合国ではあるが）には知ら

れるようになっていたものであった。

　そのため50年勧告の委員が研究したベヴァ

リッジ・レポートは大西洋憲章の発表の翌年に

イギリス政府に提出されているので，ともに戦

後秩序の構想にかかわる宣言と提案なのである

から，あえてアメリカ製の所得保障の法制の名

称を使ったということができよう。そしてベ

ヴァリッジはアメリカの社会保障法が失業・貧

困・高齢の三者を救済・保障の対象といてい

たのを超えて，「社会保障とは，失業・労働不

能・老齢退職・疾病または心身障害などによっ

て収入の中断または稼働力の喪失が生じた場

合，さらに，結婚・出産・死亡などに関連して

特別支出の必要が生じた場合の所得の保障を意

味する。つまり，社会保障計画は，所得維持に

よって窮乏からの自由を勝ち得ようとする。」

という規定をしていたので，この定義に接した

50年勧告の委員たちは第25条の社会保障とは

このことだと了解し，いままで労働者保護の社

会政策と貧困者救済の社会事業しか知らなかっ

たので，国民の生存権を保障する政策の全体は

社会保障の方だとし，上述のようなほぼベヴァ

リッジの規定と同じような50年勧告の定義に

なっていくということができよう。

　ただ，社会保障はベヴァリッジ・レポートの

主要政策として規定があったのでそれを第25
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条に当てはめればよかったが，社会福祉はいく

ら探してもレポートのなかにはなかったので，

それまで日本で成立していた社会事業と同じも

のとみなすことにし，憲法第25条では真っ先

に置かれていた社会福祉に代わって社会保障が

前面に出てきて，先にもみたように国民の生存

権を保障する政策の総体を社会保障〈制度〉と

し，社会福祉は社会保障を構成する4つの政策

部門の1つという地位しか与えられず第25条

の条文とは齟齬する解釈になっており，そこか

ら関連する社会政策という分野まで視野に入れ

て考察すると国際的に通用しない論理を創るこ

とになっていたのであった。

　こうしてアメリカでつくられた概念がドイ

ツ・ワイマール憲法の文脈のなかに置かれ，そ

れをイギリスのベヴァリッジの論理で解釈しな

おされるというじつに大変な作業が重ねながら

できた論理ということになっているのであった

が，日本ではこうして創られた論理をさらにマ

ルクス主義理論がもう一度解釈しなおすし，単

に社会保障・社会福祉の機能・役割が解明され

るだけでなく，それぞれの部門の政策が解消し

なければならない対象・ニードの発生原因の方

に力点を置いて，資本主義経済の構造的欠陥が

生みだし体制を崩壊させる社会問題のあり方を

詳細・厳密に分析され，この国民を苦しめる社

会問題という悪を生みだす資本主義体制の批判

が強調され，資本主義政府が国民生活を保障し，

貧困を救済するのは資本主義体制を延命させる

ために対応せざるを得ない反体制勢力への妥協

政策という解釈になっていたことが，日本の生

存権保障政策の特徴をつくっていたのであっ

た。

　（1950年に国際連合から求めに当時存在した

社会事業研究所が作成した定義があるので，参

考までに引用しておくと「社会事業とは，正常

な一般生活の水準より脱落・背離し，又はその

おそれのある不特定の個人又は家族に対し，そ

の回復保全を目的として，国家，地方公共団体

あるいは私人が，社会，教育等の社会福祉増進

のための，一般対策と並んで，又はそれを補

い，あるいはそれに代わって，個別的，集団的

に，保護助長あるいは諸処置を行う社会的な組

織的活動である。」というもので，無難ではあ

るがやはり日本の現実とはあまりかからない定

義をしていたのであった。）

東大社研の福祉国家講座

毛利健三『現代イギリス福祉国家の原像』

　このようにねじれにねじれた生存権保障政

策・社会福祉の理論を国際的にも正統な理論を

対比するために，大分後になるが，1979年か

ら東京大学社会科学研究所が主催して「福祉国

家」をテーマとする共同研究が行われ，その成

果が全6巻の叢書となって1984 ～ 85年に『講

座・福祉国家』が刊行されて，それまでの日本

の社会福祉学界や周辺の政策理論の常識・通念

を覆すことになったので，この研究成果をとり

あげて，日本の理論の是正を考えてみよう。

　東京大学社会科学研究所講座『福祉国家』の

刊行までの日本の社会福祉理論はもとよりアカ

ディミズムまでも，イギリスにはじまって西北

欧の諸国に確立しているとされている福祉国家

なるものは実際には資本主義的階級制を維持し

たままの体制なので，社会保障が完備し完全雇

用が達成されているというのは見かけだけで，

世界のもう一方に階級制度を廃止・止揚して無

階級になった社会主義体制が平和勢力として厳

然と確立していて，その活動が資本主義体制の

市場経済を停滞・後退させ全般的危機に追い込

んでいるので，資本主義国家の側は体制の崩壊

を防衛し，経済的危機を回避するため資本家
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階級が労働者階級を抑圧して搾取をさらに容易

にできるように国家が社会全体を統制す体制な

ので，依然激しい搾取・収奪をつづけていくの

で，社会には変わらず悲惨な貧困が存在してい

る実態が福祉国家という偽称体制であり，マル

クス主義的にいえば体制崩壊の危機，つまり労

働者階級による社会主義革命の危機を回避のた

めに市場経済・社会秩序に国家（政府）が介入・

統制する国家独占資本主義という体制にすぎな

いとその意義を否定しつづけていたのである

が，上述の東大社研の共同研究『福祉国家』は

西欧社会民主主義政府が国民の生活の安全・安

定・向上等を社会政策・経済政策を施行して完

全に保障している状況を詳細な政策策定状況と

基礎的理念を分析し，福祉国家というものが経

済的停滞に苦しめられている国もあるものの，

現実に国民の社会的権利をほぼ完全に保障して

いるいくつもの国が実際に存在しているのだと

いう根拠を提示し，ベヴァリッジ・レポートの

提案に従って労働党政権が構築した福祉国家を

創始とし，それに準じて西欧諸国に成立した福

祉国家という存在がいかに優れたものであるか

を日本の社会福祉学界とアカディミズムに確

認・認知させるという大きな役割を果たしたの

であった。

　その叢書のなかには日本の理論を訂正させる

論文も数多く含まれているのであるが，その

もっとも傑出していたのが毛利健三氏の『現代

イギリス福祉国家の原像』（第1巻所収）であり，

その論文で「現代イギリス福祉国家の原型を鋳

出するうえで巨大な役割を演じたベヴァリッジ

報告書―その提案内容たる社会保障計画構

想は『ベヴァリッジ・プラン』，とよびならわ

されてきた―の背景・特徴・反響を考察し

つつ，その歴史的意味について模索する」とさ

れて，「1．課題の限定，2．ベヴァリッジ・プ

ランの背景と成熟過程，3．ベヴァリッジ・プ

ランの基本的理念，4.ベヴァリッジ・プランに

たいする国民諸階層・諸階級，および，政府の

反応，5.最後は向後の課題設定」という項目に

ついて，厳密に正確に根底的に検討・解明さ

れ，それまでの日本でのイギリス福祉国家に対

する誤認識を徹底的に是正されているのである

が，そのなかで「ベヴァリッジ報告書は，『社

会保険および関連サービス』と題するとおり

『社会保険計画』についての構想である。この

点と関連してまず留意すべきは，それが，「社

会政策」（Social Policy） の一環としての「社会

保障」（Social Security） を，「社会保険」（Social 

Insurance） をつうじて実現しようと狙う政策

提言であることである。」と，時代的限界性を

もった50年勧告の論理を根底から転倒させ，

強いては日本の生存権保障の理論の虚偽性を暴

露されていたのであった。

　さらに，「社会政策・社会保障・社会保険に

ついてあらかじめ知っておくことが望まれる。」

とされて，社会保障，社会保険，国民扶助，

任意保険を対等な社会政策を構成する所得保

障・経済的援助政策としてその機能が説明され

た後，社会政策については「狭義の社会保障と

社会政策の関係……『社会保障計画は，社会政

策の一般的計画の一部』であり，『5つの巨大

な悪への攻撃の一部を構成する』。社会保障は

……5悪の第1位に位置する「窮乏」，もっと正

確にいえば，『物質的窮乏（Physical Want） ，

すなわち，「家族や個人が健康な最低の生活を

送る手段を欠く」状態を攻撃の標的にする。社

会保障政策は『社会進歩のための包括的政策』

の一部でしかなく，かつ，一部でなければなら

ない。ここにいう社会進歩の包括的政策こそ報

告書が社会政策とよびかえているものである。

いいかえると，それは5悪にたいする全面攻撃



― 104 ―

名古屋学院大学論集

の一大政策体系であるはずのものである。つま

り，『窮乏』を根絶する社会保障政策，『疾病』

と闘う保健・医療保障政策，『無知』を克服す

る教育・科学政策，『不潔』を駆逐する住宅・

土地・運輸・都市＝農村計画・環境・地方自治

政策，『無為』を追放する労働・産業・雇用政

策を含む経済政策，を包含するといえよう。」

と，これだけみても極めて厳密にベヴァリッジ・

レポートの論理的構造の骨子と政策の意味・役

割・機能内容を解明されていたのであり，それ

がイギリス政府が福祉国家を構築したときに実

際に効力・効果を発揮した救済・保障の政策体

系だったのであるから，毛利健三氏の『現代イ

ギリス福祉国家の原像』こそ，50年勧告の委

員が誤謬を犯していた理論的提案はもとより，

日本において生存権保障のためにつくられたす

べての政策の規定はその改正を求められていた

のである。

日本の政策理論の混迷・誤謬

　しかし，日本における社会福祉なる理論を専

攻する理論家は，50年勧告が国民の生存権保

障を政策の総体は社会保障であり，それを構成

するのは社会保険・国家扶助・公衆衛生・社会

福祉の4部門だとし，社会福祉はその一部門に

すぎず，当時の福祉三法の領域（その後六法と

なる）を指すと規定を受け入れたままで，第2

次世界大戦以前に確立していた社会政策系の理

論が，資本家階級に搾取されて労働者階級が生

活に窮乏化して起きる争議や騒動などの労働問

題＝社会問題に対応するのが社会政策であり，

そこから派生して貧困者・被救恤的窮民が急増

して起きる社会不安や騒動への危険などの社会

的問題に対応するのが社会事業だという規定が

できていたのに対し，日本国憲法公布後も社会

政策は労働政策だという規定は訂正をせず，ひ

そかに戦前の社会事業の方だけが社会福祉に衣

替えしておきながら，こうしてつくりあげた社

会政策・社会保障・社会福祉・社会事業などの

理論的機能・役割の関係規定が，元祖福祉国家

を創ったベヴァリッジ・レポートやそこにいた

るまでの社会思想・社会改革の論理構造を明確

に解明した毛利健三氏のイギリスにおける社会

政策の厳密な規定とはじつに大きな隔たりがあ

るにもかかわらず，またイギリスとほぼ同じ欧

米諸国の救済・保護施策などの名称や機能内容

の規定とも大きく齟齬し，日本の生存権保障体

系自体まで世界的に異質なものになってさえい

るのに気づかれていないのである。

　たとえば，21世紀への変わり目のころに，

じつに大部な『世界の福祉（全12巻）』や『先

進国の社会保障（全7巻）』という叢書が刊行

され，世界あるいは先進諸国において生存権・

社会権などを保障する政策実施，施行がいかな

る状況のなかでどう展開されているかが詳細に

解明がなされているのであるが，じつに不思議

なことはこれらの執筆者のほとんどは世界のど

この国でも日本と同じように社会福祉という名

称の貧困救済やニード援助の施策・政策が存在

し機能・施行されていると疑ってもいないらし

いことである。（理由は非常に簡単である。日

本には第2次世界大戦以前には明治期のキリス

ト教徒による児童保護活動以外みるべきものが

ないうえ，政府による救済政策は財源のほとん

どない名ばかりのものだったので，憲法第25

条に規定された社会福祉・社会保障は世界中に

通用するものだと，理論家でも錯覚してきたの

は当然だったのであった。救貧施策を社会福祉

と呼ぶのはアメリカのごく一部を除いて世界の

どこにもない。まして福祉を救貧の意味に使う

のも同様で，アメリカの一部と日本だけである

ことは後述する。）
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　古い時代から公私によってもっとも積極的に

貧困救済活動が実施され，理論的にもさまざま

な救済理念・救済方法の論理が蓄積されていた

イギリスにおいて，（日本では救済施設の実際

と救済にかかわる理論の両者が典型的に発展し

た国として論じられている），救済理論の頂点

に達したベヴァリッジ報告書の救済論理をその

根底において正確に政策を解明された毛利健

三氏の理論を学んだだけでも，「世界の社会福

祉」や「先進国の社会保障」で使われている政

策名称や用語法をみていくと，日本のアカディ

ミズムにおいて通用している福祉・社会福祉・

社会保障というターム・概念の解釈が世界の諸

国とかけはなれていることが明瞭であるにもか

かわらず，両叢書の執筆者のほとんどは，日本

の救済施策・政策の名称や用語法が，世界的に

異質であるという自覚がなく，社会福祉などと

いう政策が世界共通であると錯覚している状況

は異常ではないだろうか。福祉などという貧困

救済・ニード支援の政策は世界的にはほとんど

なく，社会保障が日本のように生存権保障の総

合政策に擬している国もほとんどなく，さらに

社会政策が労働政策に限定されている国もない

こと（岸本英太郎氏によれば，わずかにハンガ

リーだけは労働政策としているという），さら

にソーシャルワークを援助技術論などといって

いる国はどこにもないはずであるなど，日本の

生存権保障の理論的用語は法滅茶苦茶であるの

に，こうした問題に触れている理論家は日本で

はほとんどいないことが明瞭になってくるので

ある。

　ただわずかに，イギリス社会政策研究の

専門家の岡田藤太郎氏が，ＬＳＥのＴ・Ｈ・

マーシャルの“Social Policy in the Twentieth 

Century, 1965”を翻訳されて『社会政策（1981

年）』という題名で刊行された際，はしがきで「は

じめにまず，社会政策という訳語についてお断

りしておきたい。日本で社会政策という言葉は

古いのれんをもった言葉である。それは19世

紀後半のドイツに発足した社会政策学会Verein 

für Sozialpolitik の流れを汲むものであり，現

在我国の各大学では経済学の一部門として講ぜ

られており，その内容は，広く言って階級対

策，実質的には労働ないし労働者政策あるいは

労働経済学と言ってよいと思う，……これに

対して本訳書のソーシャル・ポリシィ（Social 

Policy） は，どちらかというと英米的概念で

あって，読者は本書によってもおわかりのよう

に，社会保障（所得保障），医療保健，住宅，

教育，福祉サービスなどを含む包括的な広い概

念である。主として英国で用いられている関連

する言葉に，社会サービス（Social Service） ，

社会行政管理（Social Administration）がある。

私はこれら3つの言葉は，実質的には同一の社

会事象の異なった側面をのべているものであっ

て，社会行政管理は社会サービスの管理運営的

側面，社会政策はその価値選択的側面に焦点を

あてたものと解釈して差し支えないと思う。」

と，日本の社会福祉理論の論理とは異なった解

明をされていたのであるが，同じ時期に毛利健

三氏がベヴァリッジの社会政策を解明された規

定ともほぼ同じ論理を語っていられたので，50

年勧告の社会保障制度審議会の委員がベヴァ

リッジ・レポートを時代的制約があって深く解

明できず単に社会保障制度を提案していると誤

読していたということが，1970年代末には一

部の人たちではあるもののさらに深い解明をさ

れていき，そこから日本の生存権保障の理論は

先進国と齟齬していることを判明させているに

もかかわらず，いまだに社会福祉学界の主流は

社会福祉という政策と理論は世界中の国の社会

的権利を保障する政策の理論と名称と同じだと
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信じられているのであるから，端的にいえば，

国民の生存権を保障する政策は単に所得保障を

意味する社会保障ではなく社会政策でなければ

ならなかったのであった。

　（もうお一人，イギリスで社会福祉という語

が使われていないことに言及されているのは坂

田周一氏の『社会福祉政策』であり，アメリカ

ではJohnson and Schwartsのテキストにみられ

るように，「今日の社会福祉システムは，相互

扶助，慈善・博愛，公的扶助，社会保険，社会

サービス及び普遍的供給という6種類の方策を

用いている。」という規定を引用されつつ，「こ

れに相当する言葉をイギリスについて調べてみ

ると，不思議なことに，ソーシャル・ウェルフェ

アという言葉は，使われないわけではないが，

使用頻度が低い。」という日本では稀有な指適

をされているのであるが，やはりT.H.マーシャ

ルの「『ソーシャル・ポリシー』は，厳密な意

味をもつ述語ではない。……それは，サービス

や所得を提供することによって，市民の福祉に

直接影響を及ぼす行動，という観点からみた政

府の政策のことを指すものである。したがっ

て，中核部分は，社会保険，公的（ないし国家）

扶助，保険・福祉サービス及び住宅政策で構

成されている。」と文を引用され，イギリスは

Social Welfareでなく，Social Policyという言葉

の方がよく使われていると，ほぼ岡田藤太郎氏

と同様の指摘をされ，イギリスを深く研究する

理論家は同じ結論になることを示していたので

あった。）

マルクス主義はヘヴァリッジを剽窃

　ところで，いままで社会福祉という不明確な

概念の特徴をめぐって，その語源や理論の起

源・根拠を求めて英米の厚生経済学，ドイツの

憲法〈：ドイツ的社会政策〉，べヴァリッジ・

レポート〈：イギリス社会政策＋ケインズ経

済学〉とそれらを統合するような理論的役割を

はたしているとみえるマルクス主義理論などの

それぞれに理論の根源を求め，これらが日本の

理論家によって無自覚のまま混合されて形成さ

れてきたとみてみたのであるが，現在旧ソ連圏

社会主義体制の崩壊によってマルクス主義理論

の有効性が失われているので，マルクス主義理

論に依拠して社会問題の解決をしながら，社会

主義社会を目指すという従来からの社会福祉理

論は不能となるので，日本の生存権保障政策理

論を創っている基本理論のなかで残っているの

は英米の厚生経済学とイギリス社会政策だけな

のであり，よく見ていくと，日本の社会福祉理

論は先に引用させていただいた岡田藤太郎がい

われているようにイギリスの社会政策理論を社

会福祉理論として学び，消化して日本の理論を

創っていたので，もう一度日本の社会福祉の理

論家が学んでいたベヴァリッジ・レポートには

じまるイギリス社会政策理論をみておこう。

　つまり，上述したように20世紀の終り1991

年に旧ソ連共産主義体制が崩壊してマルクス主

義理論が有効性を喪失してみると，マルクス主

義理論に依拠して構築してきた日本の社会福祉

理論は，マルクス主義がとれてみるとその残骸

はイギリスの社会政策だということが顕現して

いるからである。典型的なマルクス主義理論で

ある孝橋正一氏の理論は社会問題＝労働問題に

は社会政策が対応し，社会問題から派生する社

会的問題には社会事業（社会福祉）が対応する

という論理のもと，「社会事業とは資本主義制

度の構造的必然の所産である社会的問題にむけ

られた合目的・補充的な公私の社会的方策施設

の総称であって，その本質の現象的表現は，労

働者＝国民大衆における社会的必要の欠乏（社

会的障害）状態に対応する精神的・物質的な救
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済，保護及福祉の増進を，一定の社会的手段を

通じて，組織的に行うところに存する。」とい

う規定をされ，その解明のためマルクス主義理

論の方法論を駆使して資本主義経済の矛盾を分

析し，階級的搾取により発生する社会問題は労

働者の低賃金と重労働として表われるので社会

政策として実際には最低賃金法，労働基準法，

労働組合法等の制定を示唆されているだけなの

に対して，社会問題から派生して社会事業の対

象となる社会的問題の分析は具体的・詳細でさ

まざまな社会的必要にせまられている人びと

（社会的落伍者ともいう）として貧困者・失業者・

浮浪者・心身障害者・傷病者・廃疾者・貧困ま

たは扶養者のない児童・未亡人（母子）・老人

等の名称がたびたび列挙されて，社会事業・社

会福祉の役割はかなり明確に規定されていたの

であったが，マルクス主義が有効性を失い，そ

の理論的拘束がとれてみると，社会問題・社会

的問題はベヴァリッジが提出した5巨人悪の変

型であることがみえてくるのである。

　このように，日本の社会福祉という理論は一

方でマルクス主義の理論に依拠して，その任務

である救済・保護・援護活動をすべき対象を資

本主義の経済構造の矛盾・欠陥が発生させる社

会問題・生活問題の解消だという設定をし，本

来ならそのような矛盾・問題を解消をする任務

は社会主義革命とすべきところを，社会福祉と

いう政策・施策・実践だとするすり替えの論理，

いわば修正主義の論理を基礎に置いているので

あるから，政策の内容はマルクス主義でないイ

ギリスの社会政策理論に，施策・実践の内容・

方法はアメリカのソーシャル・ワークに接続さ

せておいて，社会問題解決に革命論を対峙させ

るのではなく，英米両国の貧困救済理論を社会

福祉として移入するという屈折行為をして理論

をつくってきたのであった。だから，イギリス

の社会政策もアメリカのソーシャル・ワークも

社会福祉とは呼ばれていないのであり，マルク

ス主義〈非革命的修正主義〉・イギリスの社会

会政策・アメリカのソーシャルワークの混合物

を社会福祉だとし，そのような学問領域がある

かのような虚構をつくっているのは日本だけな

のである。

イギリスのSocial Policyの学び方

　日本の多くの社会福祉の理論家はイギリス

の理論を研究しているので瞥見するならば，

その研究対象はとくにLSEのDepartment of 

Administration （のちDepartment of Social Pol-

icy）のＲ・ティトマス，Ｔ・Ｈ・マーシャル，

Ｒ・ピンカー等の理論家で，福祉国家を肯定し

てその政策的強化を目指している社会政策論を

展開していたのであるが，それを社会福祉の理

論として研究し，翻訳していたので，イギリス

に多く学んでいた日本の社会福祉という理論は

社会政策と混同されていたので厳密性を欠く不

定見なものになったのであった。先ほどイギリ

スのSocial Policyとの対比で労働政策に限定し

ている日本の社会政策の概念の特異性を指摘

された岡田藤太郎氏でさえ，日英の社会政策

の相違を指摘されたあと直ちに，Social Policy, 

Social Service, Social Administration が3面一

体のものであるとされながら，「この概念は我

国ではまだ十分に定着していないが，私はこの

概念は実質的には広義の社会福祉をあらわす概

念としてもっと取り上げてよいと思っている。

すなわち，社会政策は社会福祉政策，社会サー

ビスは社会福祉サービス，社会行政管理は社会

福祉行政管理と訳しても差し支えない内容を

もった概念であると思う。」といわれるほど，

日本の社会福祉という論理は無限定であると同

時に，イギリスのSocial Policyという名称の政
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策の規定も日本では必ずしも合意されたものが

ないのである。

　つまり，上述したティトマスをはじめとす

るLSEの長老理論家は，細かい政策の定義を

明確にするという理論的作業より，目の前の現

実で展開されている福祉国家の政策の解明や意

義づけや，さらにこれから政策は何をなすべき

かという大きな問題を真っ向から論及する傾向

があったから，毛利健三氏がベヴァリッジ・レ

ポートの論理を解明されて社会政策・社会保障・

社会保険についてのじつに明確な規定をされた

ような個々の政策への細かい規定はほとんどせ

ず，たとえばT・H・マーシャルにいたっては『20

世紀のソーシャル・ポリシー』の冒頭で「社会

政策という言葉は広範に使用されているが，そ

の厳密な定義はない」といいながら「サービス

と所得を供給することにより市民たちの福祉に

直接的な影響をもつ政府の政策を指す……その

中核は社会保険，公的扶助，保護と社会サービ

ス，住宅政策，（教育，犯罪処理）から構成さ

れる。」とされているくらいなので，イギリス

の社会政策を学ぶ理論家は岡田藤太郎氏のよう

に，そこに展開されている諸政策の理論はどの

ような名称であろうと，みな日本的な意味の社

会福祉と同じ理論が語られていると錯覚したと

しても不思議はなかったのである。

　ところがイギリスの福祉国家は，のち詳述す

るが，厚い再分配政策の施行がイギリス病とい

う経済的・社会的な非効率を生じさせて国全体

の経済的停滞を引き起こして，そのことが大き

な財政を必要とする福祉国家の政策の実施が困

難になるという悪循環的現象が定着したため，

1979年に福祉国家政策持続を批判するサッ

チャー保守政権が選出され，政府の市場介入政

策が命の福祉国家政策を捨てて市場の自由放任

主義回帰の反ケインズ革命が推進され，元祖福

祉国家が崩壊する想定外の事態が到来していた

ことが背景にあり，イギリスの社会政策論は少

しずつ変化していたのであった。上述したLSE

の社会政策の理論家のうち最長老のティトマス

やマーシャルはフェビアン主義者とフェビアン

支持者であり，福祉国家主義者とまでいわれて

いるほどなので全面的に福祉国家の政策を称揚

する理論的主張をすればよかったが，イギリス

の福祉国家はかなり当初から財政的に厳しいな

かで運営されてきていたところへ経済的後退の

ため，保守勢力からの批判が高まってきていて

のでLSEの次世代の理論家のピンカーの著作

『福祉の理念（1979年）』になると，あらため

て利他主義が強調されたり，福祉国家出発のこ

ろのケインズとベヴァリッジの集産主義的ソー

シャル・ポリシーに帰れなどという原則的主張

がみられようになっているのである。

　それがLSEのピンカーの教え子のP・スピッ

カーの“Social Policy （1995）”（武川正吾訳『社

会政策講義』）になると，保守政権によって福

祉国家が崩壊させられ，ソーシャル・ポリシー

が後退させられた後の出版なので，それまでの

理論家がしなかったソーシャル・ポリシーの原

則論の解説に終始している。保守政権が徹底的

に破壊した福祉国家・社会政策の復活を目指し

ての原則的な定義がされ，その解説を詳細にし

ているので，日本の政策理論にとっても大いに

参考になるので，その定義を引用しておきた

い。「社会政策学の中心は，社会サービスと福

祉国家に関する研究である。社会政策学の主要

研究分野は，保健医療行政，社会保障，教育，

雇用サービス，コミュニティケア，住宅管理，

における政策と行政実務である。また，人びと

の福祉が損なわれやすい状況，つまり，障害，

失業，精神疾患，学習障害，老齢なども研究対

象である。さらに，犯罪，麻薬中毒，家庭崩壊
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などの社会問題も同様である。加えて，人種，

ジェンダー，貧困などの社会的不利に関連する

事柄も研究対象である。これらの状況に対する

集合的かつ社会的対応も研究対象である。」と，

日本のどの政策理論にもありそうで，どの政策

理論にもない規定をしている。

　そのほか日本の理論と異なるものをあげてお

くと，「福祉は，社会サービスの供給を意味す

ることがある。『社会福祉』はふつう，国家に

よって供給される一定のサービスを指す。／と

くにアメリカの文献では，『福祉』は特定のタ

イプの給付，とりわけ貧困者を対象とした資力

調査つきの社会保障的給付を指すことがある。」

としながらも，本書では福祉を『ウエルビーイ

ング』の意味とし，「この場合，福祉とは個人

や集団の利益を意味するものだと理解されてい

る。これは，経済学における用語法である。経

済学では，人びとが物財をより多く所有して満

足を増進させれば『福祉』が増進したことにな

る」として考察してみることが有益であるとし，

日本や一部のアメリカでの用語法は得意である

としている。（スピッカーは当時崩れかかって

いた福祉国家についても特徴的な考察をしてい

るが，後で福祉国家について検討するところで

触れたい）

英米の厚生経済学の相違と日本

　社会福祉という名称についてもう一つの問

題をつけ加えるならば，日本国憲法第25条に

はニューディ－ル時代のアメリカで創られた

社会保障より先に社会福祉とが記入されている

にもかかわらず，ベヴァリッジ・レポートには

社会保障という名称の政策がとりいれられてい

るのに社会福祉という名称でてこないという齟

齬があるのは，この社会福祉という論理がイ

ギリスの厚生経済学にとりいれられたときの

事情が単純ではなかったからだったのである。

“Social Welfare（Function）”という造語が世

界ではじめて出現するのは，先にも述べたよう

に，1938年にハーバード大学のアブラム・バー

グソンが貧困の解消を意図して創られていたピ

グーの厚生経済学理論が集中的批判を浴びて姿

を消していたのを，大恐慌に際してその貧困対

策理論の復活を目指して提唱した厚生経済学

の論理がSocial Welfare Function（社会福祉関

数：経済学では社会的厚生関数）だったのであ

り，その論理は「政府が政策選択に際して市場

に介入して経済を拡大させ社会全体の利益・福

祉と諸個人が得られるそれぞれの福祉の総合計

が正の値になるように決定すべき」とする理論

的主張をしていたのであるが，この論理に注目

したLondon School of Economicsのカルドア

とヒックスが受け入れて検討しなおし，翌年の

1939年ほぼ同時に，「政府の政策選択の効果に

よって利益を得た人びとが，逆に損失を被った

人びとにその損失分を補償してもまだ利益が余

るような決定すべきだ」というCompensation 

Principle（補償原理）を創ったのであり，イ

ギリスでの厚生経済学の再構築はバーグソン

による全体の利益を向上させるだけのSocial 

Welfare Functionを活用しながらそれを超え

て，不利益を被った人に利益を得た人が補償を

するという所得移転の可能性にまで踏み込んで

いることが，所得の平等・貧困救済にかかわる

厚生経済学として一段と進展させたものであっ

たから，厚生経済学の分野では新厚生経済学が

成立したとされるようになり，それまでの理論

は旧厚生経済学になったとしていたので，カル

ドアとヒックスの補償原理理論提起以後はイギ

リスの経済学および周辺領域の理論ではSocial 

Welfareではなく補償原理が主流になって論議

がくりかえされ，イギリスでは補償原理を基軸
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とする厚生経済学がますます緻密化されて，市

場経済の拡大によって増大した所得の分配をい

かに効率的にしかも公正に施行できるかという

政策論理が論究されていくことになっていっ

たので，イギリスでは補償原理の方が有名で

Social Welfareは知られていなかったのである。

　こうして，ベヴァリッジが「社会保険と関連

サービス」委員会の委員長に就任の前に補償原

理が成立していたため，社会福祉という語はレ

ポートにはとり入れられなかったのであるが，

さらに補償原理もないのはベヴァリッジがレ

ポートを執筆中に親しかったケインズの意見を

聞いて（ベヴァリッジは自分は最初のケインジ

アンだといっているくらいなのである），ケイ

ンズの経済成長理論を取り入れているからだっ

たのである

　ところが，アメリカ経済学の方ではサミュ

エルソン＝バーグソンの厚生経済学理論は依

然Social Welfare Functionの論理を継承したま

まで，「政府は社会の成員全員が不利益を受け

ず，自ら選好する福祉を増大させられるような

政策選択をし，同時に社会全体の利益・福祉も

増大させることができる理論的決定が存在する

（いちばん簡単にはSW=W（U1+U2+U3+……

＋Un）という式であらわされ．SWは社会全体

の福祉，Uは諸個人の効用・福祉，Wが社会福

祉関数で，この政策選択で諸個人の福祉が変化

し，その総合計である社会S全体の福祉Wも

変化するが，もしWの選択が適切であれば，

全部の福祉が大きくすることができるというも

のであった）と提起をし，その提起のあと論争

がくりかえされ，じつに厳格な理論が形成され

て政策決定の論理が追求されていっていたので

あり，やがて20世紀末にはセンの厚生経済学

を生むことになっていくほどなのでアメリカで

はSocial Welfareの方の名がとおっているであ

り，さらにくりかえせば日本国憲法に草案起草

者の手によってもち込まれたSocial Welfareと

いうタームは，時期からいってサミュエルソン

＝バーグソン理論の方であることは確かであ

る。このような厚生経済学は社会政策・社会福

祉的な政策の経済的基盤をいかに効率よく造り

上げ，しかもいかに公正に分配・再分配をする

のかという理論を展開している学なので後述す

る。

厚生経済学を理解しない社会福祉の欠陥

　ただつけ加えておくならば，日本の社会福祉

理論の多くはマルクス経済学に縛られているた

め，資本主義はつねに経済的破局を迎えては貧

困を生みだすだけの体制だとする理論分析しか

せず，資本主義は必然的に崩壊に向かう存在と

してしか捉えられないのであるが，上述のよう

な厚生経済学や，ケインズ経済学を活用するな

らば，政府が適切な政策を選択することにより

経済拡大が可能で，資本主義体制においても失

業・貧困ができるとしているので，政府が社会

政策・社会保障・社会福祉などの所得再分配を

基本とする政策を実施するには，こうした経済

学を抜きには現実化できないことを認識されて

いなことに無知なので，ここでなんらかの非マ

ルクス主義経済学を統合しなければならない

ことを論究していかなければならないのである

が，こうしたまず経済政策が市場に機能して所

得分配と再分配のための財源がつくりだされあ

と，所得再分配により救済・援護を任務とする

社会政策が同時的に実施されて失業・貧困を解

消させているのが福祉国家なので，つづいては

福祉国家について考えなければならないであろ

う。

　この問題に関連してもう一つつけ加えておく

ならば，社会政策あるいは社会福祉といった社
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会的施策はいかに費用を要するかという現実に

日本の理論家が無知な事情をみるならば，日本

の救貧史上企期的な法制である「救護法」が財

源を得て実効力をもつようになったのは，昭和

12（1937）年であったが，その財源は競馬の

馬券の売上げから流用した650万円だったので

あり，その当時の国家予算は約30億であり，

そのうち軍事費は14余億円という規模だった

というから，その格差はひどいものであった。

ところが，社会福祉の理論家は救護法の成立を

もって社会事業の段階に達したといっているの

である。（後述）イギリスの理論家の論理をみ

るならば，いままでみた社会政策の理論には財

政論が表面にでてこないが，たとえばクリスト

ファー・ピアソンが「福祉国家の発展は……政

府の社会支出における変化の大きさを物語るき

わめて単純な指標である。1900年に，社会支

出がGDPの3％を超えていた国はおそらくド

イツとスイスだけであった。福祉国家の最も急

連な拡大期の終りにあたる1975年には，主要

なOECD諸国の社会支出の平均は，その後に

著しく増加したGDPの22％に達していた。（た

だし日本は例外で13.7％にすぎなかった。）」と

明確な財源論を提示していることをみなければ

ならない。イギリスの社会政策理論には福祉国

家の水準，社会政策の良否はその財源の大きさ

が決定的役割を果たしているという認識が基底

にあることを明記しておきたい。

日本はなぜ福祉国家になれなかったか……

社会福祉という裏切り

社会的施策の理論と現実

　ところで，第2次世界大戦が終わるまでの日

本の現実は軍国主義国家Warfare Stateで，詳

しくはのべられないが，侵略戦争推進のために

政府は巨額の費用を使い果たし，そのため国民

の生活が窮乏して苦難・悲惨が社会に蔓延し

ようが放置されているような国柄であったか

ら，大戦前の貧困に対しては，じつに多くの心

ある理論家はこの世界的にまだ後進国であった

時期の悲惨な困窮・貧困を救済・解消しようと

いう理論が盛んに研究され蓄積されていたので

あり，そうした被抑圧者である労働者や貧困者

などを救済・援護する政策理論が数多くつくら

れ，その代表者である大河内一男氏は第2次世

界大戦が開始されるころ，先にも述べたが，社

会政策とは労働政策であるという論理は，個別

資本による労働力の過度の搾取を資本主義国家

が社会的総資本の立場から統制し，労働力の保

全を図る必要があるため，国家は必然的に社会

政策を立法化せざるを得ないからであるとし，

「総資本による生産のための労働力保全策」と

いう決定的な規定を創られるともに，さらに社

会政策＝社会事業の連携理論においては，社会

政策の対象が資本にとって不可欠な生産要素で

ある労働力であるのに対し，社会事業の対象は

資本にとって資産要素になりえない「経済秩序

外的存在」であるとし，そのため社会事業は社

会政策の周辺に働き，社会政策の以前と以後に

その場所をもつという体系理論を提唱され，そ

の論理はきわめて優れた提起であったことから

大戦前からアカディミズム全体を制し，いまに

いたるまでもその論理的影響力が続いているほ

どの理論が完成していたのであったから，当時

の日本では現実の国民生活は経済的に貧しく社

会的に不自由であったのに対し，その救済理論

の方は高い水準に達していたという対称的状況

をつくっていたのであった。

　ところが，第2次世界大戦に敗北してから，

それまで敵であったアメリカ軍を主体とする連

合国軍に占領され，その占領政策によって貧困
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救済の理論は先ほどからみているとおり，その

一方では憲法第25条の制定により政府は国民

の生存権は保障しなければならないという義務

規定が成立したことと，もう一方では占領軍自

身が旧厚生省幹部官僚を直接厳しく指揮して，

それまでにない人権の尊重のために想定外の巨

額な財源を裏付けた「生活保護法」を成立させ

るという革命的な政策が実現するという変化が

起きていたのであったこととは，日本の歴史上

画期的な事態の出現だったはずである。

　実際に第2次世界大戦前の日本の社会政策・

社会事業の政策・施策は名称はあっても，現実

にはなしに等しかったのであったのに対し，大

戦後は労働者保護政策をはじめ，社会保障・社

会福祉の法制は，とくに財政の面からみるなら

ば，驚異的に進展しているにもかかわらず，不

思議なことに日本の社会福祉の理論家のほとん

どはこのような占領政策のもたらした人権保障

革命を評価していないのである。

　その背景には，救済理論において大戦前に圧

倒的な理論として大戦前に大河内一男氏が完成

させた社会政策＝社会事業理論があまりにも偉

大であったため，大戦後の現実が占領政策に

よっての社会変化が断絶的であったにもかかわ

らず，社会政策＝社会事業理論は占領政策の時

期を挟んでも変化せず，そのまま継承されてい

て現実と理論の断絶という事態はそのまま継続

されているからなのであるが，この日本的問題

を，少々関係があるので別の視点からの考察を

つけ加えておきたい。

　昔，日本が前近代的なWarfare Stateだった

時代は，国民生活が貧しかっただけでなく言論

は弾圧・統制され，たとえば第25条の起草者

の森戸辰男氏も，50年勧告の大内兵衛氏も危

険思想のもち主として東京帝国大学の教職を追

放されていたのであり，マルクス主義には触れ

てもいけないし，左翼思想などもってはならず，

禁じられていることを口にすると簡単に検挙さ

れたのであった。しかし，この時代のマルクス

主義の理論こそ暗い貧しい時代から国民を救

済・開放してくれるという魅力をもっていたの

であったことを松田道雄氏は「仏教もキリスト

教も形だけのものになり，人は何のために生き

るべきなのか，まわりにある貧困と腐敗とをど

うしてなくせるかについて，学生たちに納得で

きるように教えなかったとき，マルクス主義だ

けが，その道を教えた。本来の目標を，人種差

別も階級分裂もない，人間の人間による搾取の

ない社会を示し，それを経済学的に教え，歴史

の必然として証明し，その実例がそヴぇと・ロ

シアだという論法は魅力的だった。そしてこの

教義を生き生きとさせたのが，学生たちの殉教

だった。……大学教授の教える哲学も歴史も法

学もすべて非倫理的であった。それは目前にあ

る大学の大衆の貧困を救おうとしないではない

か。学問と倫理がむすびついていること，それ

が正統のマルクス主義であった。」といわれて

いるとおり，第2次世界大戦が終わって言論が

自由になったからも，知識人は占領政策によっ

てもたらされたアメリカ的思想と現実より，強

弱はあるもののほとんどの社会科学系の理論家

はマルクス主義的な立場をとるようになって

いったのであった。

大河内理論とマルクス主義

　上述のような第2次世界大戦前からのマルク

ス主義理論を基盤において創られた大河内理論

を大戦後になっても継承し，長い間社会福祉学

界を理論的に主導して大きな影響力を保持して

きていた社会科学（：マルクス主義理論のこと）

的立場に立つとされる古典的な孝橋正一氏の定

義をみると，先にも引用したが，「社会事業と
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は資本主義制度の構造的必然の所産である社会

的問題に向けられた合目的・補充的な公・私の

社会的方策施設の総称であって，その本質の現

象的表現は，労働者＝国民大衆における社会的

必要の欠乏（社会的障害）状態に対応する精神

的・物質的な救済，保護および福祉の増進を，

一定の社会的手段を通じて，組織的に行うとこ

ろに存する。」という定義づけをされ，名称ま

で社会事業のままで社会福祉とは何をすること

かという抽象的・理念的な説明にはなっている

が，これだけの大きな組織的事業をする勢力・

組織が日本のどこにあるのか不明であり（日本

政府は一貫して社会政策の水準向上には不熱心

である：だから一番ヶ瀬康子氏の運動論という

担い手不詳の論理を評価している），とくに社

会福祉の定義としての最大の欠陥は社会的問題

というものの被害を受けている多くの人びとを

救済・援護ための財源・社会資源をどうしたら

よいのかについての理論がないことである。

　つまり，上述したように（ケインズ）経済政

策が統合されている社会福祉理論ではないので

ある。とくに，時代の変化資本主義の矛盾が生

む大きな社会的問題に対して社会福祉というよ

うなそれほど規模の大きくない対策だけでは応

じきれないことは，孝橋正一氏の時代にはあま

り認識されてはいなかったが，社会福祉が救済・

援護の対象とされている社会的問題とは，かつ

ての「社会事業の対象は社会の最下層に堆積・

沈殿する“被救恤的窮民”だということになる

……現代の社会事業の対象は，たとえば生活保

護法をとっても，その適用対象のなかには，単

に労働の能力や意欲のない浮浪者，傷病者，老

人や児童に限らず，労働能力のある低所得の賃

金労働者や俸給生活者，日雇い労働者，小企業

者や農民などの社会層の人びとまでふくんで成

り立っている。……社会事業の対象は，要する

に“どん底の人々”をふくむところの賃金労働

者，俸給生活者，小農民，中小産業者などを代

表とする“労働者＝国民大衆”であり，それが

現代の社会制度のもとでは，ある一定の理論的

根拠にもとづいて，社会的必要の欠乏状態にな

やむ“社会的障害の担い手”としてあらわれる

のだというように理解すべきである。」と，そ

の救済・援護の範囲を国民生活全体にまで広げ

られているのをみられるが，この膨大な対策費

用をどこから財源・社会資源としてどのように

創出・開発するかという経済政策・財政政策理

論がないので実質的な救済・援護理論にはなっ

ていないのである。

　このように孝橋正一氏の社会事業の社会科学

的な定義が，なぜその役割・機能の説明だけに

終わっているのかというならば，マルクス主義

の理論的立場にたつと資本主義の欠陥が生む社

会的問題は社会主義革命を実現させなければ根

絶することはできないのであるから，資本主義

体制内で社会事業を論じることの意義は社会的

問題を社会科学的に分析して，資本主義が国民

生活を破壊する元凶であることを告発する材料

として使い，その解決策の策定を政府に要求し

つつ革命運動と連携を図ることが重要としてい

るようなので，社会資源をいかに造出し現実的・

具体的に社会問題に対応するかなどという，革

命とかかわらない行為を考察することは論外

だったのでのである。

社会資源造出論の欠如

　第2次世界大戦が終わってから形成された日

本のほとんどの社会福祉理論は，上述したよう

な事情から強くマルクス主義の影響を受けてい

たので，国民の生存権・社会権の保障は政府が

経済政策・財政政策を組み合わせて，つまり所

得を増大させて分配しさらに再分配して実施し
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なければならないという理論をつくらなけれ

ば，社会福祉政策なるものに救済・援護の能力

の保持が不可能なことに無理解だった例を，も

うお一人最近の社会福祉理論学界の第一人者で

ある古川孝順氏の集大成的定義をあげておくな

らば，「社会福祉とは，現代社会において，人

びとの自立的生活と自己実現を支援し，社会参

加を促進するとともに，社会の包括力を高め，

その維持発展に資することを目的に展開される

一定の歴史的社会的な施策の体系であり，その

内容をなすものは，人びとの生活上の一定の困

難や障害，すなわち福祉ニーズを充足あるいは

軽減緩和し，最低生活の保障，自立生活の維持，

自立生活力の育成，自立生活の援護を図り，さ

らには社会参加と社会的包括を促進すること，

またそのために必要とされる社会資源を確保・

開発することを課題に，国・自治体ならびに民

間の諸組織によって設置運営されている各種の

制度ならびにその実現形態として援助活動の総

体として捉える。」と，やはり孝橋理論の延長

線上に社会福祉の役割・機能のみが説明されて

いるだけでしかなく，ほぼ国民全員の自立的生

活を援護・保障するなどという役割を経済政策

抜きの社会福祉という小さな分野に負わせてい

るなど，本来は政府という権力によって経済政

策と社会政策を組み合わせて巨大な市場を調整

しなければ実現不可能な現実に対し，不可能な

幻想的な救済・保護・保障施策を対応させると

いう伝統的手法を提唱されているのであった。

　このような新旧の代表的な社会福祉理論を並

べてみると，日本の社会福祉の理論家はもちろ

ん，社会科学の理論家たちも，社会福祉という

国民の生存権を保障し，貧困を解消する施策や

実践は歴史的・社会的現実として実際に役割・

機能する領域が現実的に存在としていると仮想

し，貧困・ニードなどの特定が理論的にできる

とそのような仮想的施策が自動的に救済・保護

をしなければならないという実体があるように

錯覚されているのである。

　その根源は，大河内一男氏が社会政策を個別

資本による労働力の過度の搾取によって起きる

再生産不可能性を，総資本としての政府がその

保全のために必然的に労働者を救済せざるを得

ない政策という決定的な規定をしたので，窮乏

や貧困には政府が対応せざるという論理ができ

ていたのである。第2次世界大戦後，大河内理

論には階級闘争の視点が欠けているという批判

をされるが，その視点からも労働者階級の運動・

闘争が政府に政策を実施させるという論理に

なったり，体制延命のため政府が政策的譲歩を

するという論理となり，やはり必然的に政府が

実施せざるを得ないという思考性が定着し，政

府は財源を何とかするというように考えられる

ようになってしまっているといえよう。だから

日本の社会的施策の理論は救済せよという社会

思想的主張や倫理的任務への社会的意欲のよう

な何か潮流が起き，政府はそうした思潮（や運

動）を受けて政府が難なく統合的な救済制度や

保護法制体系をつくって積極的に実施したり，

あるいは民間組織，（革新的）社会思想団体，

もしくは社会福祉を全面的に支持する（左翼的）

政党などの諸勢力が，社会福祉なるものをその

背後から支援しているかのような前提をして，

一旦社会的危機的事態が起きたり，ニードや貧

困が発見されるとそれらの大勢力や，その個々

の諸分野が働きを開始し個々の貧困者ニードを

救済するだけでなく，国民全員の生活の維持・

保障をひとりでにするかのような定義をつくっ

ているのである。

　しかし，このような幻想的な救済勢力や潮流

のようなものが存在するわけはなく，一時期は

国家が体制維持という目的のためにだけ社会福
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祉・社会保障・社会政策などは国民を幻惑的

に慰撫するものとして制定してみせる国家独占

資本主義体制なのだといったりしていたのであ

るものの，じつは現在の世界の資本主義体制で

は市場において人びとが生産・流通・消費する

経済活動により生活することを基本にしている

が，それだけでは個人間に格差・不均衡が生じ

るので，政府が租税を財源に所得再分配をして

公正・均衡を図るという経済活動をする民間部

門と公共部門とがともに重要な役割を果たす混

合経済を形成していることを知らなかっただけ

なのである。

　現在の資本主義体制をマルクス主義理論は混

合経済とか福祉国家という名称で呼ぶことを厭

い，ケインズ理論によって政府が市場に介入す

る体制を国家独占資本主義と呼び，福祉国家は

その一形態だとしていたからであり，日本の社

会福祉理論には福祉国家を肯定する理論はな

かったのである。しかし，国家の義務として国

民の生存権をなぜ，どのように保障しなければ

ならないかという論理・倫理は混合経済におけ

る公共経済学（財政学）のあり方という視点か

ら考察しなければ解明できないことを指摘して

おかなければならない。

混合経済体制論

　混合経済（Mixed Economy）という名称の

体制理論はサミュエルソンが創始した概念とい

われているが，ごく簡単にいえば，現代の資本

主義体制は市場経済（Private Sector）と，公

共経済（Public Sector）の二つの部門から成立

させているとし，資本主義の基本はすべての人

びとの生活は市場で自らの保持する生産の3要

素〈労働・資本・土地〉のいずれかを企業に売っ

て所得を獲得し，その所得で企業の生産する資

源〈商品〉を購入し，消費して生きていく〈こ

れが自立的生活である〉という営為のくりかえ

しのなかにあり，この過程で資源〈商品〉を消

費して得られる満足が効用・福祉といわれるの

であるから，所得が多くて質の高い資源を大量

に消費できる人は福祉が大きいということがで

きるのであるが，市場の欠陥はさまざまな事情

で無所得・低所得になった人が生活必需品さえ

消費できず福祉が得られない貧困・ニード〈生

きる意志があるのに所得がない状況〉を現出さ

せ，格差社会をつくることにあり，市場の失敗

とも呼ばれている。

　混合経済論ではこのような市場の失敗を是正

するのが政府の役割とし，この役割を果たすた

めに政府が税金を使って経済活動をする公共経

済部門をつくり，国民生活の安心・安全・安定

などを求めて国防・警察・消防などとともにイ

ンフラストラクチュア（社会資本：上下水道，

道路，港湾，公園，学校，病院などの一環に社

会政策がある）の整備をし，さらに市場経済の

安定と向上のため経済政策（とくにケインズ政

策）を施行するとともに，自由競争によって現

出した格差の是正のため所得再分配施策を強化

するなど，政府が市場経済を調整・統制する機

能を発揮しているのであり，国民の生存権・社

会権の保障は政府が政策選択してこうした公共

経済活動の一環として実施されるものであり，

福祉国家と呼ばれている国は公共経済のなかで

社会政策の比重が大きい体制を指すのである。

　日本の社会福祉理論，もしくは社会保障・社

会政策を論じる場合も，こうした政策の実施は

政府の経済活動として施行されるので，混合経

済における市場の失敗を是正する公共経済学の

理論を駆使しなければならないのであるが，不

思議に社会福祉理論に公共経済学を包含してい

るものはないのである。じつは混合経済論に立

場にたてば，先進国のなかではアメリカについ
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で租税負担率の低い国情のため公共部門が小さ

く，よって社会政策・社会保障・社会福祉の規

模も小さいながら，日本の経済も混合経済体制

をつくっているのであるから，市場経済の失敗

によって浮上する格差を政府の役割としての公

共経済活動によって是正する社会福祉とは何か

という定義を厳密にすることを超えて，公共部

門のうち社会政策分野の財源をいかに大きくす

るかという論理も組み合さなければならないの

であり，そのため公共部門を支配する政府を社

会政策を重視し，国民の社会的権利を完全に保

障することを目指すように選挙しなければなら

ないという政治理論もつけ加えなければならな

いのである。

日本国民にはWelfare State の創設は不可能

　第2次世界大戦前から理論だけは大河内理論

を中心に優れた体系をつくっていたのである

が，現実的には軍事優先国家であった日本で貧

困救済施策がようやく体裁を整えるようになっ

たのは，第2次世界大戦後に上述した憲法第25

条が制定されたことと並行して，実際に占領軍

の民生部の強力な指導で旧厚生省の幹部官僚が

当時としては驚異的に大きな財政の裏付けを

もった「生活保護法」をつくったときからであっ

た。（アメリカ占領軍の軍人は戦争中すでに日

本の占領を予定して，それぞれの分野で占領政

策をどう実施するかという講習を受けており，

民生部の軍人のなかにはソーシャル・ワークを

学んできた人がいたので，厚生省幹部に高度な

生活保護法を策定させるとともに，日本全国の

県・市町村のすべてにアメリカ型のソーシャル

ワークの拠点である社会福祉協議会を創らせて

いたのであった。日本ではこの協議会の運営方

法がわからず理論も実際も消えてしまっている

が，原名はCommunity　Welfare　Councilで

あったという）。

　かくして，大戦が終わるまで日本には自発的

貧困救済という明確な施策・政策はほとんどな

かったのであるから，くりかえすならば，占領

軍指導でできた憲法による生存権保障の明記

と，占領軍の指導で財源が充分に裏付けられた

生活保護法の成立から本格的な生存権保障はは

じまったのであるが，占領政策による日本社会

の改革がほぼすべての面で不徹底であったのと

同じく，生存権の保障もいまにいたるまで完備

されていないことはあらためていうまでもない

事柄で，社会福祉とは何かとか，社会政策の本

質は如何などという説明より，いかにして高度

な（財源を大きくする）政策を策定していくか

が論じられるべきだったのである。

　日本の貧困救済の具体的施策はもちろん生存

権保障のための政策などにいたっては，すべて

その理論もその策定・実施方法も占領軍から教

えてもらって，その名称や用語法などを齟齬さ

せつつも低速度ながらようやく日本の現実に実

質的に有効な法制・政策・施策が施行されるよ

うになっていく事情は説明するまでもないであ

ろう。（ただ，アメリカ軍から教えられながら

日本の厚生省官僚，社会事業関係者，そして国

民一般にとってももっとも理解を絶していたの

はソーシャル・ワークで，自発的民間救済事業

がほとんどない日本という国柄に起因してお

り，いまだに世界的な定義あるいは理論，用語

法と異なる理由も同じである。）第2次世界大

戦後は，アメリカ占領軍に教えられたように，

自由重視の正義の立場に立つ民主主義の政府に

よる経済政策を実施して社会全体の所得分配分

を増大させてまず貧困をなくし，つづけて経済

成長をさせただけではまだ残る貧困・ニードに

対しては公的な社会保障と民間のソーシャル・

ワークによってできるだけ大きな社会資源をつ
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くって所得再分配をして格差を解消させ，社会

から貧困をなくすという理論に沿って国民の生

存権を保障していくべきだと理解すればよかっ

たのであった。

　ところが，このような英米型の経済学理論を

学んでいる理論家は東京商科大学以外にはおら

ず，ほとんどの経済学理論家はマルクス主義経

済学の立場に立っていたから，さきに述べたよ

うに第2次世界大戦前に大河内一男氏によって

確立されていた社会政策＝社会事業についての

理論体系を支持したうえ，この理論どおりの政

策までが現実に存在し，あたかも欧米諸国と同

じようにその理論が機能しているとみなしてい

ただけでなく，その理論を第2次世界大戦が終

わってからも孝橋正一氏が継承して社会科学立

場からとして社会事業を定義づけて社会福祉

学界を理論的に制圧していたので，占領政策に

よってつくられた生存権保障の政策と理論の系

列は黙殺されて，世界的には正統な英米経済学

とは系列を異にしたマルクス主義的理論が形成

され勝利していたのであった。

　このような大河内一男氏や孝橋正一氏に代表

される社会政策＝社会事業の理論家が評価して

いた第2次世界大戦前の日本社会で実際に施行

されていた貧困救済策は，大河内理論が確立す

る大分以前の大正期（1918年）大阪府にはじ

まった貧困家庭を訪問して援助をする「方面委

員制度」が，1930年代までに全国に広がって

おり，また昭和になって明治期からの恤救規則

が改正されてはるかに実効力のある「救護法」

が成立し，社会政策＝社会事業の理論では貧困

救済施策は慈善事業的段階から社会事業的段階

に発展したといわれたのであり，その救護法を

みると1929年（昭和4年）に議会を通るので

あるが，折からの大恐慌で政府財政が厳しくて

政府予算の措置が得られず，法が形式的にでき

ただけで放置されたままであったものを，方面

委員や社会事業関係者などで結成された「救護

法期成同盟」が政府に早期実施を要求したこと

もあって，やっと1932年になって実施の運び

となり，やがてその成果があがり出して1937

年（昭和12年）には，受給者数21万人を超え，

救護費支給総額は650万円に達し，恤救規則と

比べると受給者が約10倍，支給額が20倍にな

るという非常に大きな成果をあげていたので，

社会事業内部では確かに画期的な新しい救済施

策が実施されるようになったといえるのであろ

うが，ただ目を転じて同じ1937年の国家予算

内容をみると，予算規模約30億円のうち軍事

予算が14億余円という驚異的な額であったの

に対し，救護法の費用はいまみたようにほんの

650万円という二桁も違う額であっただけでな

く，この費用は国家税制から支出されたもので

はなく競馬の馬券の売り上げから捻出されたも

のだという事情があったので，その姑息な費用

の捻出方法といい，金額も軍事費との比率から

いうならば救護費用は無に等しく，現実には社

会事業とはいえるものはなかったのである。

　このように現実の法制には財源の裏付けがな

く，まったく救済の実効性がなく理論の現実的

有効性がなくても，現実とかかわりなくただ理

論だけの理路が整えば社会科学的定義として通

用するというような社会福祉学界の論理的風土

はこんなところからはじまり，社会政策・社会

保障・社会福祉の政策も理論も空虚なものに

し，現実的有効性をもたないものにしてしまっ

ていたのであった。

　社会政策＝社会事業という理論は資本主義経

済の構造的欠陥が生む社会問題＝労働問題およ

び派生的に発生する社会的問題に対応する政策

だという定義をしているのであるが，現実に成

立している名前だけの諸立法は実際にはその政
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策に適するだけの財源が裏打ちされていないと

いうことなのである。

　つまり，大河内＝孝橋理論である社会政策＝

社会事業理論は言葉のうえでは完璧ではある

が，実際には実効力がない虚構理論なのである

にもかかわらず，まったく条件の異なる第2次

世界大戦の前と後との区別をつけずに，同一の

論理的対応をくりかえしていたのはどちらも

資本主義として変化がないと考えていたからで

あろう。マルクス主義にとって体制の変革は社

会主義革命による以外になく，混合経済体制に

おいて政府が市場に介入して恐慌を克服した

り，貧困の解消するという経済活動をすること

は，国家独占資本主義に移行しただけの変化で

しかなかったが，近代経済学の理論的立場から

すれば，市場の欠陥が発生させる恐慌・失業・

貧困・格差を是正するため政府が市場に介入し

て経済活動し，欠陥を解決するようにさせた政

策選択こそケインズ革命と呼ばれる体制の変革

だったのであり，福祉国家の構築の契機をつ

くっていたのであった。

　日本において第2次世界大戦の前と後とでは

決定的に異なり，占領政策によって民主主義化

された体制における生存権保障政策は，混合経

済の公共経済による政策選択によるものであっ

たが，マルクス主義理論に依拠する日本の社会

政策・社会福祉の理論には国家独占資本主義と

してしか認識されず，福祉国家の構築に踏みだ

せなかったのであった。

福祉国家を目指さず，構築もできなかった

悲劇

敗戦直後の理論と現実

　くりかえしになるが，第2次世界大戦後の日

本で，あえていえば占領軍の指導によって国民

の生存権を保障する理論と，その現実化のため

の貧困救済をする法制の策定の仕方をニュー

ディール的方法をモデルに教えてもらっていた

同じ時期，イギリスでは第2次世界大戦中に政

府に提出されたベヴァリッジ・レポートの実現

を公約した労働党が大戦後の選挙に勝利して，

直ちに世界ではじめての福祉国家の建設に着

手していたことはよく知られているとおりであ

る。

　対比するのも水準が違いすぎて問題にもなら

ないが，ケインズ理論を包含したベヴァリッ

ジ・レポートの提案に従ってイギリスでは労働

政権が国民の生存権・社会権を完全に保障する

福祉国家を構築していったのに対し，日本では

ワイマール憲法＋ニューディールの理念が底流

にある憲法第25条の条文と，当のベヴァリッ

ジ・レポートの理念を受け入れて書かれた50

年勧告（もちろんベヴァリッジ・レポートとは

規模が違うが）があったにもかかわらず，福祉

国家をつくることなど思いもおよばなかったの

は，社会の後進性，理論の遅れだけではなく，

その根底にすべての人びとが共同・協力して相

互に救済し合うといった社会倫理や連帯性のよ

うなものが欠如しているというしかない国民

性・社会性の問題があることは後に詳述したい

が，憲法第25条の社会福祉・社会保障・公衆

衛生と並べられた概念をそのまま読みこんで，

三者すべてが質を異にしつつも国民各人の生存

権を保障する諸任務を負う政策群なのだと規定

する理論の立場からすれば，高度の社会政策が

構築され完全雇用と最低賃金制が確立している

理想的な体制を創ることを最大の目標にして，

その実現を目指さすべきであったし，実際ベ

ヴァリッジ・レポートに学んで日本にも社会保

障制度が完備する国家をつくるべきだと提唱し

た『社会保障制度に関する勧告（50年勧告）』
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の答申に沿って，もし政府が制度の形成に努力

したならば，日本も福祉国家に近い社会保障体

制をつくれたかもしれず，そうしなければなら

なかったにもかかわらず，日本の政府も，国民

も，社会科学系のアカディミズム全体も，それ

以上に社会政策・社会事業の理論家の理論が低

水準だったからであるといいきってもよいであ

ろう。

　さらにニューディールの理念がもりこまれた

憲法第25条も，ベヴァリッジ・レポートに学

んだ50年勧告もともにその基底にケインズ経

済学の市場介入理論があり，経済成長をさせ

た後に累進課税をして分配と再分配を公正にで

きるという理論・倫理を自由主義・民主主義と

ともに，それまでの日本にはない価値観として

教えられ，それを日本国民の多くが無自覚に受

け入れたことが，やがて豊かさのみを求めて高

度経済成長を成功させるだけの一つの理由をつ

くっていたといえよう。どのような意味かとい

えば，当時のアメリカの経済学の主流はサミュ

エルソンの理論であって，憲法第25条の草案

にSocial Welfareを起草させるような影響力を

もっていたのであるが，その新古典派総合とい

うなる理論は，マクロ経済学（ケインズ経済

学）に即して政府が市場に介入して経済成長を

させて所得分配部を拡大させたあと，ミクロ経

済学（新古典派経済学）に即してその分配は自

由な市場の分配機能にゆだねるという自由放任

も容認し，所得再分配理論を欠いた論理であっ

たのに対し，イギリスの経済学は経済成長と完

全雇用のケインズ経済学と所得再分配としての

ベヴァリッジ社会政策とが組み合わされた政府

が市場を統制・調整するという福祉国家の論理

であったから，1960年代になっての日本の高

度経済成長は明らかにサミュエルソン型理論そ

のものということができ，イギリスのケインズ

＝ベヴァリッジ型理論とは遠かったため当然福

祉国家の構築ができなかったのであった。

　ただこのような内外の新しい理論が交差し，

実際にも政府の市場介入政策は第2次世界大戦

前のニューディールから大戦後の福祉国家政策

にまで進展して，国民の生存権・社会権などを

ほぼ完全に保障する体制が出現するなど大変化

がつづいていたなかで，日本の失業・貧困救済

理論は大戦前と変わりなく資本主義的矛盾が生

み出す労働問題には社会政策が，社会的問題に

は社会事業が対応するという旧態依然の抽象的

な理論のままであったのに対し，現実の方は旧

厚生省幹部官僚などの実際の政策・法制を策定

する関係者は大戦後アメリカ占領軍の指導を受

けて，財源が微小だった救護法に代わって，有

効性のある生存生活保護法等の法制の策定には

高度な財源を裏付けなければならないことを認

識させられて，日本ではじめて実効力をもつ法

制が成立させられるほどの力量をもつように一

変していたのであり，第2次世界大戦後大きく

変化した実際の貧困・失業救済保護・保障政策

に対し，社会政策・社会事業は基底に社会主義

革命論を内蔵させたまま，まったく変化せず旧

態依然のままであり，ここでも日本の現実と関

係がなく有効性をもたない救済・保障理論と，

その理論とは関係なく実際の生存権保障や社会

福祉の政策・法制が策定されて機能・役割を果

たすという，理論と実際の政策との乖離状況，

齟齬現象がはじまっていたことがみられるので

ある。

ケインズ的政策に続くものがない国

　第2次世界大戦後の占領政策を受けた日本が

そのことにより変革された政治・経済・社会

のうち，もっとも改革に成功した領域は経済

であり，戦争で疲弊しきった経済をアメリカ軍
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の指導で回復させた後あと1960年から自覚的

な国家意思によって選択した経済政策は高度経

済成長の達成という成果を生み，産業立国とし

て1980年代には経済大国といわれるまでの存

在となり，高度工業化社会となって大量生産が

可能となったことは大量供給を可能にして国民

生活を豊かにし，一時平均個人所得が世界一と

なり，「一億総中流」などと自称したり，日本

は豊かな社会になって貧困がみえなくなったと

いわれたりもしたが，適切な維持政策をとらな

かったため，1990年からはアメリカを中心と

する勢力との国際競争のなかで敗北し，経済大

国は泡と消え瞬く間に貧困大国へと転進するこ

とになるという浮沈を経験してきた。

　このような経済大国をつくりながらなぜ長く

続かせることができなかったという原因の一つ

は，貧困がみえなくなったと錯覚させていた格

差のある経済大国を，さらに格差を諸個人が協

力して完全になくす福祉国家の構築へと進展さ

せることができなかったからだったということ

ができるであろう。経済の後退に際し損失を受

けた人の補償を全員で分担して負担し合うこと

も福祉国家では可能にできたからであるが，日

本には福祉国家という発想はなかった。（当時

わずかに岸本重陳氏が『中流の幻想（1978年）』

で「福祉なくして中流なし」，「福祉なくして豊

かさなし」といわれて，経済大国を福祉国家へ

という提案をされていて一部には大いに注目さ

れていたのであるが，社会福祉学界では無視さ

れていた。）

　社会福祉の理論界ではほとんど語られること

はないのであるが，社会福祉という理論にとっ

て最大の目標にしなければならなかったのは，

生存権・社会権を社会政策・社会福祉などを最

高度の水準において保障する福祉国家を構築し

なければならないと提唱しなければならなかっ

たはずであったにもかかわらず，日本ではほぼ

すべての社会福祉理論家は福祉国家の構築には

反対であるだけでなく，西欧では福祉国家の構

築を主張・要求するのは労働組合を中心とする

左翼勢力であるのに，日本の労働組合の連合体

や左翼・革新政党は社会主義革命を目指して運

動をしていて，福祉国家とは革命の裏切り者の

目指す体制だと異を唱えていたのであった。

　世界的にみれば，西北欧の諸国が福祉国家と

いう体制をつくるとき必ず政権の座にある社会

民主主義政党だったのであるが，その社会民主

主義政党に該当するのは当時の日本の社会党で

あったにもかかわらず，社会党は福祉国家を目

指すどころか，こともあろうにマルクス主義の

立場に立って福祉国家を欺瞞の体制だとして社

会主義革命を目指していたのであったため，日

本を福祉国家にさせる実質的な力を発揮する政

治勢力はなかったのであった。こうした日本中

のどこにでも潜在的に充満しているような福祉

国家否定・反対動向の究極は国民自身が福祉国

家になることを厭っているからに相違なく，ご

く少数の貧困者・障害者などを多数派の健常者

が支えるという慣習がなく，俗に福祉国家は

高福祉高負担といわれているので日本国民は高

負担という税負担の増大を嫌っているためだと

いうのが最大の理由だったということができよ

う。こうした事情の総体が原因となって日本で

は西欧のような国民の社会的権利を完全に保障

する福祉国家をつくることができなかったので

あった。

イギリス福祉国家の実力

　ではなぜ，第2次世界大戦のあとのイギリス

で福祉国家を構築することができたのかについ

ての理由は，すべて日本の状況の逆である。な

によりもケインズの助言を得たベヴァリッジ・
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レポートが理論的に優れたものであっただけで

なく，世界大戦後の秩序をどうするか，戦争

に耐えたイギリス国民にいかに報いるかという

課題にこたえるという時にかなっていたことが

第1にあげるべきであろうが，その出版が1942

年という世界大戦の真っただ中であったにもか

かわらず，売り出されるや2時間で7万部が，

1年間で62.5万部が売れて，世論調査ではその

計画への支持が90％も得られていたというイ

ギリス国民の意識の高さを第2にあげなければ

ならないであろう。そして何より第2次世界大

戦に勝利した後ベヴァリッジ計画の実現を公約

して成立した労働党政権が実際に制度として現

実化していったことにこそ成功の根源的理由が

あったということができよう。イギリスの成功

につづいて西北欧の諸国も福祉国家をつくって

いくのであるが，いずれも社会民主主義政権が

成立させた時にのみケインズ経済財政策と高水

準の社会政策とが組み合わされた国民の社会的

権利を完全に保障をする体制をつくることに成

功しているので，福祉国家とはマルクス主義・

共産主義ではない社会民主主義政党が実現を約

束する綱領的政策になっていたのであった。

　そこで，あらためてベヴァリッジ・レポート

の社会政策を成立させて，国民の社会権を保

障する方策をみていくと，1.基本的な必要に対

する社会保険，2.特別な場合に対する国家扶助

と，3.両者を超える生活の保障を準備をする任

意保険の三者によって財源を裏付けて国民の生

存権・社会権を経済的に保障しようとする提案

であり，これを受けて第2次世界大戦後に実際

に労働党政権が成立させていった法制は「家族

手当法」，「国民保険法」，「国民業務災害保険

法」，「国民保健サービス法」，「国民扶助法」，

「児童法」の六法から成り立っている簡単な法

制度群だとだといわれそうにもみえるもので

あったが，例えば「国民保険法」をみただけ

でも1.無料の医療，2.失業手当金，3.疾病手当

金，4.分娩費，5.出産手当金，6.寡婦手当金お

よび年金，7.保護者手当金，8.退職年金（老齢

年金），9.死亡一時金から成り立っているので，

この法をみただけでも日本の社会保障・社会福

祉法制を超えているくらいのものだったから，

イギリスのいわば社会保障六法は福祉国家とい

うに値するものであり，とくにレポートにはな

い誰もが無料で治療が受けられる理想的な「国

民保健サービス法〈NHS〉」が成立していたり，

さらに周辺には住宅政策や完全雇用なども付け

加わったりしていて，ベヴァリッジの提起し

ていた5巨人悪（貧困，疾病，失業，不潔，無

知）への攻撃は成功して社会悪は消滅し，当時

としては画期的な全国民の社会的権利の保障を

する輝かしい体制ができたのであった。

　日本の社会保障・社会福祉の理論はその基底

は社会主義革命を目指し，その到来を史的必然

性として信じるマルクス主義理論に依拠して組

立てられているにもかかわらず，第2次世界大

戦後実際に拡大・発展していくかにみえている

現実の社会主義圏の国ぐにの具体的な施策の紹

介をまったくすることなく，救済施策の具体的

な事例やその成果についての紹介はすべてイギ

リスの福祉国家のものだったことは，はじめか

ら福祉国家という体制が生存権や社会権の保障

についていかにすぐれた政策を成立させていた

かを物語るものであったと同時に，マルクス主

義の追求していた社会主義革命なるものは社会

福祉にとっては有益なものでないことを示して

いたといえよう。

　ただしかし，歴史の経過・進展においては恐

ろしいことが起きるもので，イギリスの福祉国

家体制が貧困・失業をはじめ諸社会悪を解消さ

せ，国民生活が平等・安定さらに豊かになると
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いう大成功を収めたことが逆に原因になって福

祉国家の経済が停滞して，社会政策を実施する

財源が不足するという事態を生むことになって

いき，イギリスに関しては福祉国家体制を廃止

していくのであるが，この逆説的大問題は後述

するが，イギリス以外の北欧4か国，ベネルク

ス諸国は依然福祉国家体制を持続させている。

後進国日本の福祉国家批判論

　社会政策策定史上もっとも重要な福祉国家の

構築について，あまりに簡単すぎる説明に終わ

らさざるをえないが，このようにベヴァリッ

ジ・レポートはイギリスに企期的な福祉国家を

構築させたのであるが，レポートを模して提起

された『社会保障制度に関する勧告』は日本に

福祉国家をついに生むことはなかったのは，50

年勧告の意義が日本国民に理解されなかったこ

とと，日本にはイギリス労働党のような福祉国

家を構築していく政策実現を任務とする社会民

主主義政党がなかったから，当然社会民主主義

政権ができなかったことによる。

　いまになってみると，第2次大戦直後の日本

はまだ前近代的軍事優先主義政府のもと思想統

制されていたあとなので，敗戦後の国家体制を

どのようにつくり変えるべきかという政治的問

題には無関心の多数派の国民が選ぶ保守派が議

会の絶対多数を形成し社会政策の確立を遠のか

せていたが，もう一方の反対の野党の側につい

てみても世界的な動向として福祉国家を創るは

ずの勢力とみなされている社会党が，先にもみ

たとおりほとんどマルクス主義的革命勢力を形

成し社会主義体制の実現を目指すとする主張を

していて，間違っても福祉国家を創ろうなどと

いう主張をしたことはなかった。終局は選挙民

としての日本国民が自国を生存権保障政策が完

備した福祉国家体制にしようという政治勢力を

育てようとしなかったことが最大の理由だった

のであろうが，そのような福祉国家・社会政策

嫌いの国民意識を形成した一助となっていたの

は学問の世界の論理的傾向にもあったというこ

とができるのではないだろうか。

　奇妙なことに日本のアカディミズムは，

1990年前後東欧社会主義圏の共産党体制が崩

壊するまでマルクス主義が席巻しており，社会

科学理論・社会思想などの主流派を形成し，明

確に社会主義革命を目指さなければならないと

主張する理論は少なかったものの，マルクス

理論の経済学，哲学（弁証法的唯物論），政治

学（社会主義論），社会学（史的唯物論）を論

理的な基盤において社会科学理論や社会思想を

体系的に展開し，高所から遅れている日本の政

治・経済・社会を批判し，国民に覚醒を促し，

反体制の立場に立つことを要請しつつ，日本社

会を革命によって一挙に共産主義社会に変革し

なければならないという論理を底辺に置いて社

会分析をすることになるので，体制を維持する

社会政策・福祉国家を修正主義者の主張として

どこかで侮っていたのであった。

福祉国家反対という社会福祉

　軍国主義国家Warfare Stateとして，第2次

世界大戦を引き起こし，アメリカを中心とする

連合国に惨敗して，国民生活を悲惨きわまりな

いどん底にたたき落した日本が，ほんとうに反

省をして大戦後にどのような国にしなければな

らないかということを，国民が主体的に考え

ることができたとしたなら，福祉国家を構築す

るとすべきであっただろう。しかし，おそらく

「社会保障制度審議会」の委員以外は福祉国家

とは何かを知っていなかったに相違ない。この

審議会の委員の提起した勧告を徹底的に支持し

なかった当時の社会福祉の理論家には責任があ
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る。

　何も知らない国民は，第2次世界大戦後に与

えられた選挙権を行使して現実の政治は一貫し

て保守主義政党を政権の座につかせたのであ

り，しかも政策は市場放任主義であったからの

ち経済成長には成功して，一時期は経済大国と

いわれるほど社会全体の所得を増大させ，物に

豊かな国民生活を保障したのであったが，保守

的政府は社会政策・社会保障・社会福祉などの

水準を高くすることを怠ったので格差の是正は

できず，日本では生存権を保障する福祉国家を

創ることはできずじまいで終わったが，その指

導原理を提起するはずの社会福祉学界の理論の

方も福祉国家の構築には反対であったことが一

つの要因になっていた。

　1966年初版，1977年新版のミネルヴァ書房

の『社会福祉事業辞典』の「福祉国家」の項を

みると，「一般的には，国民の福祉の増進と保

障を宣言し，政策的に実現しようとする国家を

意味するが，歴史的には自由放任主義を指導原

理とする社会の国家形態が，夜警国家であった

のに対して，国家独占資本主義の社会的段階に

おける国家形態を福祉国家とよんでいる。資本

主義社会の矛盾が激化するにつれて，独占資本

は体制維持の必要上，国家と密着して社会的防

衛にあたる必要にせまられる。そこで社会生活

に対する国家の無為・非干渉という在来の方針

とは反対に，社会生活の各場面に国家が積極的

に統制や管理に乗り出してくるが，その一環と

して改良主義政策（社会事業，社会政策，社会

保障その他）を可能な限度で，整備拡充する必

要に迫られる。一説には福祉国家をもって，資

本主義と社会主義との間の過度的国家形態とす

る場合もあるが，これは福祉国家を現象的に見

て，本質的に正しく理解していない。」と1977

年にもなってマルクス主義的解釈をし，福祉国

家を否定していたのである。

　マルクス主義者の時代錯誤ぶりは，2002年

にもなっても大月書店の『社会福祉辞典』で

も，「……資本主義的秩序を維持することを課

題に登場した。具体的には，第2次世界大戦後

のイギリスや北欧諸国において典型的発展をみ

たが……しかし，政策主体の立場からは，あく

までも資本主義的生産関係を維持したまま，分

配関係の平等化によって階級対立の緩和を図ろ

うとする資本主義の修正形態であり，労働者が

自ら社会の主人になろうとする社会主義とは異

なる。」と，当時旧ソ連はすでに崩壊していて

労働者階級が主人になって創る社会主義国家な

どという理論は成立し得ないことは熟知されて

いたにもかかわらず，まだ社会主義なるものに

幻想をもった規定をしているのがみられるよう

に，日本には国民の社会的権利を保障するため

の理論はなかったのである。

福祉国家反対の愚論

　第2次世界大戦後，日本国民が自らの生活を

安全・安心・安定するために選ぶべき体制は福

祉国家でなければならなかったにもかかわら

ず，一時期は経済大国になったものの，21世

紀になってみると格差の大きな貧困大国になっ

てしまったのは，福祉国家に逆行したから以外

ないので，福祉国家に反対した社会福祉理論を

みていくことにする。

　かつての社会福祉理論の第一人者の孝橋正一

氏の福祉国家否定論をみていくならば，社会福

祉は福祉国家を創ることにかかわるべきでな

く，「社会事業（：社会福祉）は労働運動の政

治的・主体的実践の立場からは，社会主義実現

のために利用できるし，またそうすべき足場と

しての意義をもっている。これが社会事業を貫

く理論的・社会的真理である。」という社会福
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祉を無理にでも社会主義革命と結び付けようと

する誤謬もはなはだしい，国民を全体主義の地

獄の底に突き落として不幸にする論理をはさみ

ながら，社会福祉が運動的に目指す社会主義社

会にも資本主義社会と同じような社会政策，福

祉施設，教育・医療制度，社会保障給付あるい

は社会サービスがあるとされながら，これらは

「歴史概念として社会福祉と社会主義社会にお

ける救済福祉活動との本質的区別がつかないと

ころから必然となるものである。それらはちょ

うど，私達がダイアモンドとガラス玉をくらべ

てみて，それらが類似の光沢や形態をもってい

たとしても，けっして本質的に同一のものとは

判断しないのと同様の観察力や分析力が必要

であることを意味する。そしてそのためには，

種々の社会制度（社会体制）とそこにおける救

済福祉活動との関係やその理論やその理解の仕

方が鮮明にされるのでなければならないが，そ

の理論的武器となるものこそ，社会科学をおい

てほかにあり得ないのである。」と，反観念論・

唯物論の立場にたつマルクス主義理論（じつは

社会科学と同義語であった）では考えられない

現実無視の観念操作によって社会主義社会なる

ものの幻想をつくっただけでなく，実際の福祉

国家を歪曲した論理で把握されたあと，「社会

主義制度においては，その社会制度の性質が資

本主義とまったく異なっていて，社会制度を起

因とし，またそれに規定されて社会的障害が生

成してくるという事情がはじめから存在してい

ないからである。……したがって社会主義社会

には資本主義制度にみられるような社会制度の

構造的欠陥が制度存立の根底から存在していな

いので，それを起因とし，それによって規定さ

れて必然となる社会的諸問題・社会的障害状態

の生じる余地がない。……こうして歴史的概念

としての社会事業は社会主義社会には存在しな

いし，また必要でもないということになるであ

ろう。ただしかし，このことはもちろん，自然

的または偶発的理由による，なんらかの要救護

現象が存在しないとか，人間の欲求の向上，社

会の進歩にともなう種々の福祉的活動が不必要

だという意味に誤解せられるべきではない。そ

れどころか，これらの場合のために必要なもの

が，社会基金（共同準備基金）として確保され，

生産力がのびていくかぎり，より高く豊かな生

活と福祉が拡大的に保障される。要するに社会

主義社会では，社会制度そのものがその存立の

根底から生活と福祉が保障される状態のなかに

溶け込んでいて，生産力が発展する限り，その

安定と豊富の増大が保障されているのである。

言葉の真の意味で『社会福祉』または『福祉社会』

とはこのような状態の社会のために留保してお

くべきものであろう。」と，観念の世界で現実

の福祉国家の存在性を否定しておきながら，社

会福祉が目指すとする社会主義なるものを称揚

するビジョンとしてはあまりにも貧しい対比を

されていたのである。

　それにしてもこんな水準の現実の世界認識で

定義されていた社会政策・社会事業（社会福祉）

の社会科学的立場を自称する理論が，長年社会

福祉学界を支配していたとは（そしていまでも

影響力をもっているとは），主観的感想をいう

べきではないが背筋が寒くなる思いがする。

マルクス経済学の失敗

　1960年代の半ば，筑摩書房から『経済学全

集』という全28巻にもおよぶ経済学の全領域

を網羅した叢書が，当時の一流の経済学者たち

が結集されて刊行されたことがあって，そこの

第22巻が小谷義次氏の担当になる『福祉国家

論』だったのであるが，わざわざ福祉国家の巻

を設定しながら小谷義次氏はアメリカとイギリ
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スだけをとり上げて全面的な福祉国家否定論を

展開されていたのであった。のち1980年をは

さむ前後の年英米両国だけに激しい新自由主義

的反動革命が起きて完全に福祉国家的な政策は

廃絶される二つの国を選択されて否定論を展開

されたことは先見の明あったというべきであっ

たかもしれないが，1960年代の半ばのアメリ

カはベトナム戦争を抱えながらもジョンソン大

統領が「貧困への挑戦」「偉大な社会建設」と

いうスローガンのもと福祉国家への歩みを加速

していた時期にあたり，1970年代半ばまでの

アメリカはガルブレイスが，「第2次世界大戦

後の25年間は，資本主義の歴史において，素

晴らしい時期でした。物価は安定し，生産は着

実に増大しました。この25年間で産出量が増

大しなかったのはたった2年だけでしたし，ほ

ぼ完全雇用の状態でした。このことは，資本主

義体制の一般的信頼性を示すものでした。……

経済学者にとって，経済学の歴史におおいて職

業上最良の時代だった（『経済学の歴史』）」と

述懐するようにもっとも輝いていた時期だった

にもかかわらず，小谷義次氏はアメリカを批判

するさまざまな文書を継ぎ合わせていかに貧富

の差が大きく失業者・貧困者にあふれた社会で

あるかを叙述していたのである。

　マルクス主義経済学者は資本主義体制は必然

的に崩壊し無階級で搾取のない社会主義社会に

なるという幻想をもって理論を創るので，アメ

リカの資本主義社会を考察するときも，ソ連社

会主義を論じるときもいずれもその現実をみる

のでなく妄想のなかでみる習性をもっている。

ただ，『福祉国家論』でのイギリスの福祉国家

批判は的中しているところが多いのであるが，

労働党政権は社会主義に固執していたためケイ

ンズ理論に従わず基幹産業を国有化してしまっ

たため，当時のソ連共産主義と悪い面では同じ

でイギリス病といわれる大きな不効率を生み，

経済は福祉国家の当初から停滞気味で1960年

代半ばには財政的に高福祉の維持が困難にな

りつつあり，政府の失敗といわれる論理の走

り的現象を起こしはじめていたからであるが，

1960年代のイギリスはすでに福祉国家の代表

ではないことをつけ加えておきたい。

　筑摩書房版『経済学全集』は，1970年代の

半ばになって第2版が全34巻に増加されてま

た刊行され，他の巻のことはともかくまたも小

谷義次氏が『現代福祉国家』の巻を担当され，

再度福祉国家否定論を展開されているのである

が，前回も経済学全集のなかで福祉国家否定論

の巻しかなかったことは異常であったが，同じ

ことが1970年代半ばを過ぎてからも同じ選定

がくりかえされていたということは，日本の経

済学の水準がまだ国際的に異常だったというこ

とに他ならない。

　経済学全集の第1版，第2版が刊行された

1960 ～ 70年代こそ，ときの経済成長を利用し

て日本国民の社会的権利を保障し，国民生活の

安定・安心も保障する体制の構築を追求する理

論をつくらなければならないはずであったにも

かかわらず，また第2次世界大戦前の経済学者

たちは厳しい時代のなか社会政策をいかに確立

するかについて懸命に求めた伝統が流れていた

にもかかわらず，大戦後の経済学者はマルクス

主義革命の幻想を追うことに夢中で，もっとも

重要なものがみえなくなっていたといえよう。

第2版の『現代福祉国家論』は第1版の『福祉

国家論』と論旨は変わっておらず，アメリカと

イギリスの所得分配および所得再分配が公平で

なくいまだに貧困者が多いことを中心に，福祉

国家的政策がい神効果をあげないかという否定

論をくりかえし，これだけでは正統の福祉国家

を批判したことにはならなかったので，第2版
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ではスウェーデンを追加し（折からスウェーデ

ンは経済危機が襲っていて半世紀にわたって福

祉国家を維持してきた社会民主労働党政権が揺

らいでいた時期にあたっていたこともあって）

国民生活保障のための政策を確かに熱く実施し

ていることがみられるものの，それがきわめて

高い租税負担によって成り立っているにもかか

わらず，その割合には効果をあげていないので

各政策にはまだ不備が多いうえ，国民を満足さ

せていないといった批判をされているのである

が，否定的に対象をみればいくらでもあらを探

すことができるという否定のための否定論をし

ているようにみえる論理だったといってよいで

あろう。この表面だけみたスウェーデン福祉国

家批判論は現実の政府活動をみようともしない

極めて不適切な論理であった。

マルクス主義理論では福祉の分析が不可能

　ところで延々と，日本では国民の生存権を保

障する理論や，貧困・失業救済の理論をマルク

ス経済学の理論に依拠して革命論まがいの擬似

的救済論理をつくっているだけでなく，マル

クス理論とはまったく質を異にする経済学の

論理を根拠に現実的にも国民の生存権の保障

し，完全雇用を達成している。社会福祉の理想

を現実化している福祉国家を社会主義ではない

という理由だけで，懸命に否定・批判している

のをみてきたのであるが，日本の社会福祉理論

やマルクス主義理論は福祉国家を認め，その理

論を支持しておくべきだったのである。という

のは1991年には旧ソ連の社会主義体制は崩壊

し，マルクス主義理論の威力，現実的有効性は

ほぼ完全に崩れているのであるが，ソ連の社会

主義体制崩壊へのきっかけをつくった人物ゴル

バチョフが共産党書記長に1985年に就任した

とき，これからの国家体制をスウェーデンをモ

デルにすると口にし，まだ冷戦中だった米・英

とソ連の間で福祉国家をめぐり前者が否定をし

（後述），後者が肯定するという奇妙な交叉状況

がおきていたことがあったからである。つま

り，ゴルバチョフ書記長の発言はソ連をマルク

ス主義的共産主義の国から修正主義・社会民主

主義的体制への転向を示唆していたとみること

もできるからであった。

　実際マルクス経済学では福祉・Welfareを分

析・論理化することが不可能だからである。マ

ルクスは『資本論』の冒頭で商品は使用価値と

交換価値の二要因をもつとし，使用価値を人間

的欲望を充足させる性格をもつと同時に異質の

商品どうしが一定の価格がついて交換できる

のは商品を生産するのにかかった労働時間の

量によるとし，後者の商品の交換価値（商品に

凝固している労働時間）の分析からマルクスは

不払い労働・搾取・剩余価値という資本主義の

存立の秘密を暴露してプロレタリア革命の必然

性が主張されるのであるが，マルクスは『資本

論』を叙述するうち使用価値というタームは捨

て，交換価値の分析に徹していることに特徴が

ある。じつは非マルクス主義的経済学において

は（日本以外の国において経済学といえば非マ

ルクス経済学にきまっているのであるが），使

用価値を効用・福祉と呼び，経済学の前提では

企業は利潤の最大化を，家計は福祉の最大化を

求めて市場活動をするということになっている

ので，経済学とは人がいかに市場からより多く

の，より質の高い商品・資源を購入して，使用

価値である満足・効用・福祉をいかに最大化で

きるようにするかという論理を追求しているの

である。

　くりかえすと，マルクス経済学は商品に凝固

している労働時間の量が交換価値を決定してい

るという論理から剩余価値を導き出し，プロレ
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タリア革命を遠望していくのに対し，経済学は

人の生活の面だけ区切ると，マルクスが論理と

して捨てた使用価値という主観的な満足を求め

あうことが市場における価格の決定や政策選択

に連動するということになるのであり，そこで

は人は大きな使用価値が得られるように経済活

動しているという，まったく逆な解釈をしてい

たのである。つまり，マルクス主義理論では資

本主義社会に生きる人・労働者はつねに，ます

ます貧困化していくと考えているのに対し，通

常の近代経済学は市場とは人により多くの使用

価値を与えてくれるとしているのである。

　それでマルクス主義理論にあっては福祉国家

は国家独占資本主義でしかないのに対し，近代

経済学では人の使用価値・福祉をもっとも適切

に保障してくれるのが福祉国家ということにな

るのであるが，近年福祉国家の理論も現実も大

揺れに揺れているので，その問題に触れておか

なければならない。

20世紀の福祉国家の時代は終ったのか

福祉国家の実際の破壊者は新自由主義

　小谷義次氏や孝橋正一氏がマルクス主義の立

場から，西欧の福祉国家は生産手段が私的所得

された階級社会なので貧困者・失業者が解決せ

ず貧富の格差が大きいまま国家独占資本主義で

しかないという古典的な緊張性を欠いた観念論

的批判をくりかえしたころ，福祉国家（および

社会主義）を根本的に批判する新自由主義・新

古典派経済学が復活して福祉国家の弱点にかみ

ついて，その廃止を主張する勢力を生みだすと

いう社会政策にとって恐ろしい事態がはじまっ

ていたのであった。

　伊東光晴氏によれば第2次世界大戦前後にケ

インズによって「理論上も，実証的にも一度崩

壊した新古典派が現在かくも盛んになるとは

……つゆにも思いませんでした。（1991年『京

都大学退官講義』）」といわれていた新古典派経

済学が，1973年のオイル・ショックに際し，

経済的不況（stagnation）とインフレーション

（inflation）とが同時に進行するスタグフレー

ション（stagflation：両者の合成語）という未

曽有の事態が世界同時に起きたのは，各国の政

府がケインズ理論に従って税を使いながら市場

に介入して人為的にインフレーションをとも

なった経済成長をさせ，しかも格差是正のため

に所得再分配を基軸とする社会政策に大きな財

源を使うという巨大な政府の経済活動が，経済

体制の根源で機能している市場に不均衡・非効

率を生じさせた結果なのだから，資本主義国家

の政府はケインズ政策は中止して市場は自由放

任に帰すべきだという主張をし，世界の経済学

者を驚かせるとともに，新古典派経済学は奇跡

にも似た復権をして福祉国家をゆさぶっていく

のである。

　現在ミクロ経済学といわれている新古典派経

済学が，同じく現在はマクロ経済学といわれる

ようになっているケインズ経済学を押しのけて

復活していたことの象徴は1974年に徹底した

自由経済学者ハイエクが，1976年にはマネタ

リストのフリードマンがそれぞれノーベル経

済学賞を受賞していることにみることができる

のであるが，2人に代表される反ケインズ主義

的・反福祉国家的・新自由主義・新保守主義の

主張は大きな政府（福祉国家）を廃止して，小

さい政府（夜警国家）にして，政府が市場から

撤退し，市場への干渉・統制などを中止して市

場を自由放任にするならば市場の経済活動だけ

でスタグフレーションは克服されるというもの

であり，このような大きな財政を必要としなが

ら経済停滞を起こしてしまうケインズ政策と社
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会政策とを組合せて廃止すべきであり（福祉国

家を廃止せよということと同じ意味である），

経済を成長させるためには自由競争を原則とす

る市場の活動に委ねるならば達成されるとい

う。1970年代には経済学の主流だったマルク

ス主義・ケインズ経済の理論に真っ向から反対

する理論的主張だったから1970年代は時代錯

誤の理論とされていたのであったが，やがて現

実でも福祉国家を否定され，社会福祉が経済を

停滞させる悪者の位置に逆転されるというとん

でもないことが起きてきたのである。

　1970年代というまだ福祉国家が，平等な豊

かさと完全雇用・人権保障が整備され輝いてい

た時期に，なぜ反福祉国家・反ケインズの新

自由主義的・新古典派経済学が復権してきた

のかというならば，小谷義次氏の批判したイギ

リスとアメリカが，小谷氏の批判とはまったく

別の意味で，経済的に苦境に陥っていたからで

あった。ここでくわしくはいえないがイギリス

とアメリカの福祉国家的政策は異質である。ベ

ヴァリッジ・レポートの基本にはケインズ理論

があるはずなのに，世界ではじめて福祉国家を

つくったイギリス労働党は漸進的社会主義政党

だったので，主要な基幹産業を国有化して経済

運営をしたので完全雇用の方はただちに達成さ

れたのであるが，経済活動の方は低迷ぎみで，

のちイギリス病といわれるような非能率ははじ

めからつきまとっていたことがわざわいし，イ

ギリス福祉国家はつねに経済危機に見舞われ社

会政策を維持するのに政府はいつも不況対策

のため苦労するという弱い国になっていたが，

とうとう1979年には福祉国家政策に反対する

サッチャー保守党政権が成立し，まず経済停滞

の原因になっていた国有基幹産業を民営化し，

さらに社会政策の財源をつぎつきに削除してい

き，貧困者・失業者が増大するのもものともせ

ず1990年までの任期のうちに福祉国家体制を

完全に崩壊させていったのであった。

1980年のアメリカにおける反動革命

　アメリカの変貎は，もともと福祉国家を自称

していなかったので複雑で雑多のようにみえた

が，最終的に新自由主義的反動革命にほぼ完全

に成功している。貧困救済やニード支援は公的

には社会保障法だけが対応し，あとの社会問題

は民間の自発的組織の救済活動がすべてを担っ

ていたアメリカが突然変化したのは，暗殺され

たケネディ大統領の後を1963年に継いたジョ

ンソン大統領がベトナム戦争を拡大させること

と併行して「貧困への挑戦」，「偉大な社会の

建設」というキャッチフレーズのもと福祉国家

をめざして社会政策を強化することを宣言し

て，実際に高い水準の国民の社会的権利を保障

する政策を推進しはじめたのであった。さらに

この時期のアメリカの特徴は，つづくニクソン

とカーター両大統領はこのような福祉国家的な

政策の施行方針を継承，発展さえさせていたの

であったが，1973年のオイル・ショック以降

のアメリカは巨額な戦費を使ったベトナム戦争

に敗北したうえ，高水準になっていく社会政策

の大きな費用負担が政府に重くのしかかり，財

政赤字の拡大や高い税を負担する富裕層に税の

嫌悪が広がって経済活動をひかえるので経済停

滞が起き，アメリカの場合顕著だったことはフ

リーライダーとも呼ばれる社会保障，社会政策

の不正受給者が多発し，働かないで「福祉で食

う」という風潮が貧困層の間に拡がり，この現

象に一般納税者がすっかり嫌気がさしてしま

い，貧富すべての各層が勤労を厭うようになり，

アメリカの1970年代の後半は，経済の低迷と

いうより国力の低下という現象がみられ，マル

クス主義理論が批判するのとはまったく異なる
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福祉国家の弊害が典型的に現出していたのであ

る。（条件の整わない国，あるいは社会にいき

なり福祉国家を構築しようとすると，アメリカ

のような政府の失敗という現象が起きるという

ことができるのかもしれないので，日本に関し

ては深い考察が必要であろう。）

　ただ，イギリスを除く西北欧の福祉国家は，

経済的不況に襲われても社会政策の水準を落と

すことなく経済の回復をさせ，依然福祉国家を

持続させているが，アメリカの福祉国家は反ケ

インズ的新自由主義の批判のとおりの政策的失

敗をしていった。古典的には国民の社会的権利

を保障するため，あるいは5巨人悪を攻撃する

ために政府がそれぞれの分野に対応する法制・

施策を実施するようになると，巨額な財源が必

要となるから，国民全般は高額な税負担をさせ

られて不満をもち，保護費受給者はそれで充足

されるので，ともに勤労意欲を失うことにな

り，また政府は財政の負担の大きさに耐えられ

ず赤字を拡大させて市場経済に支障をきたし，

とくに失業救済・完全雇用政策はインフレー

ションを発生させるとしているなど，福祉国家

政策はさんざんな負の成果を生むので，福祉国

家政策は即刻中断して市場は自由にすべきだと

いう主張を新自由主義理論はしていたのであっ

た。

　イギリスの福祉国家を破壊したサッチャーは

実際にハイエクを研究していたといわれている

が，アメリカの福祉国家を未完のうちに壊して

しまうレーガンの方はフリードマンの理論を学

んでいたとは思えないが，反ケインズ・反福祉

国家理論としての新自由主義・新保守主義の勘

所は適確に押えていて，ニューディール以来の

平等を尊敬するヒューマニズムの政治・経済・

社会を反動革命によって反転させた手放しの自

由競争本位の弱肉強食的な格差社会をつくった

のであった。基本的方法は簡単である，徹底し

た減税をして小さい政府にし，社会政策の財源

を削減し，失業者・貧困者を放置して，市場を

自由放任にしておけば経済は活性化し成長・拡

大してという論理的主張だったのであるが，こ

の論理は的中し，1980年代は西欧諸国は経済

的不況にいずこも苦しむようになるのに対し，

イギリスだけは経済的好況となるのであり，ア

メリカにいたっては1980年代から経済成長を

つづけて，1990年代から2009年のリーマン・

ショックという金融危機が突然襲来するまで一

人勝ちという長期的経済成長をつづけていたの

であった。1980年から2009年までの約30年間

は反福祉国家的新自由主義の全盛の時代をつ

くっていたのであった。

　ただ，確かに隆盛を誇った新自由主義・新保

守主義の理論のとおり減税をして政府を小さく

し，金持ち富裕層を優遇して自由放任市場で活

躍させると全体の経済は拡大し，いままでにな

い億万長者（Billionaire）という階層が多数輩

出し，1970年代末には国力まで落ちたアメリ

カが経済的繁栄を極めたといわれたのであっ

たが，小さい政府にして社会保障・社会政策の

水準を引きさげた効果は，レーガン政権の時期

にそれまで存在したことのないおびただしい大

勢のホームレスという人びとを発生させていっ

たことである。レーガン政権当時は7 ～ 80万

人といわれていたホームレス人口が，もっとも

アメリカ経済が繁栄を謳歌していたクリントン

時代（1993―2000）にはさらに増加し200万人

とも300万人ともいわれるほどになっており，

まさに大格差社会をつくっていたのであるが，

ホームレスだけでなく，堤未果氏の『ルポ貧困

大国アメリカ（2009）』によれば，その貧困の

多数性・悲惨さは驚異的であり，とても紹介し

きれるものではないほどのところへ，2009年
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に起きたリーマン・ショックなる金融危機によ

りアメリカは破産国家となり，Welfare Cutの

掛け声とともに福祉国家政策を崩壊させ，細か

なセフティ・ネットもすべて壊した新自由主義

理論と反動革命の時代も終っているのである。

市場の失敗→政府の役割→政府の失敗→社会の

役割へ

　マルクス主義理論家にとっては資本主義体制

内部で国民の生存権・社会権が完全に保障され

るような国家が存在してはならないため，福祉

国家に対しては目の色を変えて詭弁を弄しては

難癖をつけてまで否定しなければならなかった

のであったが，マルクス主義理論とは完璧な理

論的体系をもち世界のすべてを統一的論理で明

確に解明でき，他にない高度な理論をもつマル

クス主義の最大の欠陥は，その理論に依拠して

革命をして創られた旧ソ連を中心にする社会主

義体制が，理念とは似ても似つかない現実をつ

くっていることにある。

　孝橋正一氏は社会主義はダイアモンドで福祉

国家はガラス玉だという噴飯理論を述べられて

いたが，小谷義次氏は1977年にもなってすで

に破綻がみられた現実の社会主義体制や，理論

的にも限界をみせはじめたマルクス主義理論に

ついての見解を示されなかったのは賢明であっ

たといえよう。1992年にはソ連社会主義体制

は崩壊し，マルクス主義理論も後景に退いてい

るからであるものの，じつはそれ以前の1980

年の前後には，先にもみたように小谷義二氏が

批判されていたイギリスとアメリカの福祉国家

がすでに崩壊しはじめ，ケインズ理論まで終焉

したといわれていたのであったが，ところがマ

ルクス主義的社会主義体制とケインズ主義的福

祉国家の両者を打倒して勝利して出現したの

は，こともあろうに福祉切り捨てをして自由放

任の市場に帰ることを主張する右翼的保守主義

である新自由主義理論だったため，20世紀末

から市場・政府・社会施策の理論と現実に大混

乱が起きていたのである。（どんな情勢であろ

うと社会福祉理論にとってその充分条件を満た

すところは福祉国家しかないので，以後も福祉

国家構築の理論を創っていくこと目指すが，そ

のため新自由主義を敵としてその打倒と，また

マルクス主義に対してはその克服とを論議して

いく。）

社会福祉という概念は財政学の一環に位置

付けられなければならない

社会資源論なき無能な救済論

　日本において社会福祉と呼ばれている理論の

もつ論理的誤謬・欠陥をいくつかあげ，社会福

祉という理論が現実とかかわりをもたない理論

家の観念のなかだけで創られた現実に実効性・

有効性のない理論，つまり虚構の理論であるこ

とをみてきたのであるが，それだけの指摘では

理論批判する程度の次元の話題提供でおわって

しまうので，単なる批判だけでなく社会福祉理

論なるものに実効性をもたせるためにはいかな

る論理的処置をしたらよいのであろうかという

ところに踏み込んでいきたいと考える。

　くりかえしになるが，日本の社会福祉なる政

策理論の欠陥の第1は，社会福祉とは資本主義

経済構造の欠陥あるいは市場の失敗が生み出す

格差・貧困・ニード等の社会的不公正・不均衡

を，国・社会（民間）が救済・支援するかして

矛盾・不均衡・格差等の是正を施行する所得再

分配政策・所得移転行為の一部につけられた名

称であって，その救済機能や援助的役割あるい

は支援方法などについてはさまざまに定義され

ているが，ただ日本のいずれの理論的定義にお
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いても市場の欠陥・失敗によって貧困・ニード

が出現するという分析については，資本主義の

否定・革命を任務とするマルクス主義理論に依

拠しているためもあって，割合に詳細・厳密に

解明されているにもかかわらず，その本来の最

大任務である貧困救済・ニード支援を施行・提

供するのに際し，絶対必須・不可欠な財源・社

会資源をどのように造り出し確保しなければな

らないかという経済学的な根源的論理をもつ社

会福祉理論が皆無であるということにある。く

どくなるが，貧困救済・ニード支援，あるいは

格差是正を本務としている社会福祉の政策・施

策実施の成否を握るのは，欠乏・ニードに必要

財源・社会資源が届けられて欠乏・ニードが充

足されてはじめて救済ができたということにな

るはずなので，財源・社会資源という概念を取

り込んで，その創り方を考慮に入れた論理を基

盤におくことなしに，つまり財源・社会資源な

しの徒手空拳で社会問題という，じつは社会主

義革命をしなければ解決できないような体制矛

盾を解決・救済・支援・保障を実施せよという

に等しく，まさに「牛車に歯向かう蟷螂」のよ

うな施策理論 が構築される結果になっている

ので，このため日本の社会福祉理論は救済財源

の裏付けの欠く架空としかいいようのない施策

によって貧困を救済・ニードの支援を実施する

という実効性のない政策理論をつくっているの

である。

財源論・社会資源論の欠如

　この提起をもう少々深く考察をし，日本の社

会福祉理論が必要財源・社会資源造出論を欠く

ゆえに実効力をもたない架空の救済理論にしか

なっていないという事態を見直してみるなら

ば，日本で社会福祉という施策・政策の本質

が政府または社会による所得再分配・所得移転

という市場外の経済行為・財政活動にあること

が，明確に認識され規定されていない事情にも

よるという理由もつけ加えておかなければなら

ない。

　貧困救済・ニード支援にはじまり格差是正に

まで至る諸問題に所得再分配・所得移転する行

為は，政府ならば租税を財源化して法制的に

ニード（所得不足でも生きようとする人びと：

貧困者・障害者・児童・高齢者・母子家庭，お

よび疾病・失業等）に組織・機関が社会資源

〈無償の財・サービス〉として提供して救済・

援助し，また社会（民間組織・団体）の場合は

自発的な参加者などが寄付とボランティアを集

約・確保して社会資源とし，それらをニード・

クライエントにケースワーク的に提供をして，

社会的に自立的生活の不可能な人びとの自立を

支援するという救済活動をするのであるが（後

者のような救済組織のソーシャル・ワーク活動

が寄付・ボランティアを社会資源化してニード

にケース・ワーク的に提供する活動は社会福祉

に歪曲されて採り入れられている：社会資源の

造出方法論が理解されず，社会資源の提供方法

だけが技術論になっている），このような社会

福祉の基本的本務である貧困救済・ニード支援

をする施策や実践は社会資源を提供する所得移

転という市場外の無償の経済活動ということが

できるのであり，このような市場外経済活動と

いうのは市場的需要供給関係と異なって不所得

のニードに無償の社会資源が一方的に供給され

るという対人的な所得移転が主軸になっている

ので見返りのない財源である社会資源というも

のが必須・不可欠であるにもかかわらず，財源

論・社会資源造出論が不在である日本の社会福

祉理論は実効性・有効性のない欠陥理論のそし

りを免れ得ないことになるのである。
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社会福祉の無効性

　簡単にいえば，現代社会においては貧困とは

無所得・低所得のため生活に不可欠な必需品に

欠乏する状況を指すので，その救済のためには

所得・経済を保障すれば欠乏は解消するはずの

ものであり，いい方を変えれば無償の社会資源

としての財源（財とサービス）の提供によって

のみ欠乏・必要性（ニード）が充足されるか

ら，救済のための財源・社会資源は必須・不可

欠なはずであるにもかかわらず，その財源・社

会資源をどうやって確保するか，どのような仕

方で造り出すのかという社会資源造出論，ある

いは捻出の仕方が日本の社会福祉理論では論究

されていないということであり，このため社会

福祉とは社会問題の解決に社会資源なしで対応

する政策論ということになるので，実効性のな

い虚構理論ということになるのである。

　現実的に考えても例えば貧困とは人が生きて

いくに不可欠な必需品に不足することなので，

必需品に代わる社会資源を無償で提供すれば解

消・救済されるので，貧困救済施策にとって何

よりも社会資源が不可欠なことはわかりきった

事柄であるのに，日本の社会福祉理論には社会

資源論がないので，社会福祉は理論からしてす

でに救済が不可能だということなのであり，実

際にも政府が財源を裏付けている法制以外の

領域では有効性をもっていないのである。（ベ

ヴァリッジは5巨人悪《：貧困・疾病・失業・

無教育・不潔》を攻撃する政策を，社会保障・

健康医療・労働政策・教育政策・環境政策等が

総合された社会政策の確立を提案していたので

あるが，それらの財源は社会保険・国家扶助お

よび任意保険によって確保することを求めてい

たのであったが，これに学んだ日本の50年勧

告の委員たちは微妙に誤った解釈をし，社会保

障制度は社会保険・国家扶助・公衆衛生・社会

福祉によって構成されるとしていて，実際に社

会資源を提供して救済・援護する政策・施策と，

財源を確保する制度とが混同されていたので，

財源論が事実上脱落する結果になっていたこと

がずっと理解されてこなかったのである。）

虚構の運動論

　では社会福祉なる貧困救済・ニード支援を本

務とする政策が，実際に救済するために必須な

社会資源をどうやって造り出したらよいのであ

ろうか。日本の社会福祉理論で語られている運

動論は社会資源造出論を代替しているともいえ

よう。マルクス主義に依拠する日本の社会福祉

理論は，資本主義の社会問題は資本家が労働者

を搾取するために出現するので，根本的解決に

は歴史の必然性において資本主義を革命して階

級のない社会主義社会をつくる以外ないのであ

るが，革命の以前でも窮乏化した労働者が革命

に向けての反貧困所得増大・反体制運動をせざ

るを得ないので，この反対運動に資本主義政府

は体制維持のため譲歩せざるを得ず，財政的に

社会問題解決の対策・施策を実施する行為を引

き出すことになるとする一連の運動論が社会資

源の造出論の代わりをしていたのである。

　ただ，この論理の最大の欠陥は，日本におい

ては革命運動の担い手は一貫して少数派であ

り，社会福祉向上運動にいたっては現実的には

皆無に近く，運動の担い手は理論家の観念のな

かにいるだけで，現実にはいないということに

尽きる。

非マルクス主義的経済学

　ところが，マルクス主義の影響を強く受けた

日本の社会福祉の理論家のだれも触れておら

ず，さきにみた小谷義次氏の否定的『現代福祉

国家論』の終わりの部分で，福祉国家を経済的
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側面として批判の対象とするとして挙げられて

いる「混合経済」という，サミュエルソンがは

じめて規定した非マルクス主義的経済学（：近

代経済学）における現代資本主義社会の捉え方

があって，政府の経済活動の一環として社会政

策・社会福祉などは財政的に裏付けられて救済

活動ができる理論として成立・規定されている

のをみることができるのである。現在の経済学

の理論領域には民間部門（Private Sector）の

経済学，つまり市場における生産と消費，需要

と供給，所得分配と資源配分などを分析・掌握

する経済学と並んで公共部門（Public Sector）

の経済学という現実的・理論的分野が存在し，

そこでは政府が国民から徴収する租税を使って

施行する経済活動の政治的倫理・義務・役割等

を規制する理論が展開され，その一環として政

府が納税と引き換えに国民生活を安全・安定・

安心・向上等を保障する重要な義務行為として

の社会政策・社会保障・社会福祉など国民の社

会的権利を保障する政策が位置づけられている

のである。

　つまり，現在の資本主義経済の基本は市場に

おいて国民全員の生産と消費が行われ，人はこ

こを離れては生きることも，生活していくこと

もできないのであるが，マルクス主義理論が批

判してやまないような全国民が生存的に依拠せ

ざるをえない市場＝資本主義経済は大きな欠陥

をもち，格差をつくり失業や貧困・ニードを生

みだす存在で，マルクス主義理論ではこのよう

な経済の欠陥の生み出す失業・貧困等の国民を

苦しめる巨悪は社会主義革命の要因に連なる社

会問題だとしていたが，非マルクス主義経済学

においては資本主義体制内部で政府の手による

社会保障とか，社会政策などの所得移転をさせ

て解決・救済・保障をしてきたのであり，この

ような市場の欠陥が生む格差やその現象である

失業・貧困を是正する政府の経済活動が公共経

済といわれる部門で，現在の資本主義体制は市

場という民間部門と政府という公共部門とで構

成され，市場と政府が相互に支援し合いながら，

欠陥を是正しつつ資本主義経済を発展させてき

たという体制なのである。

混合経済再説

　マルクス主義理論では資本主義経済が民間部

門〈市場〉と独立して公共部門（政府）が自立

的意志をもって活動するはずがなく，資本主義

政府は資本家の委員会で常時経済構造から規制

を受けていてその意のままに動かざるを得ない

存在なので，公共経済という市場の欠陥を調整

するなどという政府の活動というものはあり得

ず，ただ現在のように全般的な危機にある場合

は例外的に政府が経済に干渉する国家独占資本

主義体制をとらざるを得なくなっているとし，

混合経済とは福祉国家と同様その異称だとして

いたのであったが，もう一方の市場経済を完全

に否定して経済はすべて政府主導で運営してき

た社会主義体制の経済は福祉国家以上の不均衡

と非効率を起こして崩壊し，市場の長所を活か

して成長を促し，短所の格差を是正して混合経

済を活用した資本朱体制は格差を縮小しつつ経

済を拡大しつつ20世紀を延命しているので，

一応優れた体制であったというべきであろう。

　スティグリッツは『公共経済学』で，「アメ

リカは混合経済であり，公共部門と民間部門が

ともに重要な役割を果たしている。……政府が

ある活動をするべきであるとする重要な動機づ

け〈モチベーション〉は，現実に市場の失敗が

あるか，またはそれが認められることある。」

というまとめをしたあと，政府が国家体制を

運営・維持するのにいかなる論理によってど

のような政策を実施しているかについて，上下



― 134 ―

名古屋学院大学論集

1000ページを超えるじつに大部な理論展開を

しており，（スティグリッツの経済学テキスト

日本語版は『入門・経済学』が500頁，『ミク

ロ経済学』および『マクロ経済学』がそれぞれ

800頁であるのに対し『公共経済学上・下』が

1000頁を超えているところに特徴がある。）そ

の詳細に触れることはできないが，その後半の

下巻はすべて租税論であって公共経済にはいか

に財源が必要であるかを示しているとともに，

上巻の方はその重要な支出先を政府が公共選択

によって，どこに分配するかについて国防と並

んで医療・社会保険・福祉計画・教育への費用

配分が論究されるのにみられるように，生存権

の保障水準の低いアメリカでも社会保障，福祉

計画は政府の経済活動重要な分野を形成してい

ることが論じられていたのであった。

ケインズ経済学の登場

　話が後先になるが，大恐慌への対策を主要動

機に書かれ，政府の市場への政策的介入を理論

づけたケインズの『雇用・利子および貨幣の一

般理論』と，実際に政府がはじめて自覚的に

市場調整の政策を実施したニューディールと

は直接的な関係はなく併行して展開されたので

あったが，私的市場に公的政府が政策的に介入

して有効需要をつくり出し経済成長をさせ失業

をなくして恐慌の克服の手立てを創ったケイン

ズ経済学は，経験論的な無理論であったニュー

ディールの主導理論であり，その理論づけをし

て市場の最大の欠陥である恐慌などを起こして

倒産や失業・貧困を生みだす自由放任・弱肉強

食の経済を，政府が統制・調整して失業・貧困

を救済し，そのような経済回復・成長を通して

大恐慌まで克服することができ，恐慌こそ共産

主義革命の必然的到来の前兆という理論を虚仮

にし，それまで19世紀〈正確には1825年〉か

ら20世紀の1929年まで100年にもわたり資本

主義社会にほぼ周期的に襲来しては市場経済を

破局させ，資本主義体制を革命の危機にまで陥

ることが常態であった市場本位の資本主義の体

質を変えるほどの効力をもっていたことが認識

され，「ケインズ革命」と呼ばれさえしたので，

第2次世界大戦後は主要資本主義国はいずれも

ケインズ政策を採用するようになっていき，不

況・恐慌へのビルト・イン・スタビライザー（自

動安定装置）が公共部門のなかにはめ込まれた

といわれたのであった。

公共経済学瞥見

　このような，市場の欠陥が生み出す恐慌や格

差（市場の失敗ともいう）に対して，政府が意

図的にケインズ政策を選択してその是正をする

という活動に，加えて政府が租税を財源にして

所得再分配的社会政策の実施もすべきだとする

政府の経済活動を理論化されたのが，1930年

代のハ－バード大学でケインズ理論を学んだマ

スグレイブが1959年に刊行した“The Theory 

of Public finance”（財政学）であった。

　いま，“The Economics of Public Sector”

（公共部門の経済学・公共経済学）と“Public 

Finance”（財政学）とが共通する領域の理論で

あるとすることが許されるならば，現在出版さ

れている公共経済学か財政学のテキストを開い

てみるとすると，いずれの著作にも必ず政府が

経済活動をする重要な分野として社会保障・社

会福祉についての解明に多くの頁が割かれてい

ることをみることができるのであるが，社会保

障・社会福祉とは公共経済学・財政学の理論に

よれば，国民から徴収する租税を使って政府が

施行する経済活動の一環として財政を駆使し

て，市場の欠陥・失敗が発生させる所得格差・

失業・生活破壊・経済混乱等々の社会的害悪の
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解消のために公共的是正政策が財源の裏付けを

もった実効性のある政策・救済策として実施す

べきだという規範的理論が，社会保障・社会福

祉の理論として展開されているのである。

　つまり，財源の裏付け，社会資源の造出に触

れないため会福祉が架空の虚構理論陥っている

ところから，脱出・超克して実際に社会資源が

ニードに届いて現実の苦難・問題が解決できる

ような具体的にも実効性のある現実的有効性を

もつ理論とするためには，財政学・公共経済学

などの論理を基盤に置いて財源に裏付けられた

救済理論を創らなければならないことを経済学

は教唆しているのである。

日本の社会福祉理論に公共経済学を

　日本では政府が市場の失敗を是正して国民の

生存権や社会権を保障する任務を果たすため

に，憲法第25条が規定する社会福祉・社会保

障・公衆衛生という政策が任務を果たすとされ

ているものの，現実的にはその名称の是非はと

もかくとしても，実際には財源の裏付けがきわ

めて不明確なので政策的有効性・実効性をもっ

ていないという考察をしてきたのであるが，そ

うとすれば非マルクス主義的諸経済学を援用し

つつ，これら3者の政策に対して確実に財源の

裏付けを実現化できる論理を明示しなければな

らない責務を負うことになろう。

　端的にいうと，日本の社会福祉理論はマルク

ス主義に依拠して定義づけられてきたから財源

の裏づけの論理を欠くことになっているので実

効性のない虚構の論理になっているから，マル

クス主義経済学に代えて，政府の公共的経済活

動を規定している公共経済学の理論で論理づけ

直してみるならば，社会福祉とは政府が国民の

生存権あるいは社会権を保障する政策・施策で

あるから，政府は国民から徴収する租税を財源

として確保し，市場の欠陥が生んだ貧困・ニー

ドなどにその財源を無償の社会資源化して政府

は所得再分配を政策として施行する公共活動の

一つであるという救済・解決の実効性をもって

いる論理を提起することができるはずだという

ことが許されるであろうか。

　一応いまはこの程度の不備な定義のし直しに

とどめ，のちに社会福祉の論理的虚構性の詳細

な厳密な是正という試みは後に譲ることにする

が，困惑させられることに公共経済学もしくは

財政学を学んでいくと，両理論においてはもと

もと政府の経済活動を規定する規範的な理論な

ので，すでに政府による国民の生存権あるいは

社会権を保障する論理は詳細で具体的な論理を

創っていたのである。

　社会福祉とか社会政策の定義を公共経済学の

論理に依拠してもとめていくと，まず政府が義

務として保障する国民の生存権という納税者の

権利は，単に貧困救済だけではなく，全国民の

生活について安全・安心・安定・向上を全面的

に保障する統合的な政策を意味し，公共経済学

とは政府が租税を使って国防・治安・防災には

じまって，インフラストラクチュア（ここでは

一応社会資本としておく：道路・鉄道・港湾・

公園，上下水道・エネルギー・住宅，医療・教

育・福祉施設等）の整備をすることで保障する

という理論が確立しており，その内容をみてい

くと，貧困救済やニード支援といった救済政策

はこうした政府の実施している広範な総合政策

のほんの一部の施策でしかないことがみえてく

るのである。

　だから，国民の生存権・社会権というような

大きな領域の保障政策の規定を考えていくとす

るならば，こうした小部分の領域の規定を明確

にしただけで終わるものではないことを考えざ

るをえないことがみえてくることをつけ加えて
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おかなければない。現に公共経済学や財政学の

理論のおよぶ範囲，つまり政府が経済活動をし

て国民生活の安全・安定を保障しなければなら

ない政策領域は非常に広範囲であるから，その

全体のなかで小領域の規定を活かさなければな

らないことを知らなければならないことになっ

てくるのである。

　先にいきなりケインズ経済学をとりあげ，そ

の理論が市場の欠陥である恐慌の発生に際して

有効需要を造り出して，その克服をして失業・

貧困を救済する働きをしていることを述べた

が，ケインズ経済学は公共経済学とも財政学と

も同じものではないのであるから，これらの関

係についても解明していかなければならないで

あろう。国民の生存権あるいは社会権を保障す

るためには先にみたような公共経済学あるいは

財政学の論理は，マルクス主義の規定より実効

性をもって社会福祉あるいは生存権保障の規定

ができたのであるが，これだけではまだ不完全

だというところまで経済学の理論は発展してい

たのであり，格差をつくったり，ニードを多発

させたりする欠陥をもつ市場も，もともと経済

成長に最適な機能をもっているので，ケインズ

政策の助力を得ながら適切な成長をさせて財源

の確保をしつつ，それを使って格差の是正のた

めの所得再分配政策を高い水準で実施するよう

な公正を求める民主主義の政府の選出が必要で

あることだけをつけ加えておきたい。

日本の社会福祉理論の欠陥問題・再論

マルクス主義理論の誤謬

　さらに，日本の社会福祉理論の誤認的欠陥を

あげるならば，社会福祉と呼んでいる政策の役

割・任務の中心は貧困の救済という経済学の課

題と共通しているにもかかわらず，社会福祉の

理論家のほとんど全員がマルクス経済学には通

じていても，現代経済学とりわけケインズ経済

学の理解には疎いという問題が介在していたこ

とであった。

　くどくなるがマルクス主義理論からすれば，

社会福祉がその解決の対象とする貧困がなぜこ

の社会に出現するかという根源的理由の解明

は明解で，資本主義経済は生産手段を私有す

る資本家階級が無所有の労働者階級を可変資本

として商品化して商品の生産に組み込んで搾取

する構造になっているので富が偏在するように

なり，資本家化階級はますます富を蓄積しでい

くため労働者階級はますます窮乏化させられて

必需品にまで欠乏するという事態に追いこまれ

る状況が貧困であるとする分析をしているので

あるが，マルクス主義の場合はこのような実証

的理論が析出した結論をただ提示するだけにと

どめることなく，階級社会で搾取・収奪・抑

圧・支配を受けて過酷労働に低賃金の対価しか

受けられず困窮する労働者階級を，この地獄の

ような現実から実際に救済・開放するための規

範的理論が重層化されているところに特徴があ

り，資本主義体制において実際に資本家階級に

搾取され虐げられ窮乏化を受けている労働者階

級は，その悲惨な現実に生きざるを得ない原因

が社会構造に起因することを認識するようにな

り，資本家階級・資本主義体制への反撃・闘争

を開始するようになり，やがて階級的団結をさ

らに強化して主体的に蜂起を企てることと，客

体的には資本主義固有の恐慌という経済的危機

とが重なったとき労働者階級による革命が推進

され，政治的には資本主義体制から権力の奪取

を，経済的には資本家による生産手段の私的所

有を共同所有に，社会的には階級を解消して無

階級に変革して，共産主義社会を創造していく

ならば，貧困も失業も人間疎外も完全に解決す
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るという理論的主張がなされていたのである。

日本の社会福祉論の欠陥

　このようにマルクス主義理論は，日本で社会

福祉と呼ばれている施策が救済しなければなら

ない対象である貧困がなぜこの社会に発生する

のかについて，そしてその貧困を解消するため

には究極は革命という社会体制の転換をしなけ

ればできないことについて，ほぼ完璧なまでの

体系的解明がなされていたので，社会福祉理論

も他の社会科学理論と同様にマルクス主義の論

理を中核において理論を構築するようになって

いるのであるが，とくに社会福祉理論にとって

はマルクス主義理論とはまさに貧困・失業救済

の理論そのものにみえたに相違ないから，その

理論に全面的に依拠する論理を展開していたの

は当然であった。

　その代表的なものとして孝橋正一氏の理論を

あげると，「資本主義制度の構造的必然の所産

である社会的問題に向けられた合目的・補充

的な公・私の社会的方策施設で……その本質

は，労働者＝国民大衆における社会的必要の欠

乏（社会的障害）状態に対応する精神的・物質

的な救済，保護及び福祉の増進……」といった

規定をされていたのであるが，この規定の意味

する内容をマルクス主義に還元して読み替える

と，資本主義体制のなかで貧困に陥っているあ

る層の人びとを単に救済するではなく，資本家

階級に搾取されて損害を受け需要を抑圧せざる

をえなかった全労働者階級と，直接労働力を売

ることができないため所得が得られないので必

需品不足のまま困窮生活を余儀なくさせられる

人びとを含むすべての人びとの欲求（近経では

生きるという意味）を充足させることに主眼が

置かれていることがみえてくるのであり，実際

は労働者階級および被抑圧階級を解放しようと

いう革命の理論の言い換えだったのである。

　正確には孝橋正一氏は大河内一男氏の社会政

策の理論を継承して，労働力を売って生産に従

事しながら過酷労働と低賃金のため労働者階級

の生活窮乏化・精神的退廃などは労働問題・社

会問題だとしてこの対応策は社会政策であり，

労働者以外で直接生産にたずさわらない人びと

のあいだに降りかかってくる生活の困難は資本

主義の生産体系の中心から外れた消費の場に派

生的に発生する社会的問題なので，それらへの

対応は社会事業（社会福祉）が担当するという

明確な区分をされていたのであったが，この理

論の最大の弱点・欠陥は社会問題・社会的問題

という資本主義経済の根源的矛盾が生む革命の

原因となる巨大な貧困群，非資本家全体の生活

苦を解消させるには社会政策・社会事業程度の

財源規模では解決できないという大問題に無関

心であることなのである。

　つまり，「資本主義制度の構造的必然の所産

である社会的問題」というマルクス主義の理論

に依拠して問題解決を提起するならば，その根

源にある階級社会の矛盾の発現である社会問題

は革命によって所有関係を変えて搾取をなくす

以外に解消できるものではないので，共産主義

社会を創っていく論理を展開しなければならな

い任務をもっていたにもかかわらず，孝橋正一

氏をはじめとして日本の社会福祉の理論家は革

命の課題を社会福祉にすり替えているのであ

る。社会問題の解決は革命による以外不可能で

あるという革命的社会福祉論を構築する責任が

あることに無知・無頓着であったから，体制変

革・革命推進に代えてまったく規模の小さな社

会政策・社会福祉を対応させるという政策対応

の誤謬を犯していたのである。
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革命的社会福祉論

　そんなマルクス主義系の理論のなかで社会主

義革命らしきものが論究されている論理を創ら

れていたのは一番ヶ瀬康子氏であったが，その

社会福祉政策論の骨子をみると，「主体が国家，

本質的に規定すれば国家独占資本……客体が労

働者階級を基礎とし，国民のなかの無産階級で

あり……その経済的困窮より生じる社会生活の

困難，すなわち社会的不適応現象を含めて，い

わば生活全般の問題が対象となる。」とされて

いるのであるが（マルクス主義理論では福祉

国家を国家独占資本主義としていた），この規

定も先ほどからみているように社会福祉の任

務・役割を階級社会である資本主義体制におい

て資本家階級に搾取・収奪されて「経済的困窮

する…無産階級の…生活全般の問題が対象」と

いう全被支配者階層の生活の保障を担わされて

いることがみえ，革命をして無階級の共産主義

社会を創らなければ解決できない大多数の国民

の生活問題を社会福祉という小規模な能力しか

もたない政策にゆだねるとするところまでは孝

橋正一氏など他の理論と同じであったものの，

ただ，一番ヶ瀬康子氏は全国民の生活問題を実

際の社会福祉だけで解決させることは不可能で

あることは認識されていたので，資本主義体制

内部では国民生活の保障が不完全な部面は反政

府的要求闘争を絡ませて社会福祉を政策的に発

展させることは革命に向かわせる機能の顕現化

であるとする運動論なる規定を加えることによ

り，社会福祉という概念がその規模や能力をは

るかに超えて体制転換をする革命という役割ま

で負わせる架空な観念的論理に堕している理論

に実際に革命性をもたせるという成果を与えて

いたのであった。

　しかしよくみると，要求運動により政府に生

活権保障政策を向上させてできるだけ多くの人

の生活の欲求を充足させていくことが革命につ

ながるという論理は，正統派マルクス主義から

革命論ではなく修正主義とか漸進的改良主義な

どと蔑称されていた論理と同質の，しかも運動

の担い手が不明の変種の理論にしかなっていな

かったのである。

革命という錯覚

　このように社会福祉なる一応は貧困救済施策

とされる活動・行為あるいは政策なるものを，

日本ではマルクス主義的な革命の理論に依拠し

て解釈し，あたかも全国民にかかわる資本主義

経済から受ける被害・困窮問題を解決させると

する過剰な任務をもたせる虚構論理を成立させ

ていたので，非マルクス主義理論の方も大課題

をふりかざすようになり，社会福祉固有の理論

として定義されていた岡村重雄氏は「全国民が

生活者としての主体的社会関係の全体的統一性

を保持しながら生活上の要求を充足できるよう

に，生活関連施策を利用，改善するように援助

する……」といわれているが，ここでも社会福

祉というじつに小規模な施策が（とくに日本の

貧困救済施策の財源は以前から小規模であっ

た）「全国民に……生活上の要求を充足させる

……」ことは現代経済学が目標とする論理であ

り，マルクス主義理論にあっては資本主義社会

では全く不可能であるとしている論理であるに

もかかわらず，上述のマルクス主義理論と同じ

に共産主義社会でしかできないような虚構の定

義を成立させていたのである。

　全国民の生活要求の充足ができるように財と

サービスを供給可能するためには，マルクス主

義と系列を異にする現代経済学において国内総

生産（GDP）を増大させたうえ，所得分配を

公正にする政策の推進によるしかでき得ず，現

代ではマルクス主義が否定してやまない市場と
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政府との連携がこの役割を果たしているのであ

り，このことを理解するためには現代経済学の

知識が必要なのであるが，日本の社会福祉理論

においてはマルクス主義理論も非マルクス主義

理論も現在の経済学・経済政策に依拠する論理

を創っていないので，上述してきたように実際

の政府施策の規模とマルクス理論が解釈する対

策の規模とが大きく齟齬する結果になっている

のである。

　端的にいえば，貧困を解消させるためには市

場経済を成長させて諸個人の所得分配の増大さ

せることを図り，そこで起きる格差は民主主義

の政府が所得再分配をして是正をしていけばで

きるという現代経済学を基礎にした政策理論が

できていたにもかかわらず日本の社会福祉の理

論家たちは活用できていなかったことを後述す

る。

国民の生存権を完全に保障ができるのは社

会民主主義政府しかないこと

マルクス経済学から現代経済学へ

　前節で一番ヶ瀬康子氏の社会福祉の「主体は

国家，本質的に規定すれば国家独占資本主義」

という文を引用したが，なぜこんな規定をされ

ていたかというならば，第2次世界大戦後から

日本のほとんどの社会科学理論は1991年に旧

ソ連の共産主義体制が崩壊するまではマルクス

主義に席巻されていたので，当時のマルクス主

義理論が20世紀には帝国主義段階に達してい

た先進資本主義諸国の間には二度の世界大戦を

起こして相互破局に直面し，さらにロシア革命

や大恐慌に遭遇して破滅的打撃を受けて体制が

全般的危機に陥っていたので，いずれの国も経

済・政治・社会のすべての面で弱体化して崩壊

の危機に瀕していたうえ，内部では窮乏化・生

活困窮する労働者階級が反資本主義運動を激

化させて体制を転覆させえる革命のために蜂起

や騒動を起こして社会に混乱・不安定をもたら

すので，それまで中立不干渉の夜警国家をよそ

おっていた政府・国家が深刻な危機克服のため

に，マルクス主義の論理に反してなりふりかま

わずすべての領域に強制や調整などさまざまに

政策介入し，崩壊の危機に対抗する防衛体制を

つくっている事態を指して，帝国主義段階のな

かでの私的独占主義期につづく国家独占資本主

義への転換だという規定をしていたのであり，

このような全般的危機とまでいわれる事態から

脱出のため資本主義政府は社会主義を模倣して

国家主導で独占資本に金融支援などの擁護を中

心任務にしつつ，反資本主義運動をする労働者

階級には社会政策・社会保障・社会福祉などの

生活援護政策を設置して譲歩をして，闘争を慰

撫するなどして社会主義前夜の破滅しつつある

体制の延命を目的に変化した国家形態だとして

いたのであり，このようなマルクス主義の解釈

からすると国家独占資本主義とは体制延命のた

め資本主義のまま政府が市場に政策介入して企

業利益を増大させて主として資本家階級を助成

しながら，同時に要求闘争をする労働者階級に

はほんのおこぼれ程度ながらその利益の一部を

まわして国民生活をも政策保障もしているの

で，生活保障は低水準ではあるものの福祉国家

とはまさに国家独占資本主義だということにな

るのである。

ケインズ経済学・再論

　ところが，マルクス経済学や史的唯物論の厳

密な論理からすれば，人類が歴史的に構築した

社会的存在としての上部構造である国家・政府

は，土台（下部構造）である経済機構にその

あり方を規定されるだけの一方的な関係にあ
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るとし，逆に政府など上部構造から何らかの意

図・規範をもって歴史的必然性の根源者である

経済・経済機構に対しては干渉・介入するとい

う行為・活動は理論的に土台を動かすことは不

可能な構造になっているため，という理論に

なっているにもかかわらず，その理論に違反す

るような現実が出現していたのは，1929年の

大恐慌への対策として立案・施行されたニュー

ディールにはじまる金融危機に対する資本主義

の政府による市場介入政策だったのであり，マ

ルクス経済学の理論からすれば成立するはずの

ない国家による経済・社会への支配は，資本主

義国家が帝国主義段階の最末期に全般的危機に

瀕し，それまでの自由放任主義的夜警国家から

体制のすべての分野に国家自身が危機克服のた

めの政策的梃入れをする転換をしたことを意味

するとし国家独占資本主義という否定的な蔑称

を与えていたのであるが，先にみたように旧ソ

連が崩壊するまでは社会福祉理論のみならず，

日本の社会諸科学のほとんどすべてはマルクス

主義の立場に立っていたので，世界の先進的資

本主義国家はいずれも国家独占資本主義をとっ

ていると信じられていたのであった。

　ただ，確かに大恐慌に対するニューディール

の施行以降ほとんどの資本主義政府は市場介入

するようになるので，一見マルクス主義のいう

とおり国家独占資本主義という国家介入の政策

選択をしているようにみえるが，しかしじつは

恐慌に際し政府による市場介入政策を採って経

済成長させることによりその克服を図るべきだ

という理論を提起していたのは1936年に『雇

用・利子および貨幣の一般理論』を刊行したケ

インズだったのであり，マルクス主義理論では

資本主義の断末魔に国家が苦し紛れに市場を統

御し社会を弾圧する革命前夜の国家独占資本主

義をつくるという論理とまったく逆に，ケイン

ズの理論に即して政府による市場介入を現実に

実施した資本主義国家は経済成長を成功させ，

完全雇用を達成させるという成果を獲得し危機

にあった資本主義体制を起死回生させたので

「ケインズ革命」といわれ，民主主義の政府活

動は資本主義を根本的に変えていくことになる

のであり，この立場からは「ケインズ主義福祉

国家“Keynesian Welfare State”」という名称

で呼ばれたりしている。

国家独占資本主義か福祉国家か

　池上淳氏の『国家独占資本主義論争（1977

年）』をみると，日本において国家独占資本主

義という規定が登場するのは1948年のことで

あったといわれているが，先にも述べたように

第2次世界大戦後の日本のアカディミズムは圧

倒的にマルクス主義の立場に立つ理論家によっ

て占められていたからこの規定はほぼ全社会科

学に広がっていき，同書によれば「国家独占資

本主義が一方では独占の資本蓄積様式にかかわ

る問題であるとともに，他方では，資本主義か

ら社会主義への移行期，あるいは過度機におい

て資本主義的生産関係を国家権力によって維持

する体制でもあることは論争参加者の等しく認

めるところであった。」といわれているように，

国家独占資本主義を社会主義への移行期とか，

半ば社会主義化した体制というようにみていた

ので20世紀末には通用しない規定として消滅

してしまっているが，非マルクス主義理論の方

からみるとマルクス主義理論の規定する国家独

占資本主義とは政府がケインズ理論に基づいて

市場介入政策を施行している政治体制を指して

いたのであった。

　くりかえすならば，マルクス主義理論のいう

経済・社会を国家統制する国家独占資本主義と

は社会主義並行する諸条件が成熟している体
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制，つまり資本主義の終末という意味をもつの

に対し，同列には論じられないものの近代経済

学・ケインズ経済学がみると，つねに失敗をく

りかえして社会に恐慌，失業・貧困を現出させ

る市場に，政府が財源をもって公共投資をして

有効需要を造り出して経済成長を促進させて不

況を克服して資本主義を強化させ，発展させて

いるという正反対の役割・機能を同じ政策のな

かにみていたといえよう

　もう少しくわしくみるならば，ケインズの経

済学とはもともと大恐慌対策のためにつくられ

た理論で，政府が財源（多くは赤字国債による

借金）を投入するという市場への政策的介入を

して有効需要を創り出して経済成長を促進し恐

慌＝失業を克服・救済して，完全雇用を達成さ

せるならば社会全体の所得分配分が拡大するの

で一定の貧困は解消するというもので，貧困救

済政策に有効性をもたせるためは欠くことので

きない政策理論だったのである。

　ただ，経済成長政策だけでは市場の欠陥が生

み出す格差や政策の恩恵を受けられない高齢

者・児童・障害者・単親家庭などのニードな

ど，あるいは不時の災害・災難については，経

済成長政策に加えて社会民主主義政府の平等化

理論に即して増大した諸個人の所得に累進課税

をして財源を造り，それを基礎に所得再分配政

策を実施して全員が平等で安心・安全・安定し

た生活を送ることができるように保障している

のが福祉国家なのであり，こうした国民生活を

高水準で平等に維持できるよう保障，また生存

権・社会権をほぼ完璧に保障して失業・貧困を

完全に解消しているだけでなく，非経済的ニー

ドにも社会資源を提供して完全に救済する体制

をとっている北欧4カ国やベネルックス3国な

どの福祉国家は，政府が（多くは社会民主主義

政権であるが）ケインズ経済政策と社会民主主

義的所得再分配政策を重層化させて実施してい

るのをみることができるのである。

福祉国家の論理

　ところで，日本の社会福祉なる理論において

経済成長政策と所得再分配政策とを重層化して

実施して国民の生活権を完全に保障するという

論理が皆無なのは，かつてマルクス主義理論・

国家独占資本主義論に理論支配されていた名残

で，非マルクス主義系の近代経済学あるいはケ

インズ経済学の活用方法がわかわらないからで

あろうか。（京極高宣氏には『福祉の経済思想』

という著作があり，そこには『ケインズ革命』

というじつに適切な紹介の章を書かれえている

が，生存権保障のためにケインズ政策をいかに

活用するかという論議に踏み込もうとされてい

ないのである）。

　かつて（1999年）「社会福祉とは，経済的に

は資本主義体制，政治的には民主主義体制をと

る都市型社会において，市民の権利としてその

自立的生活，自己実現，社会参加を支援し，社

会の統合と安定を達成維持することを目標に，

自治体政府を基軸に広く公私の個別的，組織的

な参画によって，展開される社会的方策施設の

体系……」という，国民（市民）全体の生活を

保障するかのような不可能な定義をされてい

た現在の社会福祉学界の第1人者の古川孝順氏

は，近年（2009年）定義を社会福祉は社会政

策体系のなかで考えなければならないという武

川正吾氏の提起を受けて，「社会政策は，『現

代社会において展開される政策群のうち，経済

政策・政治政策（統治政策）・文化政策とは区

別され，資源の配分や人々の人びとの安全・安

寧，尊厳の維持・促進・回復に関連し，個人・

家族・集団・地域社会・社会階層・社会関係な

ど，もっぱら社会の社会〈共同体〉システムと
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しての側面に働きかける政策』として理解され

る」といわれているのであるが，この定義の基

底に現在の経済学，厚生経済学，公共経済学（財

政学）などの論理が関係づけられていないので

単なる羅列に終わっていることを指摘しておき

たい。

　（さらにつけ加えて置くならば，政府が社会

福祉等の貧困救済政策＜あるいは国民の生活権

保障政策等＞を社会の成員全体の所得水準と均

衡を測りながらどの水準の財政規模で裏付けを

するかという公共選択については，近年ますま

すその論理が精緻を極めるようになっている厚

生経済学“Welfare Economics”における公共

選択論，政策決定論を必要とするようになっ

ていることは，論争を含めてのち詳述する。た

だ，社会全体の厚生“Welfare”を最大化しつ

つ富者から貧者へ所得移転をして社会全体と諸

個人の厚生＜：福祉＞をともに大きくしつつさ

らに分配を公正にさせようというピグーにはじ

まった厚生経済学も，幾多の論争をくりかえし

たのち現在では社会的施策の水準を引き下げる

べきだという厚生経済学まで成立していること

もつけ加えていかなければならない。その代表

は2009年に大部で驚異的に緻密な『厚生経済

学の基礎』を刊行された鈴村興太郎氏である。）

救済理論としての社会福祉ならキリスト教

の倫理を抜きにしては成立し得ない

社会福祉とキリスト教

　日本の社会福祉の理論家の多くが，おそらく

熟知しているに相違ないのにほとんど触れよう

ともしない重要な事実に，キリスト教およびキ

リスト教社会においてのみ社会慣習としての救

済行為・相互救済が常態化してきているのに対

し，日本にはこうした社会慣習はないというこ

とである。

　簡単にいいきってしまえば，西欧キリスト教

社会には古くからキリスト教の教義に従って赤

の他人を隣人として救済するような社会的倫理

ともいうべき慣行があり，現在でもいわば他者

（隣人）救済という倫理は持続されているし，

また生存権保障といった政府の公共的施策にお

いてもその基盤にはキリスト教的社会的倫理や

共同体が継承されていることは確かであるし，

福祉国家も同様である。これに対して日本には

赤の他人を救済するような慣行はまったくな

く，救済活動の起源となるような伝統もほとん

どないといいきってもいいような国なので，い

まだに社会政策が充実していないことを銘記し

ておかなければならない。

　社会福祉なる貧困救済・ニード支援施策はキ

リスト教社会にしか存在しないことは，キリス

ト教は小さい者・弱い者・貧しい者等の地の民

の救済を最優先するという教義をもちし，福音

書ではイエスまで率先して自らそのような弱小

貧者に救済の手を差し伸べている一神教の宗教

なので，キリスト教徒が圧倒的な多数派を占め

る西欧社会では信者たち自身や，教会・修道院

などが教義に従って積極的に弱小貧者の救済を

してきているのであり，そのことは後に詳述す

るが，日本にはこうした伝統があるはずがな

かったにもかかわらず，日本にも古くから仏教

寺院や皇室などが中核になって救済活動があっ

たように考えられているのは，救済施策の歴史

の理論を論じる理論家がマルクス主義の史的唯

物論の理論によって発達史として，社会の発展

と同じように生産力の発展に対応して必然的・

法則的発達するという叙述していて，西欧先進

国も日本も慈善事業的段階・社会事業的段階・

社会福祉的段階というように発達するという名

称からしてあり得ない歴史理論が有力であるな
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ど，厳密に救済の理論化がされていないため，

社会福祉学界の第一人者の古川孝順氏まで「我

が国の社会福祉の歴史を取り扱っている書物を

みますと，しばしば聖徳太子の事跡から書きは

じめられております。そうしますと，このよう

なこんにちの社会福祉につながる営みは千数百

年も昔からあることになるわけです。ヨーロッ

パの救済の歴史をみても，同じような経過がみ

られます。共同体と共同体とのあいだに萌芽し

た救済活動が幾多の曲折を経過しながら国の政

治組織によって策定され，その行政職を通じて

展開されるものに発展してきたというわけで

す。そのような発展の最終段階が国家福祉であ

り，その具体的な形態が福祉国家体制であると

いう理解が成り立つように思います。」といわ

れているのであるが，これほど日本の過去の無

策さへの反省とキリスト教の救済とその実践の

重さへ理解を欠いたきわめて不認識な話はな

く，これが日本の社会福祉学界の長老理論家の

歴史論ということになると大変に困惑させられ

る理論的感想なのである。

　じつは，「こんにちの社会福祉につながる営

み」は「ヨーロッパの救済の歴史」にしかない

という事情を知らないことは，今日の日本には

社会福祉などというものがないことを理解でき

ていないのは当然であるし，社会福祉とは何か

さえ解らないことも意味している。

日本での慈善の規定

　現在の日本の社会福祉学界の長老理論家の古

川孝順氏が，先に引用したように，日本の保障

政策・救済活動やそれらの歴史と，西欧の福祉

国家政策とその歴史につて区別をされないこ

とに少々疑問符を付けたのであったが，彼我

の区別をされないのは当然だと思える文を，か

つてのキリスト教社会福祉学の最高峰の理論家

であった嶋田啓一郎氏が日本基督教福祉学会

の編集で出版された『キリスト教社会福祉概

説（1978年）』の巻頭論文の『キリスト教社会

福祉の成立と展開』において「中世紀の慈善行

為は，自己贖罪の目的のための求報的動機に伴

う主観的・恣意的態度によって，隣人の危急・

苦悩を告げる客観的事実から離れて，偶発的に

『無差別的慈善』（Promiscuous charity）を行い，

ボサンケのいわゆる『散水的慈善』の弊害に陥

ることも稀ではなかった。」という文を残され

ているのに接するならば，キリスト教社会福祉

の理論家が総結集されてつくられた概説書での

慈善の規定がこれなのでは，仏教の僧籍を持つ

と聞く古川孝順氏が日本もヨーロッパも同じと

考えられるのは当然だったのである。

　だから，マルクス主義的社会福祉の最高峰の

理論家の孝橋正一氏は，「慈善と総称せられて

いるものの観念は，個人の発見と自覚以前の人

間像と固定的身分秩序の社会的経済構成のうえ

に，弱いもの・憐れむべきもの・権利のないもの，

総じて支配されているものの対する支配するも

のの一方的・恣意的な恩恵・施与として与えら

れる場合をさすが，それは政治的には支配者の

支配政策の一形態としてとしてあらわれ（慈

恵），宗教的には神への奉仕やその恩恵を期待

する愛他的施与となり（慈善），非宗教的には

経済的身分を前提とした人道主義的道徳観にも

とづく信条の流露として現象するもの（博愛），

（『社会事業の基本問題』）」であるとされて，「慈

善は総じて与えるものに恣意性と優越化を与え

るとともに与えた結果についてはおよそ無関心

であったし，与えられたものにとっては，はじ

めから要求権などあろうはずはなく，ただ屈従

性と隷属感を深めるばかりであった。（『新社会

事業概論』）」と，慈善に対して極めてまとはず

れな否定的な見解を述べられておられるため，



― 144 ―

名古屋学院大学論集

日本の社会福祉の理論家は古代から中世にかけ

てのヨーロッパ・キリスト教社会で教会・修道

院あるいは市民が行っていた宗教的救済や相互

の救済についてほとんど無関心・無知になって

しまっていることが，社会福祉を過って捉える

ことにいきついているので，嶋田啓一郎，孝橋

正一両氏の慈善の解釈を徹底的に批判し転倒さ

せなければならないのである。

キリスト教の救済教義とは

　そこで両氏の慈善の否定的解釈を逆批判する

ため，キリスト教だけが日本でいう社会福祉な

る貧困救済・ニード支援の実践や施策施行の源

流となる教義・倫理を神からの啓示・命令とし

て提示されている経典をもつ宗教として，全人

類の救済にいたるまでの神と人の行うべき倫理

と実際を創り出し提起していて，その一環に位

置づけられているものとして捉えなければなら

ないからである。

　キリスト教を信仰して生きるということは，

旧約・新約聖書に書かれている神の命令である

戒律に従って，徹底して神への祈りを主としな

がら，たとえば修道院の倫理である服従・禁

欲・純潔といった生活を送るといった生き方に

おいて自足することにあるということが許さ

れるとすれば，とくに新約聖書の福音書は神の

子であり救世主であるイエスは弱い者・小さい

者・貧しい者を救済するためにこの世に贈られ

てきたとされ，主自ら直接これらの地の民を癒

やすのであるが，同時にこの世で苦しむ者は優

先して神の国への入国が許されて，そこで完全

な幸せな生を送ることができるという倫理構造

になっていて，信者には神の国に入るため悔い

改めることが要求されるとともに，さらに財を

捨てて貧困になることも要求される。そのため，

旧約の時代からユダヤでは神は強者，富裕者，

上流社会を憎みののしり，権力者を王座から引

きずり落とし，奢侈，逸楽の生活をする者を地

獄に落とすとし，逆に貧しい者は聖人と同義語

で神の友だとして，貧困・謙虚・柔和・信心は

徳だという道徳観を形成されていたのであり，

その倫理をイエスは継承していたので貧しい者

の優先的選択という立場に徹していたから，た

とえば有名な「金持ちが神の国に入るのはラク

ダが針に穴を通るより難しい」というイエスの

言葉が出てくる場面は，ある青年が「永遠の命

を得るにはどんな良いことをすればよいか」と

質問されたのに答えて，「殺すな，姦淫するな，

盗むな，偽証するな，父母を敬え，また，隣人

を自分のように愛しなさい」という掟を守れと

いったのに対し，青年は「そういうことはみな

守ってきました。まだ何か欠けているでしょう

か。」と再問したのに対し「もし完全になりた

いのなら，行って持ち物を売り払い，貧しい人々

に施しなさい。そうすれば，天に富を積むこと

になる。それから，私に従いなさい。」といわ

れると「青年はこの言葉を聞いて悲しみながら

立ち去った。たくさんの財産をもっていたから

である。」という話のあとに，イエスが弟子に

語った言葉だったのであったが，おそらくこの

挿話とイエスの言葉は社会福祉の起源を語って

いるといってもよいだろう。実際，旧約・新約

聖書には隣人愛の別名である社会福祉的救済実

践を倫理的に要請するこうした教義や喩え話に

満ちている。

　（私は総合研究所から2年にわたって研究助

成金をいただきながら葛井義憲先生と大宮有博

先生の指導を受け，その報告を兼ねてこの『名

古屋学院論集』に『キリスト教の理念・倫理と

生存権保障政策』，『キリスト教の教義を根拠に

おく社会福祉理論の構築を求めて（1）,（2）,』

を書き，そこでキリスト教だけが社会福祉の根
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源となっていて，旧約・新約聖書はまさに社会

福祉の倫理・精神を規定しているバイブルであ

るという論究をしておいたので，詳しくはそち

らに譲ることにするが，キリスト教こそ社会福

祉なる政策にとってその原理，実践の指針を与

えてくれる基本理論という面をもっている経典

宗教であることは，いまだに研究中である。）

神の日は社会福祉の決定版

　福音書はでさまざまに隣人愛の行為であるい

わゆる社会福祉実践をすべきことを奨励してい

るが，救済や施しは他人のためではなく自分の

ためにすべきであるという決定的論理が「最後

の審判」とか「神の日」といわれるもっとも重

要な出来事として描かれている。マタイによる

福音書では「すべての民族を裁く」として叙述

されているので少し長いのであるが引用してお

きたい。「人の子は，栄光に輝いて天使たちを

したがえてくるとき，その栄光の座につく。そ

して，すべての国の民がその前に集められる

と，羊飼いが羊と山羊を分けるように，彼ら

をより分け，羊を右に，山羊を左におく。そこ

で，王は右側にいる人たちに言う。『さあ，私

の父に祝福された人たち，天地創造の時からお

前たちのために用意されている国を受け継ぎな

さい。お前たちは私が飢えていたときに食べさ

せ，のどが渇いていたときに飲ませ，旅をして

いたときに宿を貸し，裸のときに着せ，病気の

ときに見舞い，牢にいたときに訪ねてくれたか

らだ。』すると。正しい人たちが王にこたえる。

『主よ，いつわたしたちは，飢えておられるの

を見て食べ物を差し上げ，のどが渇いておられ

るのを見て飲み物を差し上げたでしょうか。い

つ，旅をしておられるのを見てお宿を貸し，裸

でおられるのを見てお着せしたでしょうか。い

つ，病気をなさったり，牢におられたりするの

を見て，お訪ねしたでしょうか。』そこで，王

は答える。にもいう。「『はっきり言っておく。

わたしの兄弟であるこの最も小さい者の一人に

したのは，わたしにしてくれたことなのであ

る。』／それから，王は左側にいる人たちにも

言う。『呪われた者ども，わたしから離れ去り，

悪魔とその手下のために用意してある永遠の火

に入れ。お前たちは，わたしが飢えていたとき

に食べさせず，のどが渇いたときに飲ませず，

旅をしていたときに宿を貸さず，裸のときに着

せず，病気のとき，牢にいたときに訪ねてくれ

なかったからだ。』すると，彼らも答える。『主よ，

いつわたしたちは，あなたが飢えたり，渇いた

り，旅をしたり，裸であったり，病気であった

り，牢におられたりするのを見て，お世話をし

なかったでしょうか。』／そこで，王は答える。

『はっきり言っておく。この最も小さい者の一

人にしなかったのは，わたしにしてくれなかっ

たことなのである。』こうして，この者どもは

永遠の罰を受け，正しい者は永遠の命にあずか

るのである。」（第25章31 ～ 46節）という驚

異的の厳しい記述をみれば，人が生涯の最大の

神の裁判で永遠の命を授かるか，永遠の罰を受

けるかの岐路がもっとも小さい者への施し・救

済をするかしないかで神の裁断がくだされると

いうのであるから，信者なら当然神の意思どお

りいと小さき者の救済をするに相違ない。信仰

としての隣人愛・救済行為がキリスト教にしか

存在しない理由はここにある。

キリスト教的社会倫理

　このようにもっとも小さい者を大切にし，救

済・保護すべきであるとするキリスト教独自の

慣行の基礎には，弱い・小さい・貧しい者は善

で正しく，逆に強大で富裕な権力者は悪で不正

あるという唯一神への絶対的信仰からする倫理
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が存在していたということができようが，この

ような倫理の成立についてニーチェは，「ユダ

ヤ人とは，貴族的な価値の方程式（すなわち良

い＝高貴な＝力強い＝美しい＝幸福な＝神に愛

された）を，凄まじいまでの一貫性をもって転

倒させようと試みた民族であり，底知れぬ憎悪

の（無力な者の憎悪の）歯を立てて，その試み

に固執した民族なのである。すなわちユダヤ人

にとっては『惨めな者だけが善き者である。貧

しき者，無力な者，卑しき者だけが善き者であ

る。苦悩する者，とぼしき者，病める者，醜き

者だけが敬虔なものであり，神を信じるもので

ある。浄福は彼らに与えられる。―それと

は反対に汝らよ，汝ら高貴な者，力をふるう者

よ，汝らは永遠に悪しき者であり，残忍な者で

あり，欲望に駆られるものであり，飽きること

を知らぬ者であり，神に背く者である。汝らは

永久に救われぬ者，呪われた者，堕ちた者であ

ろう!』というわけだ。（『道徳の系譜学』）」と，

弱者・被虐者であることに固執するイスラエル

民族が権力者・富裕者などの強大な者への憎

悪・怨念（ルサンティマン）を倫理的価値観の

世界で通念を逆転させているという解明をして

いるが，キリスト教においてはこの独自な倫理

をさらに進めているのであり，イエスは神の国

という概念を媒介にして，弱小貧者は無条件で

神の国へ，強大富者はそのまま地獄へという規

範を創っただけでなく，福音書の各所で永遠の

命が授けられる神の国への入国の許可条件とし

て弱者優先の倫理の実践が要請・命令されてお

り，その典型的なものが先に引用した「最後の

審判」の倫理なのであリ，くりかえすならばこ

うしたキリスト教の倫理こそ社会福祉の起源・

原点であり，またその倫理を基盤において相互

救済をする以外に福祉社会・福祉国家は成立で

きないものなのだといえよう。

　さらにこのような弱小貧者優先の倫理は，弱

小貧者を救済するだけでなく，高貴な富裕者・

権力者をその座から引きずり下ろすことさえ主

張されている。天使ガブリエルから受胎告知を

受けた聖母が神への感謝をささげた『マリアの

賛歌』において「主はその腕で力を振るい／思

い上がる者を打ち散らし／権力ある者をその座

から引き降ろし／身分の低い者を高く上げ／飢

えた人を良い物で満たし／富める者を空腹のま

ま追い返されます……」と唱えているが，これ

は神の子キリストに託して平等社会の構築を目

指した論理であり，のちの社会主義・共産主義

の起源・原点となっていったといってもよいで

あろう。（ギリシア・ローマのヘレニズム文化

には社会主義的論理はなかった）。新約聖書の

最後の文書『ヨハネの黙示録』の論理を『マリ

アの賛歌』に合わせて読むならキリスト教とは

見方によれば社会主義・共産主義の先駆的理論

であったということは許されよう。

　小室直樹氏はマルクス主義はユダヤ教に酷似

しているとして「ユダヤ教が成立したのは，マッ

クス・ウエーバーによれば，バビロン捕囚の時

代であった。……なぜユダヤの民はこんな悲惨

な目にあうことになったのだろう。これに答え

て，旧約聖書はいう。要するにその理由は，ユ

ダヤの民が，神との契約を守らなかったからで

ある，と。ユダヤ教における救済のための必要

かつ十分な条件は，すなわち，神との契約が守

られている限り，神はどんな奇跡を起こしても

ユダヤの民を救ってくれる。／神がいかにして

ユダヤの民を救済してくれるのであろうか。そ

れは，“契約の更改”ということをつうじてで

ある。このことこそ，宗教社会学的にいって，

ユダヤ教の特徴である。これあればこそ，ユダ

ヤ教は革命の理論を準備することが可能とな

り，マルクス主義に伝えたのである。……ユダ
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ヤにおいて，神との契約が変わるということは，

単に宗教が変わるだけでなく，法が変わり，規

範が変わり，それによって，政治制度も社会構

造も，みんな変わってしまうのである。これこ

そ真の意味での社会革命である。／ユダヤ教に

おいて，神との“契約の更改”とは，いつかあ

る日，神は，ユダヤ民族と，より有利な契約を

結びなおしてくれる，これによって，いまは賤

民であるユダヤ人が，世界の中心においてその

主人になるということである。これがユダヤ教

による救済である。……なんとマルクス主義に

似ていることか。」といわれているのをみると

ユダヤ教〈旧約聖書〉もマルクス主義とも通念

とはだいぶ異なっているが，日本の福祉理論は

ままマルクス主義理論に依拠して造られた論理

は，無自覚のままユダヤ教の救済論として同じ

ものになっていたようでもあるが，実際はどっ

ちつかずのものになっているのは，日本の社会

福祉の理論はユダヤ教・キリスト教に無知であ

るだけでなく，真の意味のマルクス主義にも疎

かったので，先ほどからみているとおり現実的

有効性をもてないわけである。

　ただ，小室直樹氏の旧約聖書における救済の

意味の解明と，新約聖書におけるイエスが実際

に最優先で弱小貧者の救済をしたり，人びとに

もっとも小さい者の救済を要請している際の救

済の意味が，神との契約への絶対てき帰依から

する行為という点ではおなじであるが，旧約聖

書がユダヤ民族全体の救済を求めているのに対

し，新約聖書におけるイエスが求めている救済

は個別的弱小貧者の具体的苦しみに応えようと

している点，新約聖書はより人間に近いものに

なっているということができるとすれば，社会

福祉の理論と実際にとって新約聖書の倫理が

もっともその根源的原理となっているというこ

とができるのではないだろうか。

イエスは偉大なるソーシャル・ワーカー

　実際は，旧約聖書・新約聖書全体を通じて信

者に課された神への信仰に位置づけられた救済

の在り方とのかかわりにおいて社会福祉なるも

のの理論と政策の原理を論究しなければならな

らないのであるが，そのような巨大な仕事が簡

単にできるはずはないので，四つの福音書のイ

エスがソーシャル・ワーク的活動をしていると

みられる事跡へのわずかな考察だけまとめにし

て置かせていただく。

　新約聖書の福音書におけるイエスは「悔い改

めよ，神の国は近づいた」といって，新しい宗

教をとくにユダヤの下層の民衆の間に入って

いって宣教しはじめるのであるが，特徴的な

ことは後に神とされるようになる救世主イエス

自らが，賤民であるユダヤ民族のさらに下層の

弱小貧者の心身の苦しみに実際に手をかけて癒

し，救済するという活動をしているだけでな

く，イエスはもう一方で通常の人びとに対して

も，彼らが自身の罪を償って神の祝福を受ける

ためにはその所有する財産を削って隣人である

弱小貧者に施しをする行為を要請するという

ソーシャル・ワーク的実践かとしていることで

ある。マタイによる福音書によれば，「イエス

はガリラヤ中を回って，諸会堂で教え，御国の

福音を宣べ伝え，また，民衆のありとあらゆる

病気や患いをいやされた。そこで，イエスの評

判がシリア中に広まった。人々はイエスのとこ

ろへ，いろいろな病気や苦しみに悩む者，悪霊

に取り付かれた者，てんかんの者，中風の者な

ど，あらゆる病人を連れてきたので，それらの

人々をいやされた。」（第4章）というような医

療ソーシャルワーク的実践をして現世での救済

をしているのである。

　このようなイエスが実際に救済して弱小貧者

の範囲の広かったことを滝沢武人氏は福音書に
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即して，「乞食（心貧しき者），貧困・飢餓・穢

れ，病気・障害・悪霊，罪人・盗賊・土民，徴

税人・娼婦・羊飼い・日雇・奴隷，異邦人・サ

マリア人・ガリラヤ人・ナザレ人，離縁・姦通・

長血・寡婦・子供・家族」という分類されて，

この多彩なニードに対しイエスがこれらの一人

一人を人間として尊重しつつ具体的にどう対応

していやし救済したかを詳述されているのであ

るが，その数の多さと質の相違の大きさは驚異

的であり，イエスこそ偉大なるソーシャルワー

カーであり，社会福祉実践のモデルとしての第

一歩を踏み出していたのである。

隣人愛が原点

　イエスの宗教活動にいわゆる社会福祉実践な

るものをあてはめることを許していただけると

すれば，決定的には先にあげた「最後の審判」

におけるイエスの言動の記述にあリ，イエスは

永遠の命を授かるためには弱小貧者の救済すべ

きことを条件に挙げているので，イエスに学ん

だソーシャルワーク実践をするべきことを勧め

ていることになるといえよう。

　ただ，福音書でのイエスの中心的な宗教活動

は，ソーシャルーワークとは一見かかわりのな

いような戒律を厳格に守ることを教えているの

であるが，よく理路を追うと「地の塩・世の

光」といった隠喩や，隣人を愛せという「善き

サマリア人」という喩え話があり，「イエスは

新しい律法を守るよう説教をし，弟子たちと宣

教活動をしていたとき，ある律法の専門家が立

ち上がり，イエスを試そうとしていった。『先

生，何をしたら永遠の命を受け継ぐことができ

るでしょうか。』イエスが，「律法にはなんと

書いてあるか。あなたはそれをどう読んでいる

か。」といわれると，彼は答えた。『心を尽くし，

精神を尽くし，力を尽くし，思いを尽くしてあ

なたの神である主を愛しなさい。また，隣人を

自分のように愛しなさいとあります。』イエス

はいわれた。『正しい答えだ。そうすれば命が

得られる。』しかし，彼は自分を正当化しよう

として『では，わたしの隣人とは誰ですか』と

言った。イエスはお答えになった。『ある人が

エルサレムからエリコヘ下っていく途中，追い

はぎに襲われた。追いはぎはその人の服をはぎ

散り，殴るつけ，半殺しにしたまま立ち去った。

ある祭祀がたまたまその道を下ってきたが，そ

の人を見ると道の向こう側を通って行った。同

じようにレビ人もその場所にやって来たが，そ

の人を見ると，道の向こう側を通って行った。

ところが，旅をしていたサマリア人は，そばに

来ると，その人を見て憐れに思い，近寄って油

とぶどう酒を注ぎ，色帯をして，自分のろばに

乗せ，宿屋に連れて行って介抱した。その翌日

になると，デナリオン銀貨二枚を取り出し，宿

の主人に渡していった。『この人を介抱してく

ださい。費用がもっとかかったら，帰りがけに

払います。』さてあなたはこの三人の中で，だ

れが追いはぎに襲われた人の隣人になったと思

うか。」律法の専門家はいった。「その人を助け

た人です。」イエスは言われた。「行って，あな

たも同じようにしなさい」（第10章25～37節）

と，自ら救済活動をしていただけでなく，人に

も救済活動を要請していたのである。

ソーシャル・ワークの原点

　イエスでなくとも，誰かが自発的に行動して

サービスを提供してニードを充足させること

と，人からの財とサービスを受けて救済活動に

回すこと，そして人に救済活動を共にしようと

呼び掛けることの総体がソーシャル・ワークの

実践論理だということが許されるとすれば，福

音書でイエスが下層民の心身の病を治し，苦悩
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を癒やし，食を施したり，そして人に隣人へ

の愛と施しを要請する活動はまさにソーシャル

ワーカーだったということができるであろう

が，イエスにあってはただ言葉にしているだけ

でなく自ら実践していたところにその偉大性が

人間に近かったといってよいであろう。

キリスト教の社会福祉

　福音書におけるイエスは，旧約聖書に貫かれ

ている神は弱者・貧者を優先し，富裕者・権力

者を憎むという教義を継承し，貧困者・弱小者

に対してはその存在を称揚して偏愛して神の国

を約束し，言葉のうえだけでなく現世でも自ら

の手で実際に救済するという活動をするととも

に，権力者・富裕者を憎んでその所有を捨て

「富は神の国に積め」という命令に従わない限

り地獄の業火に焼かれるという教義を創り，の

ちの社会主義を正当化する論理を与えていたの

である。

　福祉国家は社会主義国家である理由は，富裕

階層から重税をとり貧困階層に所得移転する体

系をとっているからであるが，起源はキリスト

教の弱小貧者を愛し強大富者を憎む精神からき

ているのであると同時に，金持ちならずとも弱

小貧者の救済にみずから財を提供（高税に忍え

ている）している。裏をかえせば，福祉国家は

キリスト教徒が多数を占める国家にしか構築さ

れていないのである。

　さらに，先に指摘した日本の社会福祉理論の

欠陥の一つは社会資源論が欠けていると指摘し

ておいたが，キリスト教の倫理においては富裕

者はその所有物を全部放棄し，貧困者に施しを

しなければ神の国に入国できないので，キリス

ト教の世界で成立したソーシャル・ワークでは

はじめから神が財源をもっているので，救済の

ための社会資源が不在という欠陥はなかったの

である。（福祉国家といえば大分後の話になる

が，「貧困者の優先的選択」とい論理は，1970

年にハーバード大学のロールズによって「正義

とはこの社会で損失を受けて不遇になっている

人の福祉を最大化することを指す」という福祉

国家の根本的原理を提起したとされている『正

義論』の基盤にある理念は当然キリスト教の教

義に起因していることは確かである。）

西欧中世の市民意識と修道院

　先にヨーロッパ中世のキリスト教慈善につい

てぼろくそに批判している日本の理論家の論理

を紹介したが，じつはヨーロッパ中世における

教会・修道院と都市における慈善活動・相互扶

助活動こそ，古代に確立したキリスト教の教義

による救済活動の蓄積と理論・精神を，現代の

福祉国家につながる大きな業績をあげていたの

であったことを紹介しておきたい。

　先に，慈善というキリスト教徒が担ってきた

救済活動を，恣意的・散水的な小規模・低水準

なものだと否定された嶋田啓一郎氏も孝橋正一

氏も，実際にヨーロッパ中世の現実についての

考察もなく，観念のなかだけで慈善に低い評価

しか与えていなかったからだという事情を，西

欧中世の歴史的現実を研究された阿部謹也氏の

論理をもって反批判していきたい。阿部謹也氏

はドイツの図書館で中世の原資料を克明にさ

れ，とくに修道院に関しては西欧の研究者より

深く明確に解明されているといわれるほどの権

威なのであるから，阿部謹也氏に頼って現代に

つながる理論と現実とをヨーロッパ中世をみて

おきたい。

　阿部謹也氏によれば，ヨーロッパ中世のキリ

スト教に帰依する人たちは，「（12 ～ 13世紀こ

ろ）彼岸における救いを確かなものにすること

が人間の一生の大きな目的になっていた。貧民
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に施すことはあの世での救いを確かなものにす

る大きな功徳であったから，富める者は競っ

て貧民に喜捨し，おのが魂の救済を準備した。

……ヨーロッパに置いては，都市や国家もど

こかで個々人の彼岸での救済のため何がしかの

力をかすべきものと考えており，それは国家が

教会と結ぶことによって権力を保持していた中

世社会において，特に明確に形成された特徴で

あった。このような国家の性格は近代になると

薄められていくが，社会福祉や戦争問題に関し

てははっきり貫かれており，今でもキリスト教

国家としての特徴をもっている。（『逆光のなか

の中世』）」と，イエスのいう「富は神の国に積

め」という啓示が実際化されてていることを解

明され，「中世の人びとはたとえどれほど大き

な財産を築きあげようと，それに満足すること

はありませんでした。より高いものを目指して

いたのであって，それがキリスト教の教義のも

とで気前のよい蕩尽として孤児院や養老院，救

貧院に向けられたのです。（『甦る中世ヨーロッ

パ』）」といわれているように，中世ヨーロッパ

の慈善事業は盛大のもであったということがで

き，キリスト教の倫理は聖職者のみでなく領主・

農民・職人等の世俗的な人びとにも浸透しすべ

ての人の精神や生活を支配し，詳しくは触れら

れないが中世には自治都市が出現し共同体的な

民主主義といえるほどの運営がされており，相

互扶助の制度的なものも確立していたのであっ

た。

　そうしたなかにあって修道院の活動は出色

で，修道士や修道女が本来禁欲・純潔・服従と

いう倫理のもと神の絶対的使える場であったに

もかかわらず，彼らは院内で勤勉に農業・手工

業に従事して生産をあげただけでなく，住民に

は産業技術指導をしたり，修道院の近くには人

が集まるので商人に市場をつくらせたり，加え

て積極的に開墾をして農民に貸し付けたり，土

地の寄進を受けて大地主になって富を蓄え，さ

らに信者から寄進を受けて，領主より金持ちに

なる場合が多く，キリスト教の倫理からしても

当然大規模な慈善活動・貧困救済をしなければ

ならないという宗教的義務を負い，実際に高水

準の施策を実施していたのである。

　さらに，西欧中世の自治都市において職業別

集団での相互扶助や，多数の家族が集団をつ

くって保障し合うような活動などののち福祉国

家につらなる行為を詳しくみなければならな

いが，いずれの機会に詳述することにして，た

だ，救済事業を含めて中世から西欧文化や社会

が世界的な文化をもっていたことは明瞭であろ

う。

　マックス・ウェーバーがギリシア・ローマ・

ユダヤを源流とする普遍的意義と妥当性〈合理

主義〉をもつ文化現象が発展して自然科学と社

会科学を形成させ，また独自な自治都市を発展

させて自由・平等・連帯思想を創りあげ，法・

国家に置いては民主主義を確立させ・芸術の分

野まで絵画に遠近法を，音楽においては和声法

を編み出しているという理論を多面的に展開し

ていて，現在先進国といわれる国家のすべての

面を席巻している西欧キリスト教社会と文化が

他の地域とは異なっていたのである。（山之内

靖『マックス・ウェーバー入門』など参照）

キリスト教が創った西欧文化・市民社会を

みつつ日本の社会福祉不可能性を考える

救済のない国

　あらためて日本における社会福祉理論の最大

の欠陥的誤認事項をあげていくならば，西欧の

キリスト教徒が心血を注いで築きあげてきた特

有の救済活動と理念（救済活動をするといこと
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は所得移転行為なのでだれかが所得を減らすこ

とになるから，他人のために身銭を切るという

文化が必須なのである）が世界共通の事象とし

てどこの国・社会にも存在するものと錯覚して

いることである。

　日本の社会には成員同士が所得移転をして相

互に救済し合ったり，弱者に対して酬いを求め

ずに施すなどという伝統はなかったし，今日に

いたるまでもないことは，いまみてきたように

キリスト教の倫理やキリスト教社会の規範を考

察すれば解ることである。いま日本に機能して

いる救済策は公的な法制だけなのであるが，こ

れらは極言すれば第2次世界大戦後にアメリカ

占領軍に指導されてできたものであって，自分

の社会が生み出したものではなかったことは前

にみたとおりである。だから，日本国民の生存

権を保障する政策としての社会政策・社会保

障・社会福祉などは，その成立理念，成立事情

からして，西欧キリスト教社会とは根本的に異

なっていることはみてきたとおりであるが，日

本の倫理性なき社会的施策体系に精神を吹きこ

むことこそ，新自由主義的自由放任主義に打ち

勝って今後の日本の国民の広い社会的権利の保

障水準を発展させるためには，このような認識

を基にして改革を進めなければならなのではな

いかと考えている。

市場経済

　そこで，「社会福祉の対象は生活問題である。

生活問題は，人権や生存を侵害したり危うくし

ているいろいろの社会問題の一つである。」と

規定されているマルクス主義的理論家の真田是

氏の理論をお借りすると，日本という資本主義

の国のなかで国民が生活を営んでいくため必須

の財とサービス（衣食住などの生活必需品：商

品）はすべて市場から供給を受けているので，

市場から必需品を購入できる所得を得ることが

必要であるが，市場経済というものは所得格差

をつくるという欠陥をもっているので，富裕者

と貧困者とを出現させてしまい，低所得・無所

得と同義語の貧困者は必需品さえ購入できない

という事態に陥るので，富裕層から少し高い税

を取って貧困層の方に所得移転をすれば，貧困

者にも必需品・商品が供給されるので生活の維

持ができるという単純な原理による政策で貧困

は解消できることになっている。

　これが上述したようなキリスト教社会では貧

しい者が優先される社会であるから，豊かな者

は自らの所得を割いて貧しい者に移転するのは

当然だとする社会倫理ができているから，全員

の合意のもと社会政策・社会福祉が策定され，

このような政策は正義であり「この社会でもっ

とも不遇な人の福祉を最大化すること」である

という『正義論』とか，所得の大きさに応じて

人は道徳的責任をもつべきであるとするノブレ

スオブリージュという社会倫理ができているの

は，こうしたキリスト教的背景があるからであ

る。

　ところが，日本国民は嫉妬深いといわれなが

ら，奇妙なことに市場での自由競争の結果の格

差につては寛容である。富裕層が高率の租税を

厭うのは当然としても，低所得者までも税を厭

い，納税義務を果たせばかえって自らは利益に

なるにもかかわらず，高福祉高負担という政策

の成立を妨害する行為を無意識的にとっている

のである。（西欧には「消費税は革新の武器」

という言葉があるというのに，日本は世界的に

もっとも税率が低いので保障水準も先進国中ア

メリカの次に低い状況にいる。）

市場と信仰

　市場に依存して行われている点では世界各国
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と同じにみえるが，市場活動を子細に調べてい

くと，生産関係（私的所有者と非所有者の契

約），分配方式（雇用・賃金制），消費行動（欲

望の捉え方）はそれぞれの国の慣習・伝統の相

違が支配していることがみえてくるが，日本は

無倫理・無理論で市場は放任をよしとしている

のである。

　資本主義の原点をマックス・ウェーバーは

『プロテスタンティズムの倫理と資本主義の精

神』で，宗教改革者カルヴァンの厳しい神への

深い信仰から日常生活に勤勉と禁欲・節倹を

課されている信者には富・貨幣が蓄積されるの

で，それが資本に転化されて新しい生産手段と

生産関係が誕生したといわれているように，資

本主義経済というものはもともとキリスト教と

深いかかわりをもって誕生した体制であり，市

場経済の洞察・研究から経済学を創始したアダ

ム・スミスも市場に参入して経済活動する人は

市場の力で倫理を課されおのずと神の協力者に

なるという分析をしているなど，西欧諸国の国

民にとって資本主義市場の経済活動とはキリス

ト教信仰の実践の場でもあったようである。

　だから，クリスチャンは格差のあることが許

せないということができるであろう。スミスに

しろ，ウェーバーにしても市場は神の関係して

いる神聖なものであるという意識があるような

のに，日本では古くから士農工商の最下位にあ

る商人がかかわるのが経済なので貨幣は不浄な

ものとして，軽蔑していたので市場を政府が調

整・統制するということや，貧困を救済すると

いう施策もやはり不浄な行為ということにな

り，所得再分配という論理を理論家も政治家も

口にしないのではなかったか。

　西欧キリスト教国家の国民は神との契約を基

盤に置く自立した個人主義者なら，ごく簡単に

いえば日本の国民は家族主義的な利己主義者で

あるといってもそう誤りではないといえるであ

ろうが，一言で個人主義という社会規範の背後

には契約という社会慣行がありさらにその根底

にはキリスト教の神との契約という信仰が存在

していることは確かである。

　阿部謹也氏は神との対峙で確立した個人が終

結して神との契約をした者同士が西欧的市民社

会を生み，そこから連帯的共同体が成立してキ

リスト教の教義に従って貧困者を救済するとい

う行為が生まれているのに対し，神との契約を

もたない人しかいない日本には個人がないの

で，単なる家族に一員として普遍的倫理のない

世間という種々の集団をつくっているので，貧

困や困難，とくに障害などは世間体をはばかる

状況としてすべて家族内で解決しているという

違いがあるとされている。このためキリスト教

社会には旧約の時代から「いと小さき者」への

救済というものが聖書の教義として実践が明示

させられてさえいるのになぜひとがか対し，日

本には歴史的に救済活動は皆無に近く（天皇家

の思し召し的行為は伝説にすぎない），日本の

社会福祉の歴史などとは完全に虚構である。

　日本の社会福祉理論の多くは，こうした日本

の国情というものは西欧の社会状況と決定的に

異なっているという事情に無知だということで

ある。その一つは，西欧社会ではキリスト教の

教義に従って諸個人が身銭を切り寄付やボラン

ティアを自発的にして隣人を救済する慣習が伝

統的に存在することであり，大部分がキリスト

教であったので神の国にいくことを目標として

いたから，イエスに神の国への入国を許される

ために弱小貧者を助けておけという「神の日」

を世俗化した倫理のもと弱相貧者に施しをした

り，同じ意味で富は地上ではなく天に積めとい

われたり，「金持ちが神に国に入るのは，ラク

ダが針の穴を通るよりも難しい」等々の聖書の
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教義・神の命令に従って，信者たちが散財した

り実践をする救済活動の積み重ねてきた成果の

蓄積がいわゆる社会福祉実施の根拠になる倫理

的慣行として存在しているような社会状況とは

異なり，日本には他人・隣人を自発的に救済す

るという社会的倫理や伝統的慣行がない国だっ

たから（逆に「隣の貧乏は雉の味がする」とか

「あな嬉し隣の蔵が売られゆく」という諺のよ

うな嫉妬の混じった風潮が支配的であった），

西欧社会のようにいまだに一般の民間人によっ

て日常的に当たり前に当該社会の弱小隠者を救

済したり，高い税の負担に耐えて国による大規

模な（財源が大きいこと）社会的施策の推進を

承認・容認するという社会意識は，日本では

例外を除いて第2次世界大戦前までほとんどな

かったことに社会福祉理論は無知であるため，

西欧社会のみで確立していった貧困救済から社

会的権利の保障にいたるまでの政策と理論が日

本に現実とは大きく食い違うことおかなければ

ならない。すこし西欧の歴史を調べるならば，

一神教のキリスト教を生みだしたユダヤはイエ

スの処刑の時期ローマという超強大国家に征服

されていたので，イエスの死後キリスト教信者

は教会を中心に原始キリスト教共同体といわれ

る連帯組織をつくって団結し，相互に救済し合

いながらローマの厳しい弾圧に耐えたのである

が，救済の理論的・倫理的根拠は聖書の教義に

あったとすれば，現実的には社会福祉の源流は

原始キリスト教社会にはじまっていたのであ

る。

西欧キリスト教社会の慈善

　日本で社会事業とか社会福祉といわれている

主として弱小貧者の救済をする施策や実践は，

古い時代には西欧キリスト教社会にしか存在し

なかったことはさらに明確にしておかなければ

ならない。

　キリスト教が313年に古代ローマで公認され

国教になって以降世界宗教へと発展し，のち西

欧文明を構築していく原動力になっていくこと

は後詳しく述べるが，社会福祉に絞ってみるな

らばキリスト教の拡大・広域化はその愛と救済

を基本とする宗教的特性からして教会主導によ

る救済や信者相互の救済の進展・拡大していっ

たうえ，ローマ時代後半から修道院が続々と設

立されはじめ，そこでは修道士の修行だけでな

く弱小貧者への救済が行われるようになり西欧

特有な連帯性のある共同体社会の確立に大きく

貢献していることは日本では語られていない。

その後，西ローマはゲルマン民族の大移動のな

かで滅亡するのであるが，ゲルマン民族はキリ

スト教に改宗しながら修道院から農業・商業な

どの産業児童を受けつつ，キリスト教の倫理と

ゲルマン民族固有の社会性とを融合させて中世

封建制と自治都市をつくり，内部の弱小貧者を

施設をつくって救済するとともに成員同士が相

互扶助をし合う体制をつくっているのであり，

このようなキリスト教教会・修道院と中世自

治都市との多元的・重層的な救済・保障という

高水準の施策体制は，西欧社会がつくりだした

独自なもので現在の福祉国家の基礎をつくって

いたのであり，日本の社会福祉の歴史に関する

理論が前近代的慈善事業と規定しているような

小規模な施策などではなかっただけでなく，同

じ時期の日本には救済実践・援助施策など皆無

であったことを考え合わせてみると，社会福祉

（社会事業）・社会保障・社会政策といったもの

は西欧独自な施策・実践であって，第2次世界

大戦後の憲法規定により日本は言葉のうえだけ

で模倣しているのみなのである。

　だから，社会福祉の歴史なる領域でも原始キ

リスト教会の時代からの慈善活動，自治都市に
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おける相互扶助などの貧困・ニード救済の活

動・連帯してお互いの生活の安定を図る行為や

施策が，世界中どこの国でも社会福祉という名

称で存在し，日本にも古代から現在にいたるま

で慈善事業・社会事業・社会福祉事業という発

展してきているという前提のもとに社会福祉理

論を創っているので，西欧福祉国家と似ても似

つかない国民生活安定保障体制しかつくってい

ないのにもかかわらず，現実でも成員相互の救

済活動の成否を決定する財源の移転の確認をせ

ずにどこの国にも活動・施策があるとする仮構

の前提のもとに，世界共通の社会福祉という貧

困救済をするという架空の所得移転理論を創っ

ていることである。つまり，日本において社会

福祉と呼ばれている貧困救済を中心に置く理論

と政策は，救済のために必須・不可欠な財源・

社会資源をどう造り出し確保するかという根源

的論理的にも現実的にも欠いているので，実際

には救済の役に立たない虚構なのである。

日本の社会福祉の変革に向けて

　このような日本における社会福祉理論の現実

的・理論的な欠陥をもう少々くわしくみていく

ならば，日本では社会福祉という政府による貧

困救済・ニード支援の政策は所得再分配を基盤

に置いているので，まずは租税を財源に使う政

府の経済活動を論理規制する財政学〈あるいは

公共経済学〉によって理論づけなければならな

いのではないだろうか。

　実際，現在刊行されているどの財政学のテキ

ストを伺ってみても，政府が租税を財源にして

インフラストラクチュアの整備などをはじめと

して，さまざまな政策を成立させて国民生活を

護る財政活動をして，資本主義的市場経済が生

み出す格差に起因する生活を破綻させる諸困

難・貧困を解消する叙述のなかで，とくに主要

な政策としての社会保障・社会福祉に章節が割

かれ，その役割・機能を財政を使って貧困・ニー

ドの救済・援助を施行させる政府の重要な経済

活動として解明され，その救済・援助活動が公

正で効率的に施行できるようにするために厚生

経済学Welfare Economicsの理論に依拠して政

策決定をするという論理が展開され，政府が施

行する社会的施策とはいかなるものかという明

快な論究のなかで社会保障・社会福祉の政策的

特性が解明されていることがみられるので，社

会福祉理論が虚構理論から超克させるためには

財政学の一部に位置づけることによって，ほか

の財政活動と関連させながら実効性・有効性を

もった理論構築ができるはずだという提起をし

ておきたい。

西欧自治都市

　いまでも日本に不足しているインフラストラ

クチュアがなぜ西欧に完備してるかの起源を中

世自治都市に求めていくならば，10世紀のこ

ろから西欧では商業の発達に伴って商人・職人

が集まって市場をつくることにはじまって，重

税を課そうとする封建領主に対抗・抗争して自

治を獲得していき，やがて城郭を巡らす都市に

住んでその内外で商人・職人が経済活動を盛

んにするようになっていくのであるが，自治を

守るために外では封建領主との戦闘をし，内部

的には経済競争の調整と仲間同士の保護・保障

をしあうなど全員が連帯団結して城壁内部では

平等な資格で特定な支配者のない，全員が家族

の枠を超えた自立のなかで生活する自治意識を

もった市民が生まれ，自ら連帯的倫理のもとす

べての市民の生命・財産の安全と生活の安定を

図っていったのであり，その状況は「都市生活

では当然のこととして市当局は，上下水道はも

ちろんのこと，各種の共同施設をつくり，その
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利用についての規制を加えなければならず，こ

れを利用する市民の側も，これまた当然なこと

として諸規則に忠実に従う義務を負うことにな

る。そうでなければ生活体の秩序が維持されえ

ない。この考えがやがて貧民・寡婦・孤児への

配慮，養老院や職業教育施設，さらに砂場や公

園から市場広場にいたるまで，すべてを公共の

ものとして活用し，これを『自分たちのもの』

として大切にする基本的市民精神を生みだした

のであり……都市というものは封建諸侯への反

抗，封建要素の否定ということを通じて新しく

平等の立場でつくられた誓約団体的な結合だっ

たといえる……そこから育成されてくる市民精

神または団体意識というものは自衛自助，セル

フ・ヘルプの精神にもとづくものであり……そ

の考え方が同時に公共世界というものを小規模

であるが，一つの具体的な社会政策の行われる

場であることに変わってくるわけである。であ

るからフランドルの地方などでは，非常に早く

から貧民救済あるいは失業者の保険というふう

な事業に，いまからいえば原理的に非常に発

達した施設が採用されている。（増田四郎『都

市』，『地域の思想』）」という歴史的な経過にお

いて西欧は日本とは全く別な社会と救済政策を

つくっていたのであった。

日本での西欧社会の無理解

　ところが，日本の社会福祉の理論書の方はど

れをとっても貧困救済・ニード支援，あるいは

国民全体の生活の安定を維持するための政策が

経済発展にともなう社会体制の発展に付随して

ひとりでに出来上がってくると考えてでもいる

らしく，実際に救済を担う勢力の動向について

は触れることなく，また必須な膨大な財源をど

のように造出・調達するかという財政論に触れ

ているものはないという欠陥をもっている。財

源・社会資源〈サービスも含む〉のない救済・

援助という活動・実践というものはあり得ない

ので，日本の社会福祉理論は欠陥理論であった

ということができよう。

　さらに，第2次世界大戦直後の1946年，日

本国民は国・政府によって生存権が保障される

とはじめて明記された憲法を与えられるが，た

だこの憲法の成立は日本が第2次世界大戦に敗

北したためそれまでの敵であった連語国軍に占

領され，その占領軍の民政局が指名した25人

のアメリカ人によって9日間で憲法草案が起草

されたという事情があり，その草案をもとに制

定された日本国憲法は前近代的な軍国主義的侵

略国家だった日本が近代的な法制度をもつ民主

主義的平和国家に変貌させ，のち世界的な経済

大国にまで発展していく契機になったことは確

かであるが，草案を起草したメンバーは1930

年代にローズベルト大統領が推進したニュー

ディールに心酔し，圧倒的に支持されたニュー

ディーラーと呼ばれていたグループに属してい

た人びとであったというから，憲法の草案には

ニューディールの理念が貫かれていたので日本

を近代的・民主主義的・平和的で人権を尊重す

る国に変えた反面，日本固有の伝統的現実とは

乖離する条項も多くあり，憲法施行・民主主義

改革後もいまだに西欧的理念と日本的現実の齟

齬は社会科学の検討事項であり，その一つがあ

まり明確な問題になっていないものの憲法施行

後に確立している日本の生存権保障体制と同時

期のイギリス福祉国家体制の成立を機に確立し

ていった西欧の社会権保障体制との決定的相違

がどこにあるかを深刻にみていかなければなら

ないだろう。

日本の社会福祉は抽象的である

　さて，救済の根源にもどって考えるならば，
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貧困やニードに対して人がなぜ身銭を切ってま

で救済・支援のために所得移転をすべきだとい

う倫理的根拠は唯一キリスト教の教義にしか存

在していないということに無知なため，日本で

施行されている救済・支援の施策や実践は西欧

社会で施行・実践されている施策や実践を形の

うえだけ真似たものでしかなく，それも第2次

世界大戦占領政策の一環としてつくらされた法

制が主で，民間の自発的な社会事業という活

動が皆無に近い国柄なので，救済の根底には，

もっとも崇高なキリスト教の教義・倫理に基づ

いた隣人の救済という施策・実践の理論・倫理

の方はわかるはずもなく，その根源を論究する

ところにいたらず，政府は単に精神性抜きで表

面的・形式的に立法してきただけであり，社会

福祉理論の方もやはり倫理的・精神性を欠いた

表面的説明をしてきただけだったのである。こ

れがなんの問題かというと社会福祉の実践をす

ることがいかに崇高なことか，社会福祉の職に

就くことはいかに神聖なことかという倫理的風

潮をつくれなかったことにある。

　日本の社会福祉という理論と施策は，この他

にも大きな欠陥をもっているのでもう少し主な

ものをあげて整理していくならば，社会福祉と

いう名称の貧困救済・ニード支援等の政策・施

策はアメリカの一部を除いて世界中のどこの国

でもこの名称が使われていないことであり（社

会福祉とは正確には1930年代のアメリカで創

られた厚生経済学Welfare Economicsの用語な

のである：後述），しかも日本の理論家はこの

ことに無知でいることである。さきほどからみ

ているように，日本の社会福祉の理論家はア・

プリオーリー（先験的）に社会福祉という人び

とが救済しあうような行為領域が存在している

ものと錯覚，どこの政府も必ず自国民を救済す

るものと前提して救済理論をつくっているので

あるが，くりかえせば隣人の救済とはキリスト

教世界にしかないものなのであるから，日本に

はない活動と倫理なのである。だからキリスト

教先進諸国の救済状況を表面だけみて勝手に解

釈するから，日本の理論と名称はでたらめなの

である。ただ，理論上の誤謬は修正は可能であ

る。

　さらに深い問題に触れていくと，阿部謹也氏

の理論に頼るしかないのであるが，日本には西

欧キリスト教社会に存在するような，神との対

峙により自己の心的内面をみることにより自立

した諸個人が，自覚的・自発的に連帯して形成

する自治的共同体としての社会がなく，日本で

は人が神と対峙するという場がないため，人

はただ集団に埋没するだけで，自覚的な個人

Individualの確立がない日本では定款・倫理の

ない単なる人の集まりである世間という不連帯

的・非共同体的集団しか存在していないので，

成員相互の救済や扶助は自発的な行為として成

立はしてはおらず，そのため西欧キリスト教共

同体的な中世自治都市型の市民社会のない日本

では社会政策・社会保障・社会福祉という政策

は世間内部では成立しようがなく，これらの政

策はすべて西欧社会の真似でしかなかったので

ある。

　キリスト教への信仰を中核にして構築された

西欧市民社会・自治都市の共同体においての

み，市民間の相互扶助，弱小貧者の救済などが

できてきたことはさきに増田四郎氏の文を引用

してみたとおりであるが，日本では市民社会が

なく，真似をするわけにもいかないので，こう

した精神性をできるだけ理解して政策に日本的

な何かをふきこむことを考えていくしかないで

あろう。

　もう一つだけ社会福祉理論に欠けている重要

な理論的な課題をあげなければならないのは，
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政治について論究する議論がないことである。

　日本において「社会福祉」と呼ばれている未

だに合意を得た明確な定義をもたない政策ある

いは理論を専攻する人びともしくは理論家たち

のほとんどが，共通して錯覚し誤解している事

情の一つは，もともとすべての国民が生活の基

盤を置くのは市場であり，生活の必要な商品・

資源はすべて市場から供給されるので，いいか

えれば生活の充足ができるか否かは市場が決定

するのである。ところで市場は経済成長には極

めて有効な威力を発揮して国民総所得の拡大を

もたらすのであるが，その反面で市場は所得分

配の面において重大な欠陥をもつため大きな格

差・落差をつくってしまい，貧困またはニー

ドなどのいわゆる社会問題を発生させ放置させ

たままにするという大欠陥をもたらしてしまう

ので，このような資本主義的経済欠陥構造に対

し，解決・救済等の対応をする中心的役割を受

け持つのは社会福祉という政策であるとしてい

るらしく，その際「社会福祉」という非常に大

きな威力のある勢力のようなものが，国民生活

の安心や安定，さらには必需品の供給さらには

貧困の救済やニード等を支援する政策・施策が

対応してくると考えているのであるらしいの

で，広義の社会福祉だの，狭義の社会福祉だの

といっているのであるが，これこそがじつは政

治であり政府なのだということを知らなければ

ならないだろう。

虚構理論を超えていくために

　ここまできても社会福祉は欠陥理論だとか，

虚構だといってもはじまらないのであろうが，

いま述べたように，政府というものは国民生活

の安全，安定，安心を保障する義務をもつもの

であり，そのため防衛，治安，防災を基盤にお

いて，生活が安全に支障なく滑らかに送れるよ

うインフラストラクチュア（ここでは生活基盤

だけあげると，道路，港湾，鉄道，空港，橋

梁，上下水道，エネルギーおよび教育，医療，

公園等）を整備しなければならないという公共

経済学の理論が確立しているのであり，その一

環に社会政策・社会保障・社会福祉が施行され

て，国民生活の実際が保障されると捉えなけれ

ばならないのである。社会福祉の本質が，（キ

リスト教に端をもつ）強大富者から弱小貧者へ

の所得移転・所得再分配にあるのであるが，現

代では，市場経済の長所である経済成長を適正

に促進しつつ，その短所である格差を是正する

ための政府の経済活動・財政活動を理論的に規

定する規範的理論となっていくので，公共経済

学・財政学を活用することが求められるが，政

府の選択する政策が全員の所得の公正をもたら

すか，全体の所得は大きくなっても格差の方も

大きくなる効率性重視に傾くのかについては現

在では立場の問題があるので，厚生経済学の助

けを借りつつ，国民にも選択をもめられなけれ

ばならないという面倒な時代にもなっているの

である。

　日本の社会福祉という理論が非常に大きな欠

陥をもっているという指摘からはじめるうち，

あまりに重層的に欠陥が積み重ねられているの

で，多岐に論理が散ってしまった感があるが，

稿を改めて，社会政策・社会福祉を財政学・公

共経済学に位置づけ，その選択をする政府を厚

生経済学によって決定づけ，さらにその選択決

定にはキリスト教西欧市民社会の倫理を活かさ

なければならないことを課題にしていくことに

したい。（未完）
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